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Ⅰ．目 的 

 本年報はＬＰガスに係る事故のうち、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関す

る法律（以下「ＬＰガス法」という。）が適用される供給設備、消費設備の事故、すなわち、

主に家庭・業務用のＬＰガス消費先に係る事故（以下「ＬＰガス事故」という。）について、

2024 年の事故を収録し、それらのデ－タを主に過去 9 年間（2015～2023 年）の数値と対比し

て解析を行ったものである。 

 なお本年報には、ＬＰガス事故に該当するか否かを含め調査中のものを含んでおり、事故

件数等は今後変更となる場合がある。 

Ⅱ．事故の定義等 

  1．事故の定義 

(1)ＬＰガス事故

① 漏 え い  液化石油ガス（以下「ＬＰガス」という。）が漏えいしたもの。

（火災に至らず、かつ、中毒・酸欠等による人的被害のなかったも

のに限る。） 

ただし、接合部等からの微量の漏えい（ネジ又はゴム管接合部等

に石けん水を塗布した場合、気泡が発生する程度）は除く。 

② 漏えい爆発  ＬＰガスが漏えいしたことにより、爆発が発生し、又は爆発による

火災に至ったもの。 

イ．漏えい爆発  （漏えいガスによる爆発のみの場合） 

ロ．漏えい爆発・火災  （漏えいガスによる爆発後火災の場合）

③ 漏えい火災  ＬＰガスが漏えいしたことにより火災（消防が火災と認定したもの

に限らない。）に至ったもの。（上記②を除く。） 

④ 中毒・酸欠  ＬＰガス消費設備の不完全燃焼又はＬＰガス若しくは排気筒等から

の排気ガスの漏えいにより一酸化炭素中毒又は酸素欠乏の人的被害

のあったもの。 

(2)充てん容器又は残ガス容器の喪失・盗難

① 供給設備のうち、消費設備に接続しているもの。

② 消費設備（移動中のものを除く。）

③ 貯蔵施設に貯蔵してあるもの。

(3)その他事故（ＬＰガス事故に含まれない事故）

① 自殺、故意、いたずら、盗難等が原因による事故。

② 自然災害による事故。

例）地震による家屋の倒壊に伴う設備の破損等の事故。 

例）洪水・土砂崩れによる設備の破損等の事故。 

   ただし、自然災害による事故のうち、事故発生原因が地震時の転倒防止措置 
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の不備、落雪等の防止対策（雪囲いや保護板の設置等）の不備等保安対策の実施

不十分等に係るものについてはＬＰガス事故とする。 

      ③  カセットコンロ及びカセットコンロ用容器に係る事故。 

   ④ ＬＰガスの漏えいがない状態で、ＬＰガス燃焼器具（これらに付帯するものを含

む。）が過熱し、又は故障したもの及び燃焼器具の炎が周囲の物に燃え移ったこと

による火災等。 

      ⑤  その他上記(1)に掲げるＬＰガス事故に該当しない事故。 

        例）自動車の飛び込みによる事故。 

 

  2．事故の分類 

      事故が発生した場合、その事故の内容により次のとおり分類する。 

    (1) Ａ級事故 

        ＬＰガス事故のうち、次のいずれかに該当するものをいう。 

      ①  死者 5 名以上のもの。 

      ②  死者及び重傷者が 10 名以上のものであって、①以外のもの。 

      ③  死者及び負傷者（軽傷者を含む。）が合計して 30 名以上のものであって、①及

び②以外のもの。 

   ④ 爆発・火災等により大規模な建物又は構造物の破壊、倒壊、滅失等甚大な物的被

害（直接に生ずる物的被害の総額が概ね 5 億円以上(2018 年 3 月 31 日以前におい

ては直接被害総額約 2 億円以上)）が生じたもの。 

      ⑤  大規模な火災又はガスの大量噴出・漏えいが進行中であって、大きな災害に発展

するおそれがあるもの。 

    (2) Ｂ級事故 

      Ａ級事故以外であって、ＬＰガス事故のうち、次のいずれかに該当するものをいう。

      ①  死者 1 名以上 4 名以下のもの。 

      ②  重傷者 2 名以上 9 名以下のものであって、①以外のもの。 

      ③  負傷者 6 名以上 29 名以下のものであって、①及び②以外のもの。 

   ④ 爆発・火災等により大規模な建物又は構造物の損傷等の多大な物的被害（直接に

生ずる物的被害の総額が概ね 1 億円以上 5 億円未満（2018 年 3 月 31 日以前におい

ては直接被害総額約 1 億円以上 2 億円未満）が生じたもの。 

    (3) Ｃ級事故 

        Ａ級事故及びＢ級事故以外のＬＰガス事故であって、次の「Ｃ１級事故」又は「Ｃ

２級事故」のいずれかに該当するもの（2018 年 3 月 31 日以前においてはＣ１級事

故、Ｃ２級事故の区別はなく、Ａ級事故及びＢ級事故以外のＬＰガス事故）をいう。 

    なお、「充てん容器又は残ガス容器の喪失・盗難」は、Ｃ２級事故として取り扱

う。 
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    【Ｃ１級事故】 

     ① 負傷者 1 名以上 5 名以下かつ重症者 1 名以下のもの。 

     ② 爆発・火災等により建物又は構造物の損傷等の物的被害が生じたもの。 

    【Ｃ２級事故】 

     ① Ｃ１級事故以外のＬＰガス事故。 

    

  3．人的被害の分類 

      被害の程度により次のとおり分類する。 

      ①死 者 

事故発生後、5 日（120 時間）以内に死亡が確認された者 

      ②重傷者（ＣＯ中毒等、外傷を伴わない場合は、「重症者」という。） 

事故発生後に、30 日以上の治療を要する負傷した者 

      ③軽傷者（ＣＯ中毒等、外傷を伴わない場合は、「軽症者」という。） 

事故発生後に、30 日未満の治療を要する負傷した者 

 

Ⅲ．ＬＰガス事故 

  1．2024 年の事故発生状況 

   (1) 件数及び死傷者数 

        2024 年の事故件数については 217 件となり、前年比 23 件の増加となった。 

      死傷者数は、死者が 0 人、負傷者が 38 人となり、死者数は前年と同数で、負傷者数

は前年比 1 人の増加となった。（図－1）。 

   (2) Ｂ級以上事故（Ⅳ．1．Ｂ級事故の概要参照） 

       2024 年のＢ級事故は 0 件で、前年と同数であった。（表－1、表－2、図－2、図－

3）。 

   (3) 安全器具の設置率と事故発生状況 

        2024 年に発生したＬＰガス事故(217 件)のうち、消費設備に係る事故 103 件の安全

器具設置先と未設置先の事故発生状況でみると、53 件が設置先、50 件が未設置先で

の事故であった。（表－3） 

     ＊  ここでいう安全器具とは下記のもののうちいずれかをいう。以下同じ。      

      イ．ハイセ－フ＋ガス漏れ警報器（併設又は連動） 

       ロ．ガス漏れ警報器連動自動ガス遮断装置＋ヒュ－ズガス栓 

       ハ．ガス漏れ警報器連動マイコン型自動ガス遮断装置  

 

 2．事故発生状況の分析 

   (1) ＣＯ中毒事故 

        2024 年のＣＯ中毒事故は 5 件で、前年比 1 件の増加となった。（表－4、図－

3



4）。 

 2015 年から 2024 年までの 10 年間のＣＯ中毒事故 31 件を燃焼器具別にみると(表

－5）、瞬間湯沸器が約 13％（4 件）、ふろがまが約 3％（1 件）、その他（業務用燃

焼器等）が約 84％（26 件）となっている。なお、ストーブによるＣＯ中毒事故は 20

15 年から 2024 年までの 10 年間発生していない。 

 瞬間湯沸器の中では、開放式が約 3％（1 件）、ＣＦ式が約 3％（1 件）、ＦＦ式が

約 3％（1 件）、ＲＦ式が約 3％（1 件）となっている。また、ふろがまによる事故

は、型式不明が約 3％（1 件）となっている。 

        原因別にみると（表－6）、瞬間湯沸器では、長時間使用・換気不良（1 件）、燃

焼器具不良（1 件）、その他（2 件）が原因となっている。また、ふろがまでは、そ

の他（1 件）が原因となっている。業務用燃焼器等は、換気不良状態での長時間使用

が約 35％（9 件）を占める。また、燃焼器具別の 1 件当たりの死症者数をみると（表

－7）、業務用燃焼器等は約 2.73 人／件と他の燃焼器具より多い。 

   (2) 埋設管事故（Ⅳ．2．埋設管事故の概要参照） 

        2024 年の埋設管に係る事故は（表－8、図－5）、63 件で前年比 13 件の増加となっ

た。そのうち、供給管が 44 件で前年比 14 件の増加、配管が 19 件で前年比 1 件の減

少となった。 

        原因については（表－9）、2024 年では損傷が 52 件（供給管 40 件、配管 12

件）、腐食・劣化が 7 件（供給管 2 件、配管 5 件）であった。 

    2015 年から 2024 年までの 10 年間の埋設管に係る事故 516 件でみると、損傷が約 8

2％（421 件）、腐食・劣化が約 16％（83 件）を占め、両者合わせると約 98％を占め

ている。これを発生箇所別でみると、供給管は、損傷（303 件、供給管中約 88％）に

よるものが最も多く、次いで腐食・劣化（33 件、供給管中約 10％）となっている。

配管は、損傷（118 件、配管中約 68％）によるものが最も多く、次いで腐食・劣化

（50 件、配管中約 29％）によるものとなっている。 

        損傷は、ガス設備とは無関係の工事等において、工事業者が誤って切断又は破損し

た等（いわゆる他工事業者による事故）により、ガスを漏えいさせたものが多く、こ

のような工事時の損傷（372 件）が全損傷（421 件）の約 88％を占めている。このよ

うな場合は、直接人が関与しており、比較的早くガス停止等の処置が取られているた

め、大部分は大規模事故に至っていない。 

  (3) 質量販売先における事故件数（表－10、図－6） 

        2024 年の質量販売先における事故は 10 件で、前年比 3 件の増加となった。 

なお、2024 年に発生した 10 件の事故で合計 12 人の負傷者が発生している。 

   (4) 原因者別事故件数（表－11） 

        一般消費者等の不注意によるものが 2024 年は 55 件と前年比 3 件の減少、販売事業

者の不適切な処理に係るものが 2024 年は 26 件と前年比 3 件の減少となった。全事故
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に対する比率は一般消費者等の不注意によるものが約 25％、販売事業者の不適切な

処理に係るものが約 12％となり、いずれも全事故に占める割合は依然として高い。

また、2024 年は他工事業者によるものが 71 件と昨年比 13 件の増加となり、全事故

の約 33％と昨年に引き続き占める割合が高い。 

   (5) 建物用途別事故件数（表－12） 

2024 年は一般住宅が 76 件と前年比 17 件の増加、共同住宅は 59 件で前年比 5 件の

増加となった。一般住宅及び共同住宅の両者を合わせた件数は 135 件で前年比 22 件

の増加となり、全事故の約 62％を占めている。また、飲食店は 26 件で前年比 3 件の

減少となった。業務用施設においては、依然として飲食店の件数が多い。 

   (6) 現象別事故件数（表－13） 

       漏えいのみの事故は 162 件で前年比 29 件の増加となった。また、漏えい爆発（火

災）は 19 件で前年比 10 件の減少となり、漏えい火災（爆発を除く）は 30 件で前年

比 3 件の増加となった。ＣＯ中毒・酸欠は 6 件で前年比 1 件の増加であった。 

   (7) 発生箇所別事故件数（表－14） 

        2024 年は供給設備全体で 110 件と前年比 24 件の増加となった。そのうち容器・容

器バルブが 7 件で前年比 2 件の増加であった。供給管では 67 件発生し、前年比 18 件

の増加となり、供給設備全体の約 61％を占めている。67 件の供給管事故のうち、44

件が埋設管で発生した。また、調整器の事故は、15 件と前年比 7 件の増加であり、

供給設備の事故の中で供給管に次いで高い割合を占めている。 

    消費設備は、103 件で前年比 4 件の減少であった。配管による事故が 54 件で前年

比 6 件の増加となっており、消費設備の事故としては高い割合を占める。 

   (8) 原因別事故件数（表－15） 

        腐食・損傷によるものが約 58％（125 件）となり、全事故の中で高い割合を占め

た。接続不良によるものが約 13％（28 件）が続き、雪害等の自然災害が約 2％（4

件）であった。 

  (9) バルク供給先事故（Ⅳ．3．バルク供給に係る事故の概要（充てん設備及び供給設備

に限る）参照） 

    バルク供給先（充てん設備及び供給設備に係る）事故が 17 件発生し、前年比 9 件

の増加となった。17 件の内訳は、腐食・損傷によるものが 13 件、故障・不具合によ

るものが 1 件、その他又は不明のものが 3 件であった。 

 (10) その他 

     都道府県別事故件数（表－17）でみると、2024 年は事故の発生しなかった県が 5

県あった。また、所管別事故発生状況（表－18）、所管別事故発生件数（図－7）で

みると都道府県所管（74 件）と保安監督部所管（100 件）で発生している事故件数が

高い割合を占める。  
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②  原因者別でみると、販売事業者による事故は 26 件発生し、前年比 3 件減少した。一般

消費者等による事故は 55 件発生し、前年比 3 件減少した。 

 

なお、自然災害による事故が 6 件発生し前年比 2 件の増加であった。また、その他

の事業者等による事故は 77 件発生し、前年比 13 件の増加であったが、2015 年から 20

16 年が 32～36 件であったのに対し、2017 年から 2024 年が 54～79 件と、2017 年以降

高い水準で推移している。 

 

③  バルク供給（充てん設備及び供給設備）に係る事故は 17 件発生し、前年比 9 件の増加

であった。 

17 件の事故は次のとおりであった。 

 1) 腐食・損傷によるもの（13 件） 

  2) 故障・不具合によるもの（1 件） 

3）その他又は不明によるもの（3 件） 

 

4．事故発生件数の推移 

      事故の主な発生状況を 1953 年からの推移でみると以下のとおりである。 

    ①  日本でＬＰガスが家庭用燃料として販売が行われるようになったのは 1952～53 年

頃のことであり、ＬＰガス事故が記録されたのは 1953 年の 2 件が最初であった。 

    ②  昭和 30 年代（1955-1964）には、日本経済が重化学工業化を指向していった時期で

あり、石油化学工業が出現し、石油精製業が拡大するにつれ、ＬＰガスの回収、販売

も本格化し、ＬＰガス専用の燃焼器の開発も進み、家庭用燃料として浸透していっ

た。このような状況の中にあってＬＰガス事故は年間 20～60 件の発生で推移した。 
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    ③  昭和 40 年代（1965-1974）に入ると、家庭用ＬＰガス消費世帯数も 1,000 万世帯を

超えＬＰガスの消費量も増大するとともに使用先も多様化する中にあって、事故の発

生も急増傾向を示してきた。このような状況から、これまでのようにＬＰガスの一般

消費段階の保安面の規制を高圧ガス取締法で行うには無理があるという理由ととも

に、一般消費者が安心して使えるガスとするために流通・消費に係る取引面の向上を

図る規制も併せて行う必要があるという理由から、1967 年 12 月にＬＰガス新法すな

わちＬＰガス法が制定（1967 年 12 月 28 日）された。 

    ④  昭和 50 年代（1975-1984）に入るとＬＰガス消費世帯数の増加も著しく、2,000 万

世帯を超えるに至ったが、それに伴い事故も増加の一途をたどり、1979 年に過去最

高の 793 件に達し、死者数も 60 人台の水準（死者数の過去最高は 1974 年の 74 人）

に至った。こうした中にあって、1976 年に通商産業大臣から高圧ガス及び火薬類保

安審議会に対し、「液化石油ガス消費者保安体制の在り方」について諮問が行われ、

翌 1977 年 8 月に答申が行われた。同答申を受けて、1978 年 7 月にＬＰガス法の一部

が改正され、一般消費者等に対する周知の義務化、認定調査機関制度の創設、液化石

油ガス器具等の範囲の拡大などの施策が実施された。また、1979 年 5 月には、排ガ

ス等による事故の発生を防止するため、都市ガスとともにＬＰガスの特定ガス消費機

器の設置や工事を規制する「特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律」が制

定された。なお、1977 年 6 月には、通商産業省立地公害局保安課に液化石油ガス保

安対策室が設置されている。 

    ⑤  1980 年 8 月には静岡市の静岡駅前ビルの地下街で都市ガスの大規模な爆発事故が

発生し、死者 15 人、重軽傷者 222 人の人的被害を出した。これはＬＰガス事故では

ないが、ＬＰガスでも類似事故の発生が考えられることから、1981 年 2 月に省令改

正が行われ、地下室等の保安基準が定められるとともに、地下室等及び業務用施設等

に対するＬＰガス用ガス漏れ警報器の設置が義務付けられ、また、ＬＰガスの着臭濃

度が強化された。 

    ⑥  ＬＰガス事故は 1979年の 793件をピ－クにその後は低下傾向を見せはじめ 1982年には

570 件と大幅に減少した。そうした状況の中にあって、1983 年 11 月に静岡県掛川市

のレクリエ－ションセンタ－においてＬＰガスの大きな爆発・火災事故が発生し、死

者 14 人、重軽傷者 27 人の人的被害を出した。この事故は多数ある末端ガス栓の開閉

状態を確認せずに中間バルブを開けたことから、一部開かれていた末端ガス栓からガ

スが漏れ、ガス漏れ警報器が鳴動したにもかかわらず対応が遅れ、その間に何らかの

着火源から引火し、爆発、火災に至ったものである。この事故を教訓として 1984 年

7 月に省令改正が行われ、料理飲食店等に対して過流出安全機構付末端ガス栓（ヒュ

－ズガス栓）の設置、ゴム管等の接続方法の強化が図られるとともに、一定規模以上

の料理飲食店等には保安連絡担当者を選任すること等の措置が講じられた。 

    ⑦  なお、1977 年以降に発生したＡ級事故は、1979 年に 2 件、1981 年に 1 件そして 19
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83 年に 2 件であり、その後発生していなかったが、1996 年に 1 件、また 2020 年にも

1 件発生した。 

    ⑧  事故は 1982 年に 500 件台に減少したものの、その後の減少傾向が鈍化してきたこ

と、Ｂ級事故が減少しないこと等から、1985 年に通商産業省立地公害局長の私的諮

問機関として、「ＬＰガス消費者保安対策研究会」が発足し、同年 7 月に今後のＬＰ

ガス保安対策の在り方について提言がなされた。この提言等を受け、1985 年度から

毎年 10 月を「ＬＰガス消費者保安月間」として定め、消費者保安啓発運動を全国的

に展開することとなり、また、技術指導普及事業の一環として高圧ガス保安協会にＬ

Ｐガス保安トレ－ニングセンタ－を設置し、ＬＰガス販売事業者や業務用消費者への

安全技術等の普及を強力に進めることとなった。 

    ⑨  また、さらにＬＰガス事故の撲滅を図るためには、安全器具の普及が必須条件とな

ることから、1986 年に通商産業省立地公害局長の私的諮問機関として「ＬＰガス安

全器具普及懇談会」が発足し、同年 5 月に具体的な安全器具普及施策の内容と事故の

減少化の目標期限（500 件発生している事故を 5 年後に 1/5、10 年後に 1/10 とす

る）を定めた提言がなされた。それを受けて官民一体となり、その目標達成のための

普及啓発活動を推進することとなった。 

        なお、(社)日本エルピ－ガス連合会では自主的に安全器具 100％普及達成目標の 10年間

を 3 カ年早め、7 年間（1993 年 9 月末）とした。 

    ⑩  このような事故防止のための官民一体となった活動により、ＬＰガス事故は 1987年以

降直線的に減少を続け 1994 年には 100 件を切り 82 件となった。これは 1979 年の 79

3 件に対しほぼ 1/10、安全器具普及運動が始まった 1986 年の 515 件に対し 1/6 強の

減少となった。なお、1997 年には 68 件とＬＰガス法施行以来、最低の件数を示し

た。 

    ⑪  こうした事故が減少してきた中にあって、1994 年 4 月に通商産業省環境立地局長

の私的諮問機関として、「ＬＰガス保安対策の在り方研究会」が発足し、1995 年 1

月に保安高度化目標として、以下の事項を目指すことが提言された。 

        1．2000 年末までに、Ｂ級以上の事故を撲滅する。  

2．2000 年末までに、一般消費者等が安心してＬＰガスを利用できるシステムを構

築する。 

        また、1995 年 9 月に通商産業大臣から高圧ガス及び火薬類保安審議会に対し「今

後の液化石油ガス消費者保安のあり方」について諮問が行われ、同審議会液化石油ガ

ス部会が、前記研究会報告の「保安高度化目標」を含め、「保安規制の合理化」及び

「販売事業者規制の見直し」等について審議し、同年 12 月に部会報告書を取りまと

めた。この報告書を踏まえた同審議会答申を経て、1996 年 4 月、ＬＰガス法の改正

が行われた。 

    ⑫ 全事故の件数が減少しているなかでＢ級以上事故について、1996 年頃は減少傾向
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を示しておらず、さらに 1996 年にはＣＯ中毒による死者 5 人を出したＡ級事故が 13

年ぶりに発生した。このような事故発生状況から「保安高度化目標」の達成するため

には何らかの抜本的対策の検討が必要となり、1997 年 9 月に高圧ガス及び火薬類保

安審議会の下に「保安高度化分科会」が設置され、「ＣＯ中毒事故防止総合保安対

策」がまとめられた。この保安対策の一環として 1997 年 10 月から 1999 年 9 月まで

「液化石油ガス燃焼器具の一斉点検」が実施された。1998 年 5 月に第 2 回同分科会

が開催され、埋設管に係る事故防止対策等が示され、それに基づき埋設管の点検が実

施された。 

        また、2000 年 2 月第 3 回同分科会を開催し、ＣＯ中毒事故総合保安対策及び埋設

管事故防止の実施状況について報告が行われ、今後の対策が示された。 

    ⑬ ＣＯ中毒事故防止対策、埋設管事故防止対策並びにガス漏えい防止及び漏えい拡大

防止対策を産官民一体となって実施してきたが、2000 年末までにＢ級以上の事故を

撲滅するという現行の保安高度化目標は、達成できなかった。 

        しかし、消費者保安を確保し、事故の撲滅を達成するためには、引き続き事故状況

等の分析に基づいた対策を適切に講ずることが重要であり、今後とも実効性のある対

策を柱とする保安高度化対策の一層の充実を図る必要があることから、ＣＯ中毒事故

防止対策、埋設管事故防止対策並びにガス漏えい防止及び漏えい拡大防止対策のそれ

ぞれについて、目標年度を念頭に置きつつ、産官民一体となって重点的に取り組むこ

ととした「保安高度化プログラム」(｢5．ＬＰガス事故防止対策・施策｣参照）が提言

された。  

    ⑭ 2001年は、バルク供給に係る（供給設備に限る）事故が 6件発生した（前年 0件）。バ

ルク貯槽の過充填による事故が 2 件、水銀の腐食による空温式気化器からの漏えい事

故が 2 件、メンテナンス時における気化器内の調整器ダイヤフラム取り付けミスによ

る事故が 1 件、埋設管（供給管）の工事ミスによる事故が 1 件であった。 

  ⑮ 2003 年は、バルク供給（充てん設備、バルク貯槽及び附属機器等に限る）に係る

事故が 6 件発生して（前年 2 件）、負傷者が伴う事故も初めて発生した（液状のＬＰ

ガスを浴びたために凍傷となった）。 

  ⑯ 2004 年は、バルク供給に係る（供給設備に限る）事故が 6 件発生して（前年 6

件）、Ｂ級事故が初めて発生した（充てんホースの安全継手離脱後の対応ミスによる

爆発火災）。 

  ⑰ 2005 年は、雪害による機器の損傷が 24 件発生し、前年より 21 件と大幅に増加し

た。 

⑱ 2006 年は、雪害による機器の損傷等が 80 件発生（前年比 56 件増）し、過去 26 年

間で最も多い件数となった。また、ＬＰガス事故の統計を取り始めてから、初めて死

者 0 人となった。なお、事故発生から 10 日後に亡くなるという事故が 1 件あった。 

    ⑲ 2007 年は、雪害による事故が 1 件発生（前年比 79 件減）したものの、販売事業者
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による事故は 65 件発生（前年比 37 件増）し、一般消費者による事故は 66 件発生

（前年比 43 件増）した。 

  ⑳ 2008 年は、234 件の事故が発生し、前年のほぼ同程度の事故件数となった。一般消

費者による事故が 77 件発生し、前年比 11 件増加した。 

    ㉑  2009 年は、185 件の事故が発生し、前年より減少したものの、傷者は 148 人となり

前年比 69 人の増加、Ｂ級事故が 8 件発生し前年より 4 件の増加となった。 

        また、ＣＯ中毒が 14 件発生し、死者 3 人、症者 85 人となった。（うち業務用厨房

で 13 件発生し、死者 3 人、症者 84 人） 

  ㉒ 2010 年は、204 件の事故が発生し、前年より 19 件増加したものの、傷者は 83 人と

65 人減少した。 

  ㉓ 2011 年は、227 件の事故が発生し、前年より 23 件増加し、傷者は 88 人と 5 人増加

した。 

  ㉔ 2012 年は、260 件の事故が発生し、前年より 33 件増加したものの、傷者は 85 人と

3 人減少した。 

㉕ 2013 年は、210 件の事故が発生し、前年より 50 件減少し、傷者は 52 人と 33 人減

少した。 

㉖ 2014 年は、187 件の事故が発生し、前年より 23 件減少したものの、傷者は 76 人と

24 人増加した。 

㉗ 2015 年は、182 件の事故が発生し、前年より 5 件減少し、傷者は 60 人と 16 人減少

したが、死者が 2 名発生した。 

㉘ 2016 年は、140 件の事故が発生し、前年より 42 件減少し、傷者は 52 人と 8 人減少

した。死者は 2006 年以来 10 年ぶりのゼロであり、2021 年時点の目標（死亡者ゼ

ロ、負傷者 25 人未満）に達するものとなった。 

㉙ 2017 年は、195 件の事故が発生し、前年より 55 件増加し、傷者は 50 人と 2 人減少

した。死者は 2 年連続のゼロであり、2016 年に引き続き 2021 年時点の目標（死亡者

ゼロ、負傷者 25 人未満）に達するものとなった。 

㉚ 2018 年は、212 件の事故が発生し、前年より 17 件増加し、死者が 1 人となった。

負傷者は 46 人と、4 人減少し、液化石油ガス保安法が公布された 1967 年以降最も少

ない数となった。  

㉛ 2019 年は、203 件の事故が発生し、前年より 9 件減少し、死者 0 人、負傷者 32 人 

となった。また、ＣＯ中毒事故は 0 件となり、負傷者数とともに液化石油ガス法が公

布された 1967 年以降最も少ない数となった。 

  ㉜ 2020 年は、198 件の事故が発生し、前年より 5 件減少し、死者 1 人、負傷者 29 人

となった。また、ＣＯ中毒事故は 0 件となり、2019 年に続き、負傷者数とともに液

化石油ガス法が公布された 1967 年以降最も少ない数となったが、一方で、1996 年以

降 24 年ぶりにＡ級事故（死者 1 人、負傷者数 19 人、被害見積額約 12 億円）が発生
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した。 

  ㉝ 2021 年は、220 件の事故が発生し、前年より 22 件増加し、死者 1 人、負傷者 21 人

となった。また、ＣＯ中毒事故は 0 件となり、2019 年、2020 年に続き、負傷者数と

ともに液化石油ガス法が公布された 1967 年以降最も少ない数となった。 

㉞ 2022 年は、264 件の事故が発生し、前年より 44 件増加し、死者 0 人、負傷者 27 人 

となった。 

㉟ 2023 年は、194 件の事故が発生し、前年より 70 件減少し、死者 0 人、負傷者 37 人 

となった。2019 年以降発生していなかったＣＯ中毒事故が 4 件発生した。 

㊱ 2024 年は、217 件の事故が発生し、前年より 23 件増加し、死者 0 人、負傷者 38 人 

となった。 
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 5．ＬＰガス事故防止対策・施策 

      1995 年 1 月の「ＬＰガス保安対策の在り方研究会中間報告」においては、「保安高

度化目標」の 1 つとして「2000 年末までに、Ｂ級以上の事故を撲滅すること及び一般

消費者等が安心してＬＰガスを利用できるシステムを構築すること」が提言され、ま

た、「高圧ガス及び火薬類保安審議会液化石油ガス部会報告」においても同目標が提言

されている。さらに 1997 年 9 月に同部会に「保安高度化分科会」が設置され、「ＣＯ

中毒事故総合保安対策」を決定し、この保安対策の一環として、同年 10 月から 1999 年

9 月末日まで「液化石油ガス燃焼器具の一斉点検」が実施された。1998 年 5 月に第 2 回

同分科会を開催し、埋設管に係る事故防止対策等が示され、それに基づき埋設管の自主

点検・調査等を実施している。 

      2000 年 2 月第 3 回同分科会を開催し、ＣＯ中毒事故総合保安対策及び埋設管事故防

止の実施状況について報告が行われ、「燃焼器具交換誘導事業」及び「埋設管点検事

業」が引き続き実施された。 

   また、2000 年 12 月 20 日に高圧ガス及び火薬類保安審議会液化石油ガス部会が開催

され、以下の「保安高度化プログラム」が提言された。 

   2015 年 3 月 13 日に液化石油ガスを利用する一般消費者等の保安の維持・確保の一層

の充実及び重大事故の早期撲滅の観点から、液化石油ガス販売事業者等に対し通知し、

自主保安活動を実施する際の指針として活用することを要請している「平成 27 年度液

化石油ガス保安対策指針の策定について」が定められ、2020 年時点の目標として、死亡

者をゼロ、負傷者 25 人未満を目指すことが掲げられた。 

   また、2020 年においても 3 月 31 日に「2020 年度液化石油ガス販売事業者等保安対策

指針」（20200323 保局第 1 号）が定められ、2015 年の同指針から引き続き 2020 年時点

の目標が掲げられている。 

 2021 年 4 月 1 日に、産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会液化石油ガス小

委員会は、2020 年を目標年度として実施してきた「保安対策指針」に代わり、2030 年を

目標とした液化石油ガスの保安対策の方向性を示す「液化石油ガス高度化計画 2030」を

策定し、公表した。2030 年時点において液化石油ガス事故全体で、年間の死亡事故 0～

1 件未満。人身事故 25 件未満を達成目標とした。 
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項目 年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

容 器 － － － - - - - - - -

容器バルブ － － － - - - - - - -

充てん設備 － － － - - - - - - -

調  整  器 － － － - - - - - - -

ヘ ッ ダ ー － － － - - - - - - -

高圧ホース 1 － － - - - - - - -

ガスメーター － － － - - - - - - -

その他機器 － － － - - - - - - -

供 給 管 1 － － - - - - - - -

内埋設管 1 － － - - - - - - -

配 管 － － － - - - - - - -

内埋設管 － － － - - - - - - -

末端ガス栓 － － － - 1 - - - - -

室内ゴム管 － － － - - - - - - -

こ ん ろ － － － - - - - - - -

炊 飯 器 － － － - - - - - - -

レ ン ジ － － － - - - - - - -

オ ー ブ ン － － － - - - - - - -

瞬間湯沸器 － － － 1 - - - - - -

ふ ろ が ま － － － - - - - - - -

ス ト ー ブ － － － - - - - - - -

業務用燃焼器 1 1 － - - - - - - -

その他の燃焼器 － － － - - - - - - -

そ の 他 － － － - - - - - - -

不 明 1 － － - - 1 1 - - -

4 1 0 1 1 1 1 0 0 0

表－２ Ｂ級以上事故の漏洩等発生箇所別件数

合 計
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項目

182 140 195 212 203 198 220 264 194 217

99 61 108 109 111 87 90 115 107 103

32 31 43 55 58 44 54 62 69 53

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

表－３ 消費設備に係る安全器具設置先事故発生状況

年

2016 2017 2024

全事故件数

2018 2019 2020 2021 2022 20232015

消費設備に係る
安全器具設置先
事故発生件数

うち
CO中毒事故

件数

うち
Ｂ級事故件数

消費設備に係る
事故件数
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（１）供給設備関係

年

原 因

損 傷 0 0 0 0 0 1 4 1 0 1 7

腐食・劣化 1 2 1 0 2 2 2 1 1 1 13

その他、不明 2 1 3 0 4 2 1 8 2 4 27

計 3 3 4 0 6 5 7 10 3 6 47

機器等接続不良 1 4 0 1 1 0 2 0 0 0 9

損 傷 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
バルブ閉め忘れ、

不完全閉止 0 0 3 0 0 1 1 0 0 1 6

その他、不明 0 4 1 0 3 0 0 1 2 0 11

計 1 8 4 1 4 1 3 2 2 1 27

機器等接続不良 4 3 7 4 3 12 15 6 8 10 72

損 傷 3 0 5 3 3 3 4 12 10 2 45

腐食・劣化 0 0 2 1 0 0 1 2 0 1 7

その他、不明 5 1 1 0 2 2 2 0 0 1 14

計 12 4 15 8 8 17 22 20 18 14 138

接続不良 1 2 5 1 3 5 1 4 1 2 25

損 傷 17 5 5 14 1 2 12 13 3 2 74

腐食・劣化 0 1 0 3 1 3 0 1 2 1 12

故 障 0 1 1 0 6 12 10 4 1 0 35

その他、不明 2 0 2 3 0 3 3 0 1 10 24

計 20 9 13 21 11 25 26 22 8 15 170

弁開放等 2 0 1 2 0 2 1 2 0 0 10

工事ミス 1 1 0 0 1 0 0 1 1 0 5

その他、不明 1 2 1 2 2 2 1 2 2 5 20

計 4 3 2 4 3 4 2 5 3 5 35

供 給 管 接続不良 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

損 傷 17 23 27 32 25 33 37 44 29 40 307

腐食・劣化 4 4 4 7 1 5 2 3 0 2 32

その他、不明 1 0 0 0 0 1 0 0 1 2 5

22 27 31 39 26 39 39 47 30 44 344

接続不良 3 2 2 0 2 0 0 2 6 5 22

損 傷 8 9 6 11 7 6 13 23 9 12 104

腐食・劣化 3 3 1 2 7 2 4 4 3 1 30

その他、不明 0 1 0 0 0 0 0 1 1 5 8

14 15 9 13 16 8 17 30 19 23 164

36 42 40 52 42 47 56 77 49 67 508

機器等接続不良 0 4 6 2 4 5 2 0 0 0 23

損 傷 1 1 1 9 3 1 2 3 1 1 23

その他、不明 1 1 0 0 1 1 2 2 0 1 9

計 2 6 7 11 8 7 6 5 1 2 55

2 4 1 3 9 4 2 6 2 0 33

80 79 86 100 91 110 124 147 86 110 1013

表－16 年別漏えい等発生箇所別原因別件数

2024 合計2015 2016 2017

バルク貯槽

2020 2021漏えい等発生箇所

 容 器

 容器バルブ

 高圧ホース

 調  整  器

2022 20232018 2019

 そ の 他

合 計

埋

設

計

露
出
・
そ
の
他

計

小 計

ガスメーター
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（２）消費設備関係

年

原 因

配  管 接続不良 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2

腐食・劣化 5 0 5 8 5 6 4 5 3 4 45

その他、不明 2 6 11 14 19 13 15 17 16 14 127

計 7 6 16 22 24 19 19 22 20 19 174

接続不良 0 1 1 1 1 0 1 4 0 2 11

損 傷 14 0 12 19 17 12 11 24 20 25 154

腐食・劣化 3 2 5 4 9 10 10 9 6 7 65

その他、不明 2 0 5 0 3 1 1 1 2 1 16

計 19 3 23 24 30 23 23 38 28 35 246

26 9 39 46 54 42 42 60 48 54 420

ゴム管の接続不良 1 1 0 0 0 1 1 0 1 2 7

未使用側の誤開放 7 3 7 11 5 8 5 4 6 7 63

弁の不完全閉止等 1 0 1 0 2 0 0 2 0 0 6

その他、不明 2 2 3 2 6 3 5 2 5 2 32

計 11 6 11 13 13 12 11 8 12 11 108

損 傷 2 2 1 0 0 1 1 2 2 2 13

接続不良 2 2 3 0 2 0 1 0 3 0 13

腐食・劣化 2 1 3 1 2 0 1 2 1 2 15

その他、不明 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1

計 6 5 7 1 4 2 3 4 6 4 42

接続不良 1 2 2 4 0 2 2 2 2 3 20

劣 化 2 0 0 0 1 1 1 0 1 0 6

器具未接続 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

その他、不明 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 2

計 4 2 2 5 1 4 3 2 3 3 29

接続不良 6 0 2 3 1 1 0 3 0 2 18

損 傷 2 3 1 1 1 0 0 2 0 0 10

腐食・劣化 1 0 1 1 0 0 2 4 1 1 11

器具未接続 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他、不明 3 0 0 0 2 1 2 0 1 0 9

計 12 3 4 5 4 2 4 9 2 3 48

点火ミス、立消え 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3

栓の不完全閉止等 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1

過 熱 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他、不明 1 2 4 3 2 0 0 2 3 1 18

計 3 3 4 3 2 0 0 3 3 1 22

給排気設備不良 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 3

燃焼不足、換気不良 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2

点火ミス、立消え 0 0 1 0 0 1 1 0 0 2 5

その他、不明 2 1 6 1 3 0 4 6 2 3 28

計 3 4 7 2 3 1 5 6 2 5 38

給排気設備不良 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 2

点火ミス、立消え 10 8 5 12 6 10 6 6 4 2 69

過 熱 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

栓の不完全閉止等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他、不明 2 0 1 1 0 1 0 1 2 0 8

計 12 8 7 13 6 11 7 7 7 2 80

給排気設備不良 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

点火ミス、立消え 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 2

栓の不完全閉止等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他、不明 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

計 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0 3

19 20 23 21 18 9 10 12 19 19 170

1 0 2 0 2 1 1 1 4 0 12

38 35 44 39 32 22 24 29 35 27 325

2 0 2 0 3 3 3 3 1 1 18

99 60 109 109 111 87 90 115 107 103 990

小 計

2018 2019 2020 20212015 2016 2017 2024 合計漏えい等発生箇所

埋

設

露
出
・
そ
の
他

2022 2023

 末端ガス栓

 金属フレキ

 低圧ホース

 ゴ  ム  管

こ
 

ん
 
ろ

燃

焼

器

具

瞬
間
湯
沸
器

ふ
ろ
が
ま

ス
ト
ー

ブ

業務用燃焼器具

その他

小 計

 そ の 他

合 計
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（３）その他、不明等

年

0 0 0 1 0 0 3 0 0 2 6

1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2

2 1 0 2 1 1 3 2 0 2 14

年

 総  合  計

182 140 195 212 203 198 220 264 194 217 2025

2 0 0 1 0 1 1 0 0 0 5

60 52 50 46 32 29 21 27 37 38 392

36 27 40 30 21 11 21 23 28 27 264

漏えい 1 1 1 0 0 1 1 1 0 0 6

漏えい爆発(火災） 21 16 25 16 15 6 13 14 16 11 153

火災（爆発を除く） 8 1 11 7 6 4 7 8 7 10 69

CO中毒・酸欠 6 9 3 7 0 0 0 0 5 6 36

62 52 50 47 32 30 22 27 37 38 397

漏えい 1 1 1 0 0 1 1 3 0 0 8

漏えい爆発(火災） 38 21 29 23 24 25 14 16 19 13 222

火災（爆発を除く） 8 1 15 7 8 4 7 8 10 14 82

CO中毒・酸欠 15 29 5 17 0 0 0 0 8 11 85

2015 2016 2023 2024 合 計

充 て ん 設 備

 そ の 他

漏洩発生箇所等不明なもの

2017 2018 2019 2020 2021 2022

2015 2016

（参考）死者・負傷者事故発生件数（件）

（参考）死者・負傷者人数（人）

2023 2024 合 計

事故発生件数  (件)

死   者    数  (人)

負  傷  者  数  (人)

2017 2018 2019 2020 2021 2022

35









表－19 ＬＰガス事故件数、死傷者数の推移と主な施策等 
年 事故 

件数 
死者 
数 

傷者 
数 

主な発生事故及び取られた措置等 

1967（S.42） 167 33 271 ○12月28日、ＬＰガス法公布－高圧ガス取締法から分離し、液化石油ガスの販売、液化石油ガス器具等
の製造及び販売等に係る規制を目的として制定 

1968（S.43） 112 38 146 ○3月1日、ＬＰガス法施行 
1969（S.44） 170 69 236  
1970（S.45） 217 44 283  
1971（S.46） 217 33 301  
1972（S.47） 299 52 398 ○12月6日、ＬＰガス法規則改正（原則ＬＰガスを体積販売することを義務化） 
1973（S.48） 368 59 389  
1974（S.49） 540 74 679  
1975（S.50） 497 40 543  
1976（S.51） 581 65 523  
1977（S.52） 638 56 684 □6月、通商産業省立地公害局保安課に「液化石油ガス保安対策室」設置 

□8月、高圧ガス及び火薬類保安審議会が｢液化石油ガス消費者保安体制のあり方｣について答申 
1978（S.53） 570 72 640 □7月、ＬＰガス設備保安総点検事業の実施（設備改善の期間を含め3年間） 

○7月3日、ＬＰガス法改正（周知の義務化、認定調査機関及び液化石油ガス設備士制度の創設、液化石
油ガス器具等の範囲拡大等） 

1979（S.54） 793 63 825 ○5月10日、特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律公布(特監法) 
1980（S.55） 761 60 758 ●8月16日、静岡駅前ビル地下街で都市ガス爆発事故発生、死者15名、重軽傷者222名 
1981（S.56） 714 50 723 ○2月17日、高取法液石則改正（ＬＰガスの着臭濃度強化（臭気感知混入率1/200→1/1000）） 

○2月18日、ＬＰガス法規則改正（地下室等の保安基準の制定、共同住宅、業務用施設等に対しガス漏
れ警報器設置義務付け） 

1982（S.57） 570 43 650 ●1月、神奈川県川崎市の小学校で埋設管に起因する多量の漏えい事故が発生 
□2月4日付通商産業省立地公害局長名で各通商産業局長及び各都道府県知事宛「埋設管に係る液化
石油ガス設備の緊急一斉点検の実施について」を通達 

□2月から「埋設管に係る液化石油ガス設備の緊急一斉点検」を実施 
○10月1日、ＬＰガス法省令補完基準改正（材料及び使用制限、腐食・損傷を防止する措置等の強化） 
□10月1日付通商産業省立地公害局長名で各通商産業局長及び各都道府県知事宛「既存の液化石油
ガス設備に係る保安の徹底について」を通達 

1983（S.58） 559 51 645 ●11月22日、静岡県掛川市のレクリエーションセンター内でＬＰガス爆発事故が発生、死者14名、重軽傷
者27名 

□11月26日付通商産業省立地公害局長名で各通商産業局長及び各都道府県知事宛「液化石油ガス保
安対策について」を通達 

1984（S.59） 545 36 529 ○7月3日、ＬＰガス法規則改正（料理飲食店等に対し、移動式燃焼器の末端ガス栓に過流出安全機構付
ガス栓の使用義務付け、末端ガス栓と燃焼器との接続方法強化） 

1985（S.60） 496 35 550 □7月、「ＬＰガス消費者保安対策研究会」報告 
□10月、毎年10月を「ＬＰガス消費者保安月間」と定める 

1986（S.61） 515 42 477 □5月、「ＬＰガス安全器具普及懇談会」報告が出され、具体的な安全器具の普及施策とそれに伴うＬＰガ
ス事故の減少化に関する目標期限（今後 5年間で1/5 ､10年間で 1/10 ）を定めた提言－それを受
けて官民一体となり、その目標達成のための普及啓発活動開始 

○12月4日、ＬＰガス法規則改正（移動式燃焼器の末端ガス栓に過流出安全機構付ガス栓の使用義務付
け） 

1987（S.62） 401 29 381  
1988（S.63） 390 37 356 ●2月16日及び8月6日、北海道札幌市で居室の換気扇等の使用により浴室内の気圧が外気の気

圧より低くなり、その結果、浴室内に設置されたＣＦ式ふろがまの排気が逆風止めから浴室内に
逆流して、ふろがまの不完全燃焼を引き起こしたことによる一酸化中毒が2件発生、共に死者1名
（都市ガス事業） 

●4月9日、鹿児島県鹿児島市の共同住宅で排気筒に取り付けられた防火ダンパーに起因するＣＯ
中毒事故が発生、死者2名 

●6月11日、福島県白河市のゴルフ場クラブハウスにおいて埋設管の腐食による爆発事故が発生、
死者1名、重傷者3名、軽傷者17名 

□7月8日付通商産業省立地公害局保安課長名で各都道府県液化石油ガス保安担当部長宛、「ガ
ス器具に接続される排気筒への防火ダンパー設置に起因する一酸化炭素中毒事故防止対策に
ついて」を通達 

●7月14日、茨城県那珂郡の高校において埋設管の腐食による爆発事故が発生、重傷者4名、軽
傷者5名 

□7月27日付通商産業省立地公害局長名で各通商産業局長及び各都道府県知事宛「液化石油ガ
スの埋設管に係る保安の徹底について」を通達 

□9月8日付通商産業省立地公害局保安課長名で各都道府県液化石油ガス保安担当部長宛「ＣＦ
式ふろがまの排ガスによる一酸化中毒事故の防止について」を通達  

 

39



年 事故 
件数 

死者 
数 

傷者 
数 

主な発生事故及び取られた措置等 

1989（H.1） 306 36 327 ●6月13日、埼玉県春日部市の小学校において埋設管からのガス漏れがあることが発見され、改善措置
が講じられた後、ガスの供給に使用している配管から以前に漏れたと思われるガスが地下ピットに滞
留していたことに起因する爆発事故が発生、死者1名、重傷者1名 

□8月25日付通商産業省立地公害局保安課長名で各都道府県液化石油ガス保安担当部長宛「埋設管
に係る液化石油ガス設備の点検状況について」を通達   

□9月20日付通商産業省立地公害局保安課長名で各都道府県液化石油ガス保安担当部長宛「ＣＦ式ふ
ろがまの排ガスによる一酸化中毒事故の防止について」を通達 

1990（H.2） 262 27 233 □5月、「90年代の液化石油ガス消費者保安政策の在り方分科会」報告 
1991（H.3） 194 13 171  
1992（H.4） 146 31 162  
1993（H.5） 112 7 13 ●5月6日、山梨県忍野村リゾートマンションでＣＯ中毒事故発生、死者7名（簡易ガス事業） 

●7月13日、山形県米沢市の雑居ビルにおいて埋設管の腐食による爆発事故が発生、死者1名、重傷者
1名、軽傷者9名 

□9月、安全器具 100％普及目標達成期限（3年早めた）－95.2％達成  
□12月20日付通商産業省環境立地局保安課液化石油ガス保安対策室長名で各都道府県液化石油ガ
ス保安担当課長宛「液化石油ガス販売事業者等に対する保安対策の徹底及び指導の在り方につい
て」を通達 

○12月22日、特監法政令改正（特定ガス消費機器の追加(密閉燃焼式ふろがま等)） 
1994（H.6） 82 3 83 ○10月26日、ＬＰガス法規則改正（排気筒の技術上の基準強化等） 

○10月26日、通産省告示制定（使用実績を有する排気筒又は給排気部を再使用する場合の要件） 
1995（H.7） 88 12 80 □1月、「ＬＰガス保安対策の在り方研究会」中間報告 

□12月、「高圧ガス及び火薬類保安審議会液化石油ガス部会」報告 
1996（H.8） 101 14 109 ○3月31日、ＬＰガス法改正（ＬＰガス販売事業の許可制を登録制に改正、保安機関制度の創設、バルク

供給に関する規制の創設等） 
○4月3日、ＬＰガス法施行令改正（ＬＰガス器具等の指定品目の改正等） 
●12月30日、沖縄県糸満市共同住宅で排気筒の不備に起因するＣＯ中毒事故が発生死者5名 

1997（H.9） 68 6 64 ○3月10日、ＬＰガス法規則改正（8年の法改正内容を具体化、供給設備にマイコンメータ（Ｓ型）等安全機
能付の機器設置の義務化、認定販売事業者に対し、集中監視、保安確保機器の期限管理の義務付
け） 

□9月、「高圧ガス及び火薬類保安審議会液化石油ガス部会保安高度化分科会」が設置され、ＣＯ中毒
事故防止総合保安対策を決定した。 

□10月、燃焼器具の一斉点検事業を開始(～平成11年9月30日) 
1998（H.10） 75 9 82 □5月、「高圧ガス及び火薬類保安審議会液化石油ガス部会第2回保安高度化分科会」が開催され、埋

設管事故防止対策及びガス漏えい防止及び漏えい拡大防止対策を決定した。 
1999（H.11） 79 5 66 ○3月26日、ＬＰガス法施行令改正（ＬＰガス器具等の指定品目の改正） 

○8月6日、ＬＰガス法改正（基準・認証制度見直しに伴うＬＰガス法改正） 
○9月30日、ＬＰガス法規則改正（性能規定化、バルク容器を制度化） 

2000（H.12） 78 8 73 ○8月1日、12月26日ＬＰガス法施行規則の例示基準が制定され、関係基準が廃止された。 
○9月26日、ＬＰガス器具等の技術上の基準等に関する省令改正（基準・認証制度見直しに伴う省令改正） 
□5月、燃焼器具交換促進事業及び埋設管点検事業を開始（～12月） 
□12月20日、「高圧ガス及び火薬類保安審議会液化石油ガス部会第2回保安高度化分科会」が開催さ
れ、保安高度化プログラムを決定した。                   

2001（H.13） 87 2 69 □1月、省庁改編に伴い、経済産業省原子力安全・保安院液化石油ガス保安課を設置 
□4月13日、経済産業省原子力安全・保安院液化石油ガス保安課長名で各経済産業局、各都道府県液
化石油ガス担当課宛及びＬＰガス関係団体宛に「ＬＰガス保安高度化プログラムの実施について」を通
達。 

□6月、経済産業省原子力・保安院に「ガス体エネルギー産業に係る保安規制に関する検討会」が望まし
い保安の在り方について基本的な考え方の整理及び保安レベルの維持・向上を図る上で保安規制は
如何にあるべきか検討を行うことを目的として設置され、検討が開始された。 

●10月29日、12月11日、沖縄県においてＬＰガスの供給設備であるベーパライザーに高濃度の水銀を含
むＬＰガスによって不具合が生じ、ガスが漏えいする事故が発生した。（他に11月26日、同様な事故（
高圧ガス保安法対象）1件発生） 

2002（H.14） 90 4 64 ○10月1日、ＬＰガス法規則改正（液化石油ガス中の水銀含有量の基準化、配管等に係る修理の基準化
、埋設管（白管及び被覆白管）に係る点検・調査について基準追加、屋外に設置する燃焼器具の排気
筒（屋内に設置される部分）の基準化） 

○12月27日、例示基準第39節「液化石油ガスの規格」を追加（液化石油ガス中の水銀濃度の規定） 
2003（H.15） 120 7 86 ○3月31日、ＬＰガス法規則改正及びバルク告示改正（ガス放出防止器等の代替措置の追加、ガス漏れ

検知器の代替措置の追加、超音波液面計の追加、貯槽及びバルク貯槽の耐圧試験の改正） 
○4月1日、例示基準第21節「貯槽の耐圧試験及び気密試験」の改正、第40節「供給管等の修理」、第41
節「地盤面下に埋設した供給管及び配管（亜鉛めっきを施したもの又は亜鉛めっきを施した供給管に
防しょくテープを施したものに限る。）の漏えい試験の方法」及び第42節「排気筒等の材料」を追加 
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年 事故 
件数 

死者 
数 

傷者 
数 

主な発生事故及び取られた措置等 
 

2004（H.16） 105 2 88 ○4月1日、ＬＰガス法規則改正及びバルク告示改正（1トン以上3トン未満のバルク貯槽に係る保安距離
の緩和：第1種保安物件までの保安距離16.97ｍを7ｍ､第2種保安物件までの保安距離11.31ｍを7ｍに
短縮） 

●8月30日、宮城県において民生用バルクローリーポンプ軸受破損による、充てん作業中の事故が発生
した。 

●10月1日、福岡県において充てんホース安全継手離脱後の処置ミスによる漏えい爆発事故（Ｂ級事故）
が発生した。 

2005（H.17） 105 1 58 ○4月1日、ＬＰガス法規則及び供給・消費・特定供給告示改正（販売事業者がＬＰガスを配管等に接続し
て販売する必要のない容器の内容積及び質量により販売できる容器の内容積の範囲を容器がカップ
リング付き器具（容器バルブ及び調整器）により接続されている等の要件を満たした場合に限り25リッ
トルまで拡大 

○4月1日、例示基準第3節「不燃性又は難燃性の材料を使用した軽量な屋根又は遮へい板」の改正（石
綿スレートに替えて繊維強化セメント板を追加）、第15節「充てん容器等の腐しょく防止措置」の改正（
アルミニウム合金製容器について腐しょく防止のための塗装を不要とした）、第28節「供給管等の適切
な材料及び使用制限、腐食及び損傷を防止する措置」の改正（配管用フレキ管及びポリエチレン管の
施工を行う者を具体的に追加）、第29節「供給管又は配管等の気密試験方法及び漏えい試験の方法」
の改正（集中監視システム設置時の漏えい検査の方法を追加、漏えい・気密試験の測定時間及び温
度変化補正等に係る事項を追加、電気式ダイヤフラム圧力計の比較試験周期改正、自記圧力計に電
気式ダイヤフラム式自記圧力計を追加及び比較試験の基準となる圧力測定器に選択性を追加）、第
30節「調整器の調整圧力及び閉そく圧力並びに燃焼器の入口における液化石油ガスの圧力の確認方
法」の改正（自記圧力計に電気式ダイヤフラム式自記圧力計を追加及び集中監視システム設置時の
圧力検査の方法を追加） 

2006（H.18） 219 0 78 ●5月18日、岐阜県においてバルク貯槽の安全弁交換時にガスが漏えいする事故が発生した。 
□8月28日、パロマ工業株式会社製ガス瞬間湯沸器による一酸化炭素中毒事故への対応を踏まえて、
経済産業省が製品安全対策に係る総点検結果をとりまとめた。 

●12月29日、沖縄県においてバルク貯槽の安全弁交換時にガスが漏えいする事故が発生した。 
○12月22日、ＬＰガス法規則改正（保安業務の定期消費設備調査について、消費設備の使用による災害
が発生するおそれがあると認める場合の調査について追加。消費設備の技術上の基準について、燃
焼器の排気筒に関する技術上の基準を変更、強制排気式の燃焼器の排気の排出について追加。保
安機関が帳簿に記載すべき内容について、燃焼器の情報を追加。） 

○12月22日、特定ガス消費機器法施行規則改正（軽微な工事の内容を変更。） 
□12月27日、経済産業省原子力安全・保安院長名で「液化石油ガス保安規則第93条の2、第96条（特定
消費設備に係る事故に限る。）並びに液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法施行
規則第131条第2の運用について」を通達。 

2007（H.19） 
 

239 4 98 ○2月23日、経済産業省が「ガス機器等の燃焼機器による一酸化炭素中毒事故等の防止強化策」を取り
まとめ。 

○3月13日、経済産業省が、過去21年分のガス消費機器に関する事故報告の概要（製品名・型式・製造
事業者を含む）を公表。 

○3月13日、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法施行規則に基づき強制排気式の
燃焼器を定める告示の制定（規則第44条第1号ムに規定する強制排気式の燃焼器を規定） 

○3月13日、特定消費機器の設置工事の監督に関する法施行規則に基づき安全装置を定める告示の制
定（点火不良、立ち消え時等にバーナーへのガス通路を閉ざす装置を規定） 

□3月13日、経済産業省原子力安全・保安院長名で「強制排気式の燃焼器に係る具体的な調査方法に
ついて」を通達。 

○6月27日、ＬＰガス法規則改正（液化石油ガス設備工事の内容を変更。） 
○6月29日、ＬＰガス法規則改正（保安業務の周知について、供給開始時及び一年に一回以上の回数で
周知を行うべき燃焼器の内容を変更。） 

●9月18日、富山県の山小屋においてＣＦ式風呂釜の排気筒が屋外に出ておらず、換気不足による不完
全燃焼によりＣＯ中毒事故が発生した。 

●10月23日、東京都において質量販売の消費者宅で漏えい爆発事故が発生した。 
□10月31日、経済産業省原子力安全・保安院長名で「液化石油ガスの保安の確保のための事業者に対
する調査の実施等について」を発出し、質量販売の状況調査の実施。                                               

2008（H.20） 
 

234 4 79 □4月10日、経済産業省原子力安全・保安院名で「液化石油ガスの質量販売の実態調査結果及び対応
について（要請）」を発出。 

○5月30日、認定販売事業者告示改正（ガスメータの機能に関する基準の変更） 
○5月30日、供給・消費・特定供給設備告示改正（ガスメータの機能に関する基準の変更、また大口径の
低圧ホースに係る継手部分の構造及び接続具の構造についての基準を追加） 

○8月1日、ＬＰガス法施行令改正（別表第1において規定されている液化石油ガス器具等に一般ガスこん
ろを追加） 

○8月8日、ＬＰガス器具省令改正（一般ガスこんろの技術上の基準等を追加） 
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2009（H.21） 
 

185 4 148 ●1月26日、鹿児島県の高等学校においてＣＦ式ボイラーと換気扇を同時使用したことが原因と推定され
るＣＯ中毒事故が発生した。（Ｂ級、軽症者18名） 

□2月27日、原子力安全・保安院は、業務用施設におけるＣＦ式ボイラー使用時におけるＣＯ中毒事故防
止のため、文部科学省、各都道府県及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

●6月2日、山口県の宿泊施設においてボイラーの不完全燃焼及び煙突（排気筒）の先端が蓋により塞が
れていたことが原因と推定されるＣＯ中毒事故が発生した。（Ｂ級、死者1名 軽症者21名） 

□7月29日、原子力安全・保安院は、厚生労働省に対し、ホテル、旅館に対する簡易ボイラー等使用時の
ＣＯ中毒事故防止に関する緊急調査の実施の周知及び注意喚起について要請。また簡易ボイラー等
のメーカー並びに液化石油ガス販売事業者、ガス事業者に対し、ホテル、旅館に対して、緊急調査の
周知及び注意喚起の実施と調査に係る協力を要請。 

□10月15日、経済産業省は、簡易ボイラー等のメーカー並びに液化石油ガス販売事業者、ガス事業者に
対して、液化石油ガス保安課長、ガス安全課長名及び製造産業局産業機械課長名で、ホテル、旅館
に対する簡易ボイラー等使用時の一酸化炭素中毒事故防止に関する注意喚起並びに協力について
要請。 

□11月16日、原子力安全・保安院は、厚生労働省及び国土交通省観光庁に対して、液化石油ガス保安
課長及びガス安全課長名で、ホテル・旅館等の施設におけるボイラーの一酸化炭素中毒事故の防止
に関する注意喚起についての事業者団体への要請について協力依頼。 

2010（H.22） 
 

204 5 83 □2月12日、原子力安全・保安院は、業務用施設における一酸化炭素中毒事故防止のため、文部科学
省、厚生労働省、農林水産省及び国土交通省に対し業務厨房用作業注意マニュアルの周知を要請。 

□4月、原子力安全・保安院に、業務用施設等における一酸化炭素中毒事故防止のため、関係省庁間で
情報を共有することを目的として、「業務用厨房施設等における一酸化炭素中毒事故連絡会議」が開
催された。 

 
2011（H.23） 

 
227 1 88 ●1月2日、長崎県の旅館宴会場において、隣接するボイラー室に設置された温水ボイラーのバーナー交

換時の調整不良のために発生した一酸化炭素が流入したことが原因と推定される一酸化炭素中毒事
故が発生した。（Ｂ級、軽症者10名） 

□6月3日、原子力安全・保安院は、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故防止の
ため、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省及び関係業界に対し、所要の対
応を要請。 

●6月15日、共同住宅に設置されたバルク貯槽の安全弁の交換作業を行っていたところ、安全弁の連結
式元弁の開固着が原因と思われるガス漏えい火災事故が発生した。（Ｃ級、重傷者1名、軽傷者3名） 

□11月4日、原子力安全・保安院は、東日本大震災の被災地における冬期の事故防止のため、ＬＰガス
販売事業者に対し、所要の対応を要請。 

2012（H.24） 
 

260 1 85 ●2月21日、岐阜県の交流施設において、めんゆで器の排気口を鍋で塞いだため排気不良となったこと
が原因と推定される一酸化炭素中毒事故が発生した。（Ｂ級、重症者1名 軽症者21名） 

□3月29日、経済産業省は、「東日本大震災を踏まえた今後の液化石油ガス保安の在り方について～真
に災害に強いＬＰガスの確立に向けて～」の報告書を公表。 

○6月4日、経済産業省原子力安全・保安院名で「山小屋等に係る液化石油ガスの保安の確保及び取引
の適正化に関する法律施行規則第17条の規定に基づく特則承認に関する審査等について（内規）」を
制定。 

□7月30日、原子力安全・保安院は、住宅塗装工事等におけるガス機器の給気・排気部の閉塞による一
酸化炭素中毒事故防止のため、国土交通省に対し、所要の対応を要請。 

□8月2日、原子力安全・保安院は、関係省庁を集め、業務用厨房等における一酸化炭素中毒事故連絡
会議を開催し、事故の状況、普及啓発活動、実態調査結果等について報告。 

□8月24日、原子力安全・保安院は、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故防止
のため、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

□9月19日、経済産業省原子力安全・保安院の組織改編に伴い、産業保安各課は商務流通グループに
移行し、「商務流通保安グループ」と名称を変更。また、液化石油ガス保安課とガス安全課を統合し、
ガス安全室を設置。 

□12月18日、経済産業省は、建設工事等におけるガス管損傷事故の防止について、厚生労働省、国土
交通省及び液化石油ガス関係業界に対し、所要の対応を要請。 
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2013（H.25） 
 
 

210 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

52 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

□1月24日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、調整器の故障に係る事故を契機に実施
した、調整器の期限管理に関する聞き取り調査の結果を公表。 

□1月24日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、業務用厨房におけるめんゆで器の不適
切使用に係る事故を契機に実施した、業務用厨房実態調査の結果及び各主体に推奨する取組等を
公表。 

○3月29日、経済産業省は、「保安機関の認定及び保安機関の保安業務規定の認可に係る運用及び解
釈について」を制定。 

□6月5日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、中央防災会議会長から、梅雨期及び台風
期における防災態勢の強化についての指導要請を受け、都道府県及び液化石油ガス関係業界に対し
、警戒体制の充実、被害が発生した場合の復旧対策に万全を期すよう要請。 

□7月19日、経済産業省商務流通保安グループは、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素
中毒事故の防止のため、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

□12月5日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、建設工事等におけるガス管損傷事故の
防止のため、厚生労働省、国土交通省及び液化石油ガス関係業界に対し、所要の対応を要請。 

□12月5日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、住宅塗装工事等におけるガス機器の給
気・排気部の閉塞による一酸化炭素中毒事故の防止のため、国土交通省及び液化石油ガス関係業
界に対し、所要の対応を要請。 

□12月25日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、中央防災会議会長から、降積雪期にお
ける防災態勢の強化等についての指導要請を受け、都道府県及び液化石油ガス関係業界に対し、積
雪状況の把握に努め、事故が発生した場合には、迅速な復旧対策に万全を期すよう要請。 

2014（H.26） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

187 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

76 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○6月4日、経済産業省は、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則に基
づきバルク貯槽等の告示検査の合理化及び効率化のための関係省令及び告示を改正。 

□7月7日、経済産業省商務流通保安グループは、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素
中毒事故の防止のため、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

●7月29日、山梨県の山小屋（富士山八合目）において、屋外式風呂釜を屋内に設置し使用したため不
完全燃焼となったことが原因と推定される一酸化炭素中毒事故が発生した。（Ｂ級、死者1名） 

□8月7日、経済産業省商務流通保安グループは、山小屋における一酸化炭素中毒事故の防止のため、
液化石油ガス関係業界に対し、所要の対応を要請。 

○10月22日、経済産業省は、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係政
省令の運用及び解釈について」を制定。 

□11月19日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、建設工事等におけるガス管損傷事故の
防止のため、厚生労働省、国土交通省及び液化石油ガス関係業界に対し、所要の対応を要請。 

□11月19日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、住宅塗装工事等におけるガス機器の給
気・排気部の閉塞による一酸化炭素中毒事故の防止のため、国土交通省及び液化石油ガス関係業
界に対し、所要の対応を要請。 

□12月22日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、中央防災会議会長から、降積雪期にお
ける防災態勢の強化等についての指導要請を受け、都道府県及び液化石油ガス関係業界に対し、積
雪状況の把握に努め、事故が発生した場合には、迅速な復旧対策に万全を期すよう要請。 

2015（H.27） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

182  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

60 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●2月19日、千葉県の公共施設において、換気扇を作動させなかったため換気不良となったことが原因と
推定される一酸化炭素中毒事故が発生した。（Ｂ級、軽症者7名） 

●5月29日、福岡県の飲食店（仮設コンテナ）において、容器交換時に高圧ホースを未接続のまま容器バ
ルブを開いたことが原因と推定されるガス漏えい爆発･火災事故が発生した。（Ｂ級、軽傷者7名） 

□6月26日、経済産業省商務流通保安グループは、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素
中毒事故の防止のため、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

●11月7日、富山県の宅地において、掘削作業中に埋設供給管を損傷させ、応急措置を行うため掘削穴
に入ったことが原因とされる酸素欠乏事故が発生した。（Ｂ級、死者1名） 

□11月30日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、中央防災会議会長から、降積雪期にお
ける防災態勢の強化等についての指導要請を受け、都道府県及び液化石油ガス関係業界に対し、積
雪状況の把握に努め、事故が発生した場合には、迅速な復旧対策に万全を期すよう要請。 

2016（H.28） 
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□1月7日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、建設工事等におけるガス管損傷事故の防
止のため、厚生労働省、国土交通省及び液化石油ガス関係業界に対し、所要の対応を要請。 

□1月7日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、住宅塗装工事等におけるガス機器の給気
・排気部の閉塞による一酸化炭素中毒事故の防止のため、国土交通省及び液化石油ガス関係業界
に対し、所要の対応を要請。 

○3月22日、ＬＰガス法規則改正（認定液化石油ガス販売事業者制度の見直し） 
○6月23日、ＬＰガス法規則改正（供給設備の点検の方法、消費設備の調査の方法、周知の方法の改正） 
□7月19日、経済産業省商務流通保安グループは、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素
中毒事故の防止のため、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

□7月22日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、液化石油ガス販売事業者関係団体に対
して、ＬＰガス供給設備の簡易型集合装置における不具合発生の可能性についての注意喚起を実施 

●8月4日、宮崎県の高等学校において業務用ガスオーブンを使用中に、給気不足による燃焼不良及び
室内が負圧になった事による排気の逆流が原因の一つと推定されるＣＯ中毒事故が発生した。（Ｂ級、
軽症者15名） 
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年 事故 
件数 

死者 
数 

傷者 
数 

主な発生事故及び取られた措置等 

2017（H.29） 195 0 50 □1月31日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、建設工事等におけるガス管損傷事故の
防止のため、厚生労働省、国土交通省及び液化石油ガス関係業界に対し、所要の対応を要請。 

□1月31日、経済産業省商務流通保安グループガス安全室は、住宅塗装工事等におけるガス機器の給
気・排気部の閉塞による一酸化炭素中毒事故の防止のため、国土交通省及び液化石油ガス関係業
界に対し、所要の対応を要請。 

○2月22日、ＬＰガス法規則改正（販売の方法の基準、書面の記載事項の改正及び液化石油ガスの小売
営業における取引適正化指針の制定） 

○3月31日、ＬＰガス法規則改正（供給設備の技術上の基準、供給設備の点検の方法、消費設備の調査
の方法、消費設備の技術上の基準、バルク供給に係る特定供給設備の技術上の基準、軽微な変更
の改正） 

□7月5日、経済産業省商務情報政策局・商務流通保安グループの再編及び産業保安グループの創設
に伴い、産業保安関係課（ガス安全室等）は産業保安グループに移行。 

□8月31日、経済産業省産業保安グループは、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒
事故の防止のため、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

□12月22日、経済産業省産業保安グループガス安全室は、住宅塗装工事等におけるガス機器の給気・
排気部の閉塞による一酸化炭素中毒事故の防止のため、国土交通省及び液化石油ガス関係業界に
対し、所要の対応を要請。 

2018（H.30） 212 1 46 ●1月12日、千葉県の一般住宅において、瞬間湯沸器を使用し、浴室内の混合水栓からシャワーホース
により浴槽に湯張りを行う不適切な使用を、換気が不十分なまま長時間行ったことが原因と推定され
るＣＯ中毒事故が発生した。（Ｂ級、死者1名） 

□4月1日、液化石油ガス事故対応要領の施行 
□5月31日、経済産業省は、「液化石油ガス器具等の技術上の基準等に関する省令の運用」を制定 
□8月1日、経済産業省産業保安グループガス安全室は、食品工場及び業務用厨房施設における一酸
化炭素中毒事故の防止のため、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

○11月14日、ＬＰガス法規則改正（特定供給設備の基準、バルク供給に係る特定供給設備の技術上の
基準、別表第二、別表第三の改正） 

○11月19日、ＬＰガス法規則改正（保安業務区分、充てん設備の保安検査、協会等が行う保安検査の申
請等、様式第44、様式第45、様式第46の改正） 

●12月23日、栃木県内の飲食店（ＬＰガスの需要家）において、爆発・火災事故が発生し、従業員2名及
び一般客3名の計5名が負傷。現在、ＬＰガス漏えいに起因する事故か否かを含め、原因、事故発生箇
所等について調査中。（Ｂ級、重傷2名、軽傷3名） 

2019(H31) 203 0 32 ○3月15日、経済産業省は、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係政
省令の運用及び解釈の基準について」を制定 

●5月6日、静岡県の一般住宅のプレハブ小屋において、煮炊き用に設置した鋳物コンロ及び10kg容器
付近で、2口ボールバルブのうち燃焼器と接続されていない側のバルブを開放したことにより、鋳物コ
ンロ点火時に引火し爆発したと思われる事故が発生した。（Ｂ級、重傷1名、軽傷7名） 

○12月16日、ＬＰガス法施行令改正（デジタル手続法施行に伴う書面交付、保安業務の委託契約に係る
書面の交付について改正） 

2020 198 1 29 ●7月30日、福島県の飲食店において、コロナ禍の影響で休業中だった店舗で、漏えい爆発・火災が発
生し、1名が死亡、19人が重軽傷（重傷者2名、軽傷者17名）を負った。原因は、現在調査中。（Ａ級、死
者1名、重傷2名、軽傷17名、損害見積額約12億円） 

2021 220 1 21 ●1月14日、秋田県の一般住宅において、落雪により容器バルブと圧力調整器との接続部及び供給管と
ガスメータ入口部が損傷し、いずれかからガスが漏えいしたと推定。雪下ろしの雪に囲まれた家屋の
周辺や床下に、漏えいしたガスが滞留し、何らかの原因でガスに着火して爆発したものと推定されてい
る。（Ｂ級、死者1名） 

○2月25日、ＬＰガス法例示基準改正（供給圧力差を計算した圧力確認方法） 
○6月18日、ＬＰガス法規則及び例示基準改正（容器流出防止措置） 
○7月27日、経済産業省は、「液化石油ガス器具等の技術上の基準等に関する省令の運用について」の
一部を改正 

○11月15日、経済産業省は、「液化石油ガス器具等の技術上の基準等に関する省令の運用について」
を改正 

□11月30日、経済産業省は、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故の防止のた
め、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

2022 264 0 27 □3月4日、経済産業省は、建設工事等におけるガス管損傷事故の防止について、関係省庁及び関係業
界に対し、所要の対応を要請。 

□3月4日、経済産業省は、住宅塗装工事等におけるガス機器の給気・排気部の閉塞による一酸化炭素
中毒事故の防止について、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

○5月20日、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」（液化石油ガス法）の改正を
含む「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法
律案」が公布 

□6月1日、液化石油ガス事故対応要領を一部改正 
○7月15日、経済産業省は、「保安業務に係る技術的能力の基準等の細目を定める告示」等を一部改正 
□10月21日、経済産業省は、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故の防止のた
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 注）○法令等制定、改正、 □研究会等報告又は諸施策等、 ●主要な事故 

  

め、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 
○12月28日、経済産業省は、「バルク供給及び充てん設備に関する技術上の基準等の細目を定める告
示」を一部改正 

2023 194 0 36 ○1月23日、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改正する
省令」が公布 

□3月10日、経済産業省は、建設工事等におけるガス管損傷事故の防止のため、関係省庁、関係団体、
ガス事業者及び液化石油ガス販売事業者等に対し、所要の対応を要請。 

□3月10日、経済産業省は、住宅塗装工事等におけるガス機器の給気・排気部の閉塞による一酸化炭
素中毒事故の防止のため、国土交通省及び関係団体に対し、所要の対応を要請。 

□3月27日、液化石油ガス事故対応要領を一部改正 
○3月30日、例示基準第44節「ガスメーターの機能」の改正、第45節「末端ガス栓と燃焼器を接続するた
めの硬質管の材料及び構造」の改正 

○3月31日、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係政省令の運用及び
解釈の基準について等の一部を改正する規程」等が公布 

○6月16日、液化石油ガス法の改正を含む「デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するため
のデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律」が公布 

□10月25日、経済産業省は、食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故の防止のた
め、関係省庁及び関係業界に対し、所要の対応を要請。 

○12月15日、経済産業省は、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係政
省令の運用及び解釈の基準を一部改正 

○12月28日、液化石油ガス法施行規則の改正を含む「デジタル社会の形成を図るための規制改革を推
進するための経済産業省令の一部を改正する省令」が公布 

2024 217 0 38 ○1月11日、「令和6年能登半島地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措
置の指定に関する政令」が公布 

□2月29日、「液化石油ガス保安規則第９条第３項に規定する移動式製造設備及び液化石油ガスの保安
の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則第64条第1項に規定する充てん設備に係る運用に
ついて」が公布 

□3月7日、経済産業省は、建設工事等におけるガス管損傷事故の防止のため、関係省庁、関係団体、
ガス事業者及び液化石油ガス販売事業者等に対し、所要の対応を要請。 

□3月7日、経済産業省は、住宅塗装工事等におけるガス機器の給気・排気部の閉塞による一酸化炭素
中毒事故の防止のため、国土交通省及び関係団体に対し、所要の対応を要請。 

□3月28日、「デジタル原則を踏まえた液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の適
用に係る解釈の明確化等について」が制定 

□3月29日、デジタル原則を踏まえた当室所管法令の適用に係る解釈の明確化等について」が制定 
○4月2日、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部を改正する省
令」が公布 

○5月24日、液化石油ガス法の改正を含む「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水
素等の供給及び利用の促進に関する法律」が公布 

□5月24日、「保安機関の認定及び保安機関の保安業務規程の認可に係る運用及び解釈についての一
部を改正する規程」が公布 

○6月26日、液化石油ガス法の改正を含む「消費生活用製品安全法等の一部を改正する法律」が公布 
□6月28日、「デジタル原則を踏まえた液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の適
用に係る解釈の明確化等について」が制定 

□7月2日、「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指針」及び「液化石油ガスの保安の確保及び
取引の適正化に関する法律施行規則の運用及び解釈の基準について」が改正 

○12月6日、「液化石油ガス器具等の技術上の基準等に関する省令の一部を改正する省令」及び「液化
石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令の一部を改正する政令」が公布 

□12月17日、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係政省令の運用及
び解釈の基準についての一部を改正する規程」及び「液化石油ガス器具等の技術上の基準等に関す
る省令の運用についての一部を改正する規程」」が制定 
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表－20   1977年以降に発生したＡ級事故 
発  生 

年月日 

発 生 

場 所 
現 象 建 物 用 途 

人   的 

被害状況 
概  要  及  び  原  因 

1979年 

（昭和 54年） 

2月 5日 

愛知県 爆 発 飲食店 

福祉センタ－内レ

ストラン 

鉄筋コンクリート

造地上 3階、 

半地下 1階建 

死  者 2 

重傷者 12 

軽傷者 7 

午後 1時 20分頃から半地下 1階のレストランで従業員の歓

送迎会を開いていたが、午後 3時 10分頃突然爆発が起こ

り、レストランの天井や壁が崩れ落ち、内部が全壊した。こ

れにより歓送迎会を行っていた従業員 2名が死亡し、12名

が重傷、7名が軽傷を負った。ガス供給は 50ｋｇ容器 12本

で埋設管を介し行われていた。ガス漏れ警報器は設置され

ていなかった。 

原因はレストラン床下の埋設配管に腐食によると思われる

穴が開いており、そこから漏れたガスがレストラン中央の回

り舞台下の空間に滞留していた。 

1979年 

（昭和 54年） 

7月 26日 

千葉県 爆発火災 共同住宅 

鉄筋コンクリ－ト

造 2階建 

死  者 5 

重傷者 1 

軽傷者 7 

アパ－トの当事者の部屋で爆発後火災が発生し、当該アパ

－トや隣接住宅を焼失した。これにより 5名が死亡し、1名

（当事者）が重傷、7名が軽傷を負った。ガス漏れ警報器は

設置されていなかった。 

原因は当事者がガススト－ブを片付けた際ゴム管は末端

閉止弁に付けたままとし末端閉止弁を閉止していた。25日

に外出する際、こんろ用末端閉止弁を閉めるつもりで、この

ゴム管のみ付いた末端閉止弁を誤開放していた。 

1981年 

（昭和 56年） 

3月 13日 

福岡県 爆発火災 共同住宅 

鉄筋コンクリ－ト

造 3階建 

死  者 5 

重傷者 2 

軽傷者 8 

朝 7時 5分頃、ガス漏れを起こした部屋の隣の部屋(1家 4

名全員死亡)で爆発が発生し、火災となり、当該アパ－ト 1

棟が全壊全焼し、他の 1棟が半壊、近隣の住宅 5棟が全半

焼、半壊した他、周囲の住宅等 20数戸の窓ガラス等を破損

した。当該アパ－トのガス供給は 50ｋｇ容器 4本で行われて

おり、ガス漏れ警報器は設置されていなかった。ガス漏れ

は爆発の起きた部屋の隣の部屋と思われ、推定漏洩量は

約 32ｍ3であった。 

原因は不明である。 

1983年 

（昭和 58年） 

11月 22日 

静岡県 爆発火災 飲食店 

レクリエーション

センター内レスト

ラン鉄骨平屋建 

死 者 14 

重傷者 10 

軽傷者 17 

午後 0時 45分頃、当該レストラン内に漏れていたガスに、

何等かの着火源から引火し爆発、火災となり、同レストラ

ンが全焼し、居合わせた従業員及び客の内 14名が死亡

し、10名が重傷、17名が軽傷を負った。ガス供給は 500ｋｇ

容器 4 本からベーパライザーを介し各施設へ行われてい

たが、当該レストラン用の中間バルブは設置されていた。

また、ガス漏れ警報器はレストラン内 4 ケ所に設置されて

いた。 

原因は夏期のバーベキュー用に床面に設置されていた末

端閉止弁 99個中 30 個が開放状態であったのに、厨房の

湯沸器を使用するため中間バルブを開けたため、開放さ

れた末端閉止弁からガスが漏れた。なお、ガス漏れ警報

器は作動しており、従業員もガス臭を感知していたとのこ

と。推定漏洩量は約 25ｍ3であった。 

1983年 

（昭和 58年） 

12月 8日 

北海道 爆発火災 一般住宅 

木造モルタル一

部 2階建 

死  者 5 

重傷者 2 

朝 4時過ぎガス臭に気付いた当事者親子が調べたところ、

こんろに接続されたゴム管に穴が開いてガスが漏れている

のを発見し、修理しようとしたところ突然爆発し火災となり当

該家屋を全焼した。これにより当該家族 5名が死亡し、2名

が重傷を負った。ガス供給は 50ｋｇ容器 1本により行われて

おり、ガス漏れ警報器は設置されていなかった。 

原因はこんろに接続するゴム管に、ねずみによると思われ

る穴が開いていた。推定漏洩量は約 5ｍ3であった。 
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発  生 

年月日 

発 生 

場 所 
現 象 建 物 用 途 

人  的 

被害状況 
概  要  及  び  原  因 

1996年 

（平成 8年） 

12月 30日 

沖縄県 ＣＯ中毒 共同住宅 

鉄筋コンクリ－ト

造 3階建 

死者  5 9時 55分頃、当事者の次男が出勤してこないのを不審に思

った同僚が訪ねてきて、一家 5人が倒れ死亡しているのを

発見し110番通報した。病院での検診結果、ＣＯ中毒症と診

断された。当事者宅は 4畳半二間、6畳一間、玄関を含む

ダイニングキッチン（ＤＫ）及びトイレ付の浴室で構成され、

瞬間湯沸器（ＣＦ式、10号）はＤＫ内の玄関を入った直ぐ横

の浴室に接する壁に設置されていた。 

発見時の状況は、室内は窓等は全て閉め切られ、換気扇

はなく密閉状態であった。湯沸器は事故時には浴室の給湯

に使用していたと思われ、点火の状態となっていたが火は

消えていた。なお、すすが湯沸器の内部及び外部カバ－の

上部とその上の天井に付着していた。排気筒は 2次排気筒

の径が 1次排気筒の径より細くなっている（130ｍｍ→100ｍ

ｍ）上、その接続部が若干ずれていた。また、屋外の立ち上

がり部が 150ｍｍ程度しかなく、トップも付いていなかった。 

原因は排気設備の不良による給排気障害から、不完全燃

焼した排ガスが室内に流入したことによる。 

 

2020年 

（令和 2年） 

 

福島県 漏えい爆

発・火災 

飲食店 死者 1 

重傷者 2 

軽傷者 17 

コロナ禍の影響で休業中だった飲食店において、漏えい爆

発・火災が発生し、1名が死亡、19人が重軽傷（重傷者 2

名、軽傷者 17名）を負った。 

原因は、現在調査中である。 

（損害見積額約 12億円） 
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Ⅳ．2024年に発生した事故等の概要 

 

1．Ｂ級事故の概要 

 なし  
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２. 埋設管事故の概要

No. 年月日 発生場所 事故分類
現象

被害状況
建物用途 発生時間

事故原因
法違反の有無

事故概要
機種 メーカー 型式

安全器具等
設置状況

行政指導等
再発防止策

1 2024/1/3
福井県あ
わら市

C2級 漏えい 共同住宅 12:38
地震に伴う供給
管の損傷による
漏えい

2024年1月1日（月）の地震により、この団地敷地内の地盤が約30センチ沈下しました。現場確認した管理人さんによると、その時
はガスの臭いは感じなかったので、販売事業者に連絡する必要は無いと判断したそうです。ところが1月3日（水）になって、団地の
消費者から敷地内にある集会所付近でガスの臭いがすると警察に通報が入りました。警察と消防が現地に急行したところ、集会
所横の地面の中からガスが漏えいしていることを確認しました。直ちに付近を封鎖して、火気厳禁、立ち入り禁止にしたうえで、ガ
ス供給会社にガスの供給停止を依頼しました。販売事業者の支店の日直者等2名は10分程で現場に到着しましたが、集会所系
統のみを停止するバルブは無かったので、やむなく団地全体の供給を停止することにし、消防とともにプロパン庫内で閉止弁を閉
じました。漏えいは止まりましたが、それでもガスの臭いが残っていたので、警察と消防が封鎖を解除したのは2時間後でした。
その間、販売事業者社員2名と協力会社の社員2名の4名で調査したところ、埋設配管が集会所に入る,立ち上がり部地下で破断し
ている事がわかりました。早速その上流部の地面を掘削してガス管を切断しメクラをして閉止しました。その後、漏えい検査をして
漏えいが無いことを確認した上で、集会所以外は供給を再開しました。消費者が在宅の部屋は全部屋説明と点火試験をして、当
日の16時45分ごろ警察と消防に復旧作業終了の連絡をして撤収しました。
一次原因は、埋設ガス配管の破断によるもの。
なお、配管材料としてはポリエチレン被覆鋼管（PEL 管）なので埋設することには問題なかったが、一部口径が小さかったこともあ
り、地震や地盤沈下による荷重には耐えられなかったと思われる。
二次原因は、地震による地盤沈下で埋設配管が折れ曲がり、その後の度重なる余震で最終的に破断したと推定される。

供給管（鋼管（継
手部（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器不明
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、県内販売事業者に対し2024年能登半
島地震による被害の有無の確認を行うこと、および点検方法や周
知、緊急時対応の体制等保安業務に問題がないか再度確認する
ことを周知した。
対策として販売事業者は、今後団地管理者が敷地の地盤復旧工
事をすると思われる（時期未定）ので、その際に集会所への埋設
配管の残りも全部撤去して、集会所は個別にボンベを立てて供給
する予定。

2 2024/2/1
岐阜県岐

阜市
C2級 漏えい 共同住宅 8:40

他工事業者（外
構工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年2月1日（木） 8時40分ころ、他工事（外構工事）業者が掘削中に、重機で埋設ガス配管を引っ掛け損傷させたため、ガスが
漏えいした。他工事業者がビニールテープで一時補修を実施。同日 14時30分、ガス会社により本修理完了。
当該埋設ガス配管は、供給中の集合住宅から離れた箇所であり、想定される配管ルートではなかった。なお、損傷したガス管は、
同敷地内にあった集合住宅の所有者宅（既に取り壊し済み）に供給されていたものと思われる。
一次原因は、他工事業者が重機で埋設ガス配管を損傷させたことによるもの。。
二次原因は、他工事業者から、埋設ガス配管情報の照会がなかったことによるもの。

供給管（PE管
（継手部（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県は処置完了後情報提供があったため、販売事業者に対し措置
なし。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・他工事業者には、事前に埋設ガス配管情報の照会をするよう周
知。
・使用していない埋設ガス配管は、切断または撤去をするよう所
有者に説明。

3 2024/2/13
愛知県岡

崎市
C2級 漏えい 一般住宅 14:42

他工事業者（駐
車場工事業者）
による配管損傷
に伴う漏えい

2024年2月13日（火）
14時42分頃 建設業者が駐車場工事におけるコンクリート除去の際、電動カッターで埋設ガス管を損傷し、ガスが漏えい。
14時45分頃 建設業者から販売事業者へ上記内容について架電。

 販売事業者から建設業者に対して、ボンベバルブ閉止を依頼。販売事業者が現場へ出動。
15時10分頃 販売事業者が現場に到着。ガスメーターの安全装置作動によるガス止め・ボンベバルブ閉止を確認。

 修繕工事の為、工事業者を手配。
17時30分頃 工事業者現場到着。工事着工
19時05分頃 工事完了。供給を再開した。
原因は、駐車場工事の際、コンクリートを斫る際、電動工具が継手に接触したことによるもの。

配管（白管（継手
部（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事故届の提出を指導した。
・他施工業者によるガス管の破損が多発している。実際に事故を
起こした業者や、事故現場の大家に対してのみ、事故防止の周
知をするのではなく、一度、消費者全体（集合住宅の大家）に対し
て、事故防止の啓発を行うことを提案した。
対策として販売事業者は、消費者・施工業者に対して、建物付近
の工事の際には、販売事業者へ連絡を入れるよう周知した。

4 2024/2/19
岡山県総

社市
C2級 漏えい 飲食店 11:15

他工事業者（改
装工事業者）に
よる配管損傷に
伴う漏えい

改装工事業者による飲食店店舗の店内改装中、トイレの床掘削作業時に埋設ガス配管を損傷させてガス漏えいが発生した。ガス
漏えい発生時、ガスメーター安全装置作動（合計流量遮断）により、ガス供給は緊急遮断した。
一次原因は、改装工事業者が、はつり機による店舗の床掘削作業時に、埋設ガス配管を損傷させたことによるもの。
二次原因は、改装工事業者の確認不足によるもの。

配管（白管（本管
（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して情報収集。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・物件所有者（オーナー等）へ店舗改装時の他工事事故対策につ
いて周知、啓発を実施。
・埋設ガス配管がある場合は標識等で分かるよう表示。

5 2024/3/5
東京都大

田区
C2級 漏えい 事務所 11:50

他工事業者（リ
フォーム工事業
者）による配管
損傷に伴う漏え
い

消費者より直接手配された設備工事業者がトイレリフォーム工事中、下水管移設する為地面掘削中に埋設ガス管を傷つけた影響
でガス漏えいをした。漏えいを確認した設備工事業者により容器バルブ閉止。設備業者より販売事業者に連絡が入り現地急行し
ました。現状確認して即時の復旧は不可能と判断しガス配管引き直し工事完了までガス供給を停止。2024年3月15日（金）、消費
側埋設配管を全て露出配管に変更引き直し工事実施。完了後、気密検査、漏えい検査異常なし確認後、供給開始となりました。
一次原因は、設備工事業者が地下ガス配管の存在に気づいていない状況で作業をしていたことによるもの。
二次原因は、販売事業者にリフォーム実施の連絡をする事なく工事を始めてしまったことによるもの。

配管（被覆白管
（本管（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

都の行った措置としては、販売事業者に対し事故届書の提出を
指示。
対策として販売事業者は、社内にて事故事例共有による再発防
止に対する注意喚起、消費者への他工事の危険性再周知。日々
の訪問活動を通したLPガスの安全・安定供給・設備の維持管理
を徹底し、LPガス供給先の安全確保及び他工事発生時の事前連
絡確認の徹底と消費者周知活動を強化致します。
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No. 年月日 発生場所 事故分類
現象

被害状況
建物用途 発生時間

事故原因
法違反の有無

事故概要
機種 メーカー 型式

安全器具等
設置状況

行政指導等
再発防止策

6 2024/3/19
埼玉県入

間市
C2級 漏えい 共同住宅 11:41

他工事業者（水
道工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年3月19日（火）11時30分頃、水道業者による水道配管工事に伴いコンクリート面をコンクリートカッターで切削する作業の際
に、誤って埋設したLPガス供給配管（PE管）に損傷を与えたもの。
配管の損傷後すぐに漏えいが判明したため、水道業者は迅速にバルブを閉止して漏えいを止めた。
同日11時40分頃、水道業者よりオーナーを通じて販売事業者に連絡があり、対応を開始した。同日中に仮設用ボンベを6世帯分
設置し、仮供給にて供給を開始した。3月22日（水）、供給管の修繕工事が完了し、供給を再開した。
一次原因は、水道業者が、コンクリート面下の水道配管工事を行う際に、コンクリートカッターにて、埋設してあったプロパンガス供
給本管を損傷させたことによるもの。。
二次原因は、水道業者が作業を実施するにあたって、掘削する箇所に何があるかを事前に調査・確認をする事を怠ったことによる
もの。
なお、物件のオーナー及び工事請負会社に対するLPガス他工事事故の周知を行い、事故の防止に努める。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐
震）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

販売事業者は、以下の対策を実施。
①連絡先の明示（看板） ②水道事業者への注意喚起 ③社内に
おいて同種事故防止の啓蒙

7 2024/3/29
長崎県佐
世保市

C2級 漏えい 共同住宅 11:10

他工事業者（水
道工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

①〈2024年3月29日（金）11時10分頃〉ガス供給先の共同住宅（5戸）で水道工事中の施工業者より、掘削作業中にガス配管を損傷
させ、ガスが漏えいしているとの連絡が販売事業者に有り。二次災害防止措置のため、販売事業者から当該施工業者に対し、ガ
ス容器バルブ閉止を指示確認後、販売事業者社員が現場へ出動。
②〈11時35分〉販売事業者社員が現場へ到着後、ガス容器閉止及び供給側配管（埋設部）損傷箇所を確認。

販売事業者社員がアパート消費者（消費者等）へガス停止理由を説明後、損傷箇所配管復旧工事を開始。
③〈14時35分〉復旧工事完了。
一次原因は、水道配管工事の施工業者が、埋設管の存在を認識しないまま掘削作業を行い、使用している電動工具（電動ピッ
ク）が埋設供給管に接触し、損傷したことによるもの。。
二次原因は、アパート所有者及び水道工事業者から販売事業者に対し、事前に工事実施の連絡が無かったため、販売事業者の
立会い及びガス配管経路の説明がなされなかったことによるもの。

供給管（プラス
チック被覆鋼管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐
震）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対し工事施工予定につい
てアパート所有者との事前の情報共有を徹底するなど、再発防止
に務めるよう指示した。
対策として販売事業者からアパート所有者及び水道工事業者に
対し、工事予定がある場合は施工前に必ず連絡を行うよう依頼す
る。

8 2024/4/2
熊本県宇

城市
C2級 漏えい 一般住宅 12:25

他工事業者（解
体工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

・解体業者が集合住宅（団地7戸）のうち1戸（空屋）を重機で解体作業中、埋設配管（ＰＥ菅）に気付かず配管を破損させたもの。
ガス漏れの通報後、損傷した埋設配管を掘り起こし、配管損傷部を切り離し、プラグ止めにて措置を行った。

・応急措置後、気密検査を実施し、漏えいがないこと
原因は、解体事業者がガス配管の埋設の有無及び位置を認識することなく、工事を行ったことによるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
①事故届出書の提出依頼
②事故原因の調査依頼
③再発防止策検討及び実施依頼
※2024年3月15日付けで本県土木部に対し「建設工事等における
ガス管損傷事故の防止について（依頼）」を発出し、建設工事業
者への啓発を依頼した。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・今後消費者宅を訪問する際は、「敷地内で工事を行う際は、ガス
管の確認を！」等のチラシを配付するとともに注意喚起をすること
とした。
また、近所で工事等がある場合には事前に連絡をいただくように
依頼した。
・集団供給方式の供給管については、未使用区画や閉栓区画等
へ引き込みがある箇所は、引き込み箇所にガス管引き込みがあ
ることを示すシールを貼る。

9 2024/4/9
岡山県岡

山市
C2級 漏えい 一般住宅 9:30

他工事業者（下
水道工事業者）
による配管損傷
に伴う漏えい

一般消費者宅（戸建）先において、下水道工事業者による工事中に、コンクリートカッターで宅地内の掘削作業を行った際に、埋設
されていたガス配管（被覆白管、消費設備側）を損傷させ、ガスが漏えいした。
なお、ガスはマイコンメータの遮断機能で閉止した。そのため、配管内に残留していたガスの漏えい以外の火災、爆発及び人的被
害はなかった。
一次原因は、下水道工事業者が埋設されたLPガス配管をグラインダーで損傷させたことによるもの。
二次原因は、下水道工事業者又はユーザーから当社へ、工事の立会い連絡等の事前連絡が無かったことによるもの。

配管（被覆白管
（不明（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して情報収集。
対策として販売事業者は、水道局へ今回の事故状況を説明し、
注意喚起を再徹底した。
また、既存LPガスユーザーへも軽微な工事の場合でも連絡いた
だける様に周知徹底を強化する。

10 2024/4/12
千葉県鴨

川市
C2級 漏えい 学校等 13:00

PE管の継ぎ手
部の接続不良
による配管漏え
い

新規GHP設置に伴い、設置業者がガスメーター元栓を閉めて露出配管からの分岐増設工事にて配管をつないだところ、既設の配
管に設置されている遮断弁が作動した。配管接続に伴う一時的なガス低下による動作かと思われたが、ガスを復旧した後も遮断
弁が戻らない状況が続いたため、販売事業者にて気密検査を実施したところ、ガス漏れが発覚。分岐増設配管部分の気密検査
を実施したところ漏えいはなく、分岐増設配管部分を切り離して気密検査を実施したところ漏えいが確認されたため、詳細な調査
を行ったところ、既存埋設配管のPE管の継ぎ手部からガス漏れを確認。現在、ガスを止めており、是正工事の実施日程につい
て、学校と販売事業者で調整中。
一次原因は、埋設配管のPE管の継ぎ手部からガス漏れしたことによるもの。
二次原因は、埋設配管（平成6年施工埋設PE管）の上にエアコン室外機用のコンクリート基礎が乗っており、その基礎がなんらか
の理由により沈下し、配管に重さがかかったことで継手部の接続が緩んだ可能性が推定されるが、明確な原因は不明である。

配管（PE管（継
手部（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に事故報告書の提出を指
示した。
対策として販売事業者は、エアコン室外機用の基礎下の配管は
使わず、手前の配管から立ち上げ、バルブを設けて繋ぎなおし、
露出配管として是正を考えている。
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11 2024/4/13
広島県広

島市
C2級 漏えい 共同住宅 13:46

他工事業者（外
構工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年4月13日（土）13時46分頃、緊急時連絡の委託先の保安機関に、事故発生場所において外構工事（湧水防止工事）を行っ
ていた工事業者から「工事中に誤って埋設ガス配管に穴を開けてしまった」との連絡が入った。
販売事業者及び緊急時対応の委託先保安機関が事故発生場所に出動し、到着したときには、配管損傷箇所（2箇所）は、工事業
者により木栓で塞がれていた。その後、安全を確認し、復帰作業を行い、同日の16時25分頃に復帰作業を完了した。
一次原因は、外構工事（湧水防止工事）の斫り作業により、埋設部のガス配管を損傷させたことによるもの。
二次原因は、外構工事（湧水防止工事）を行た工事業者が、ガス配管の埋設の有無を確認せず、埋設されたガス配管の存在を把
握していなかったことによるもの。 供給管（PE管

（本管（埋設部））
不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県は類似事故が増加していることから、販売事業者に対して、他
工事による事故防止を徹底するよう次の通り指導した。
1 消費者である建物の所有者や管理会社等にガス配管の埋設
状況について情報共有を図り、工事を行う際には連絡を取り合う
こと。
2 必要に応じて、ガスの供給設備付近やガス配管の埋設部付近
に、埋設されたガス配管がある旨の表示を検討すること。
販売事業者による今後の対策は次の通り。
1 外構等の工事を実施する業者及び工事の元請業者に対し、ガ
スの供給設備の周辺での工事を実施する際には、事前確認及び
連絡を徹底するように依頼。
2 建物の管理会社に対し、ガスの供給設備の周辺での工事を実
施する際には、事前確認及び連絡を徹底するように依頼。

12 2024/4/15
鹿児島県
鹿児島市

C2級 漏えい 共同住宅 16:20

他工事業者（外
構工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年4月15日（月）16時20分頃、工事業者が外構工事中にコンクリート切断作業を行っていたところ、埋設されていたガス管も一
緒に切断してしまいガスが漏えい。現場担当者がバルク下部の供給元バルブを閉止、その後販売事業者へ連絡を行った。連絡を
受け販売事業者の担当者が16：50現地到着、ガス漏えいが止まっていることを確認、全てのバルブを閉止しガス供給を停止。
復旧作業は同日に終了し，供給を再開した。
一次原因は、建物へ入り込む供給管を切断したためガスが漏えいしたことによるもの。
二次原因は、工事会社等から販売事業者に工事に係る連絡がなく，配管位置の確認打合せや販売事業者担当の立ち合いが行
われなかったことによるもの。 供給管（被覆鋼

管（本管（埋設
部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して必要に応じてオー
ナー・管理業者等と各種工事に係る情報共有をはかるよう指導。
対策として販売事業者は、他工事業者及びオーナー・管理会社含
め、他工事を行う際は事前連絡をいただき打合せや立ち合いの
必要性を周知徹底する。

13 2024/4/29
栃木県鹿

沼市
C2級 漏えい

その他
（空地）

11:40

他工事業者（建
設工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

建設工事業者が、集中供給エリアの空き地にて建売物件建築のための更地の造成工事を行っていたが、重機でガス埋設管を
ひっかけてしまいガスが漏えいした。ガス埋設管は被覆鋼管であり末端はプラグ止めとなっていたが、プラグ手前の被覆エルボ部
に重機が接触しエルボ部が損傷しガスが漏えいした。連絡を受けた販売事業者の営業
所の担当者が損傷した継手部を交換し復旧。集中供給のため全供給先のメーター確認実施しメーター遮断がないか確認実施。
ガス漏えい時間は40分程度と考えられ、漏えい量は約14kgと想定される。
原因は、建設工事業者によるガス埋設管損傷によるもの。

供給管（塩化ﾋﾞﾆ
ﾙ被覆鋼管（本
管（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器不明
・マイコン不明
・ヒューズガス栓不明
・自動ガス遮断装置不
明
・CO警報器不明
・集中監視システム不明
・ガス漏れ警報不明
・業務用換気警報器不
明

県の行った措置としては、販売事業者に対し事故届の提出を指
示し、ヒアリングの上、再発防止策の徹底を指示した。
対策として販売事業者は、ガス埋設管が埋まっている場合は定期
的にガス杭の状況確認を行い管理し、工事前には業者間の打ち
合わせを行い工事時には立ち合いを行う旨周知した。

14 2024/5/11
茨城県潮

来市
C2級 漏えい 共同住宅 12:15

配管（埋設管）
の腐食による漏
えい

2024年5月11日（土）
11時05分 検針時ガスメーターＢ表示確認
11時07分 対応依頼連絡
11時35分 販売事業者作業員2名現場到着
11時55分 漏えいの確認及び漏えい箇所特定（ガスメーター消費側立下り配管埋設部より漏えい確認）
12時05分 配管仮設工事開始
12時35分 工事完了、検査完了、消費者に説明
白ガス配管埋設部表面が経年劣化により腐食したため。
白ガス配管埋設部の防食テープ巻きが甘かったため。

配管（不明（本管
（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（そ
の他）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、各販売所に情報共有を行い、各拠点
での保安教育時に活用し、同様の事故を防止するように要請。
特に1年に1回の白ガス配管の検査時に目視による確認を細かく
実施するように指導。

15 2024/5/13
島根県松

江市
C2級 漏えい 一般住宅 9:25

他工事業者（門
扉工事業者）に
よる配管損傷に
伴う漏えい

（他工事事業者による事故） 2世帯住宅（A消費者、B消費者）におけるガス管損傷事故。 2024年5月13日（月）9時28分集中監視
センターよりA消費者のガスメーター遮断の一報が入る。A消費者と連絡が取れないため現地へ確認に向かう。9時40分B消費者
より門扉の設置工事中でコンクリートの土間の穴あけ作業中に埋設管を損傷したと連絡が入る。工事業者に状況を確認し容器の
閉栓を指示した。2世帯住宅の為1か所の供給設備からそれぞれのメーターを通して供給しておりこの度門扉の工事をしたB消費
者とは違うA消費者宅の埋設管を損傷した。漏えい量は不明。翌日の5月14日（火）に損傷部分の配管を新しいものへ交換する工
事を行い、14日午後3時に復旧し、ガスの供給を再開した。
一次原因は、工事業者がドリルで穴あけ中に埋設管に接触させ損傷させた。
二次原因は、消費者及び工事業者からも工事の連絡はなく事前協議ができていなかったことによるもの。

配管（不明（不明
（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐
震）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故情報の報告
及び迅速な報告を求めた。
対策として販売事業者は、消費者及び工事業者への周知を徹底
すること。埋設管表示シールを貼付する
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16 2024/5/14
福岡県大

川市
C2級 漏えい 一般住宅 14:07

配管（埋設管）
の腐食による漏
えい

3月頃に容器交換時点検委託先よりＢＲ表示の連絡あり。初めてのＢＲ表示の消費者だったため消費者宅へ訪問し、外観確認し
異常がなかったため、ＢＲ表示を消し次回の容器交換時点検まで確認中であった。
次回の容器交換時点検でも同様にBR表示がでていたため、2024年5月14日（火） 14時07分に圧力検査を行ったところ、漏えいが
確認された。
なお、その際に、目視可能な範囲は検知器で検査を行ったが、漏えい部の特定ができなかったことより、埋設部よりの漏えいと断
定し、露出での仮設にて応急処置を行い供給を行った。
5月15日（水）に埋設部を通さず露出配管にやり替え、漏えい検査を行い問題なく供給を再開した。
原因は、埋設管の経年劣化での漏えいによるもの。

配管（白管（本管
（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故の詳細報告を
指示。
対策として販売事業者は、メータによる異常表示が発生した際に
は、すぐに圧力検査の確認を行う。

17 2024/5/23
青森県青

森市
C2級 漏えい 一般住宅 15:00

他工事業者（建
築工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

配管破損：2024年5月23日（木）15時頃 小規模導管供給地域61地点の内の1区画空地において、宅地掘削を行っていた工事業
者が重機により埋設供給管を破損させたが、工事業者はLPガスの漏えいに気づかずに帰宅した。
供給停止：5月24日（金）8時15分 ガス販売事業者がガス漏えいを覚知。バルク元栓を閉止し、現場の調査を行い、工事業者から
の聞取りの結果、原因が判明した。
配管修繕：5月24日11時頃 供給管の修繕が完了した。
・推定漏えい量：350～400kg
・供給管の埋設深さ：60cm
・埋設位置を示す表示：無し
一次原因は、ハウスメーカーの下請業者（左官）が掘削作業中、低圧PE供給管を重機にて破損させ、LPガスを漏えいさせたことに
よるもの。
二次原因は、ハウスメーカーと工事業者間で埋設管に関する情報共有がなされなかったことによるもの。
なお、販売事業者に事前連絡はなかった。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器不明
・マイコンS不明
・ヒューズガス栓不明
・自動ガス遮断装置不
明
・CO警報器不明
・集中監視システム不明
・ガス漏れ警報器不明
・業務用換気警報器不
明

対策として販売事業者は、埋設管表示の再確認及び小規模導管
供給地域の巡回数を増加させる。

18 2024/5/23
岡山県倉

敷市
C2級 漏えい 共同住宅 15:07

他工事業者（解
体工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

集合住宅先において、解体工事業者による工事中、重機による地面掘削を行った際に埋設された供給管（本管）を損傷させ、ガス
漏えいした。 本管ガス漏えいは解体工事業者が持っていたタオルを配管巻いて抑え、その上にビニール袋も巻いた。その間30
秒〜1分程度はガス漏れしていた。容器はボンベ庫に入っていて、施錠もされていたため、この様な対応となった。その後10分程
度で、販売事業者社員が到着後ボンベ閉止。これによる漏えい火災、爆発及び人的被害はありません。復旧作業はその日に2時
間掛けて、PLS 25A配管にて直し復旧しました。
1埋設供給管の埋設深度：約30cm
2埋設管の存在を知らせるために取っていた措置：埋設管の設置表示なし。
一次原因は、解体工事業者が埋設されたガス配管（供給管）を重機での作業中に損傷させたことによるもの。
二次原因は、解体工事業者又はオーナーから当社へ工事の立会い連絡等の事前連絡が無かったことによるもの。

供給管（ポリエチ
レン被覆鋼管
（本管（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、解体工事業者に注意喚起を再徹底し
て頂き、既存消費者へも軽妙な工事の場合でも連絡頂けるように
周知徹底を強化して行きます。 埋設管の表示もする事。

19 2024/5/30
埼玉県春
日部市

C2級 漏えい 一般住宅 16:00

他工事業者（解
体工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

【事故への対応】
・2024年5月30日（木）16時00分頃、空き家の解体作業中に、家屋解体業者が埋設されたLPガス配管を損傷してLPガスが漏えい
した。
損傷した配管のある供給設備は、41世帯に対しLPガス容器50kg×44本で供給するシステム。
・16時04分、解体業者から販売事業者に通報あり。
・16時42分、販売事業者が事故現場に到着し作業開始。
・17時00分、LPガス容器直近の元栓を閉め、一時的に45世帯はLPガスが使用できない状態になった。
・LPガス漏えい箇所は鋼管を用いて強固にプラグ止めを行い、漏えい試験を実施後、41世帯へのLPガスの供給を再開して当日
の対応を終了した。
元栓の閉栓時及び供給再開時は41世帯に対し、事情の説明を行った。
【事故発生理由】
・販売事業者は通常、他工事由来の事故に対する対策として、「他工事管理記録表」を作成し、他工事を実施する際は販売事業
者に相談するよう、消費者に周知している。
・事故発生前の5月25日、他工事事故に係る啓発用パンフレット及び他工事管理記録表を持参し、解体業者の外国人作業員3名
に埋設管が埋設されている場所を案内していた。
しかし、道路側から敷地内に引き込む埋設管の箇所については説明をしていなかった。
今回の事故で破損した箇所は道路側から敷地内に引き込む埋設管だったため、事故原因は、引き込み配管の箇所の説明不足と
考えられる。
一次原因は、解体業者による掘削作業時の不手際によるもの。
二次原因は、販売事業者から解体業者に、他工事事故に関する周知を実施する際の説明不足（情報伝達に不慣れな応対者への
対応不足を含む）。及び販売事業者及び解体業者の、埋設管工事に着手する時期の情報共有不足により、販売事業者が事故当
日に工事の立会いをしていなかったことによるもの。

供給管（ポリエチ
レン被覆鋼管
（本管（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して再発防止策に明記
した内容を確実に実施し、再発防止に努めるよう指導を行った。
販売事業者は、以下の対策を実施。
【再発防止策】
・他工事業者に、他工事事故に関する周知を確実に実施する（情
報伝達に不慣れな応対者への対応を含む）。
・販売事業者及び他工事業者間で、事前調査及び協議、説明、案
内に不足がないかを確認しながら作業を進める。
・他工事実施予定状況を事前に把握するように努める。
・埋設管設置位置の明示。
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No. 年月日 発生場所 事故分類
現象

被害状況
建物用途 発生時間

事故原因
法違反の有無

事故概要
機種 メーカー 型式

安全器具等
設置状況

行政指導等
再発防止策

20 2024/6/2
群馬県太

田市
C2級 漏えい 一般住宅 12:20

消費者（ＤＩＹ）に
て人工芝設置）
による供給管損
傷に伴う漏えい

2024年6月2日（日）12時20分頃、消費者よりガスが使用できないとの通報を受ける。同日12時40分頃現場到着し、ガスメ－タ－が
C遮断にて止まっている事を確認する。その後、調査によりメーター下流部の給湯器ラインのガス管に人工芝の固定釘が打たれ
たことにより穿孔したためであることを確認した。同日13時頃、他の営業所員が配管部材を持って現場合流し、同日14時20分頃
給湯器ラインのAFP管取替え完了した。（釘が打たれていた部分を再施工（AFP配管取り換え））。ガス漏えいがない事を確認して
復旧作業を完了した。【現場確認結果】 ⇒現場平面図は別紙記載 人工芝固定釘長：15cm AFP埋設深度：初期施工時20㎝だっ
たものが人工芝施工に際し地ならしにより土が鋤取られていたため事故当日は15cm程度になっていた。 AFP埋設部処理：鞘管
（樹脂製）付き
一次原因は、消費者がDIYにて人工芝を設置中、誤ってガス管に人工芝固定用の釘を打ち付けたために穿孔し、そこからガスが
漏えいしたものと推定される。
なお、ガスメ－タ－が遮断してしまったのは、穿孔したガス管がメーターより下流側の「消費配管」であったことからSメーターの安
全機能が作動したためと推察。また、ガスの漏えい量はさほど多くはないと推察。
二次原因は、消費者が入居する際にガス管が埋設されている箇所について、事業者から概要の説明はしたが、埋設深度やガス
管の材質、外構工事を行う際の注意事項についての詳細な説明は行っていなかったため、消費者の認識が十分ではなかったた
めと推定される。

供給管（不明（不
明（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置（耐
震）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器不
明

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事業者への聞き取り
・監督部への報告
販売事業者は、以下の対策を実施。
・当該消費者に対して、改めてガス管の埋設状況及び位置関係を
周知した。
・今後の対策としては、戸建住宅の消費者を中心に敷地内のガス
管がどのような経路であるのか、外構工事を行う際は事業者へ連
絡をするよう説明する。

21 2024/6/4
埼玉県さ
いたま市

C2級 漏えい
その他
（結婚式

場）
11:00

他工事業者（排
水溝工事業者）
による配管損傷
に伴う漏えい

施設内厨房の排水溝の一部に詰まりが発生していたため、水道事業者により既存の排水溝につなげる工事を行った際、斫り機で
コンクリートを斫る工程で、埋設ガス配管を誤って貫通させてしまったもの。（他工事事故）なお、工事の開始前に、水道事業者に
よってガス分岐コックが閉められていたため、配管内の残ガスが漏えいしたものの、継続して漏えいすることはなかった。
一次原因は、ガス配管を損傷したことによるもの。
二次原因は、工事前の埋設配管図面の確認不足及び水道事業者からガス事業者へ他工事実施に伴う連絡漏れによるもの。

配管（塩化ﾋﾞﾆﾙ
被覆鋼管（本管
（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置（複
数種類）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して再発防止のための
注意喚起を実施。
対策として販売事業者は、他工事でガス管に影響のある工事をす
る時は、ガス会社へ連絡をするよう周知。今後も定期的に他工事
に関する周知を行う。

22 2024/6/4
長崎県大

村市
C2級 漏えい

その他
（パチンコ

店)
8:40

他工事業者（排
水管工事業者）
による供給管損
傷に伴う漏えい

①2024年6月4日（火）8時40分頃、ガス供給先のパチンコ施設にて排水管工事施工中の他工事業者から、掘削作業中にガス管を
損傷しガスが漏れているとの通報が販売事業者に有り。
二次災害防止のため、販売事業者から当該施工業者に対しガス容器のバルブ閉止を指示するとともに販売事業者社員が現場へ
出動。
②9時00分頃、販売事業者社員が現場へ到着後、ガス容器閉止及び供給管損傷箇所を確認。損傷部（PEP-25A・埋設深さ
=300mm）を一部配管替えにて復旧。パチンコ施設は店休日であったためガス使用には影響無し。
※埋設箇所付近に埋設管の表示（標示ピンや標示シート等）は無し。（メーターには『販売事業者名・連絡先』との表示有り）
一次原因は、排水管工事の施工業者が、埋設管の存在を認識しないまま掘削作業中、使用していた重機が埋設管に接触し、折
損したことによるもの。
二次原因は、パチンコ施設及び排水管工事業者から販売事業者に対し、事前に工事実施の連絡が無かったため、販売事業者の
立会い及びガス配管経路の説明がなされず、工事事業者がガス管の埋設位置を把握できなかったことによるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して工事施工予定につ
いて施設所有者との事前の情報共有を徹底するなど、再発防止
に務めるよう指示した。
対策として販売事業者から施設所有者及び排水管工事業者に対
し、工事予定がある場合は施工前に必ず連絡を行い、ガス管の
埋設位置を照会するよう注意喚起を行う。

23 2024/6/4
佐賀県神

埼市
C2級 漏えい 共同住宅 10:10

他工事業者（水
道工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

・2024年6月4日（火）に現場で水道菅の掘削工事が行われており、販売事業者は立ち会いをしていた。
・販売事業者が現場を離れた時（10時10分）に、水道管（道路下）の近くにあった集合住宅のガス供給菅（埋設管、30A）を損傷し、
ガスが漏えいした。
・その後すぐ販売事業者が現場に戻り、供給を停止した後、補修工事を行った。
・補修工事が終了した6月4日（火） 14時00分頃に供給再開。
一次原因は、工事業者が掘削工事中に重機を埋設供給管に接触させ、損傷させたことによるもの。
二次原因は、埋設管の正確な位置情報が少なかったことによるもの。 供給管（その他

（本管（埋設部））
不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事故情報の報告徴収
･埋設管の位置が不明な場合は積極的に工事に立ち会い、記録
を残し、同様の事故が発生しないように指導した。
対策として販売事業者は、不明確な埋設管がある場所での他工
事の場合は、LPガス販売事業者が積極的に工事に立ち合い、埋
設管の位置情報の記録保存を行う。

24 2024/6/28
茨城県北
茨城市

C2級 漏えい
その他
（団地内
空地）

18:37

消費者（草刈り
機））による供給
管損傷に伴う漏
えい

事故発生場所には平成11年造成の小規模導管の団地（18区画）がありポリエチレン管（以下「PE管」という。）を埋設し、供給して
いる。2024年6月24日（月）、団地内空地の草刈りを行っていた地権者（89歳男性）がガス杭及び露出していたPE管末端部（90ｍ
ｍ）に気が付かず草刈り機の回転刃にて切傷。同月28日（金）18時37分頃、近隣住民より空地からガスのにおいがすると販売事
業者に連絡あり。18時50分頃、一次出動員が現場に到着。ガス漏えいを確認。テープ巻きによる仮処置完了。19時15分頃、二次
出動員が現場に到着。切傷部を切断し、新たにキャップ施工処置を施し埋設。20時15分頃、現場対応完了。
一次原因は、草刈り機の回転刃がPE管末端部に接触した上で発生した切傷部からの漏えいによるもの。
二次原因は、ガス杭表示はあったが草木により足元の確認がし難い状況であったと考えられる。また地表が長年の風雨に晒され
たことによりPE管末端部が露出していたことで物理的な切傷を受けたことによるもの。

供給管（PE管
（継手部（埋設
部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、埋設配管のある空地で末端部露出が
認められた場合、速やかに埋設する。
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25 2024/6/29
三重県鈴

鹿市
C2級 漏えい 一般住宅 14:30

他工事業者（電
柱支線撤去工
事業者）による
供給管損傷に
伴う漏えい

液石団地（45戸）にてガス切れ発生。
調査の結果、団地内道路の埋設配管（供給本管）の引き込みラインのメカニカル接手接続部が、他工事（電柱支線撤去工事）によ
り損傷したことから、ガスが漏えいした。
2024年7月10日（水）23時00分頃、営業所に消費者からガスが出ないと通報（2件）、担当者が現場へ出動。
23時40分頃、消費者のガス圧力がゼロであること、また、供給設備のガス切れを確認。
配送業者へ容器交換を手配。
7月11日（木）00時30分頃、容器交換後、供給再開前の漏えい検査を実施したところ、圧力降下、本管部の漏えいを確認。
01時30分頃、団地内を巡回し漏えい箇所の特定を行ったところ、当該住宅前道路でガス臭を確認したため、ガス管修理を手配。
06時00分頃、応急修理をし、消費者への仮設供給を開始。
13時40分頃、復旧完了。
一次原因は、6月29日（土）に施工された電柱支線撤去工事により、施工場所近傍に埋設されたガス管の接手部が損傷され、当
該箇所から漏えいしたことによるもの。
二次原因は、4月19日（金）に電柱支線撤去工事施行者から販売事業者に対し、工事に関する埋設物調査依頼があったため、同
日調査依頼箇所近傍に埋設ガス管があり、電柱支線撤去工事に影響がある場合は、販売事業者への連絡をするようFAXにて回
答した。調査依頼を受けた時の工事予定は7月であった。工事施行者は、当該工事がガス管に影響がある可能性があるにも関わ
らず、販売事業者への連絡を怠ったことによるもの。

供給管（PE管
（継手部（埋設
部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、工事施行者に対し、ガス管に影響があ
る可能性のある工事を施工する際は、必ず販売事業者に連絡す
るよう周知した。

26 2024/7/6
茨城県石

岡市
C2級 漏えい 病院等 14:20

他工事業者（土
木工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年7月6日（土）14時20分 土木工事業者が埋設配管を引っ掛けてしまい折損。土木工事業者より販売事業者コールセンター
に連絡が入る。14時23分 コールセンターより販売事業所に出動依頼。
14時24分 出動。
14時45分 現場到着。折損部の応急処置状況を確認。ポリエチレン管のためその場で修復不可と判断。事故発生場所の敷地の
所有者である松葉産婦人科に説明し一時供給停止とする。16時30分 配管・シリンダーを仮設し漏えいがないことを確認し仮復旧
完了。現場修繕完了。
一次原因は、土木工事業者がショベルカーで地ならしを実施中に埋設配管を折損したことによるもの。
二次原因は、今回の工事に際し工事業者は当該スペースにガス配管がある認識はなく、事前に販売事業所への連絡がなかった
ことによるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置（ガ
ス漏れ連動）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器なし

販売事業者は、以下の対策を実施。
・各販売事業所に情報共有を行い保安教育資料に活用し同様の
事故を防止するよう要請。
・埋設敷地内での工事を発見した場合、所管内で情報共有を行う
とともに工事業者への注意喚起を実施するよう要請。
・事故発生時は迅速な対応と報告を行うよう再度要請。

27 2024/7/6
千葉県野

田市
C2級 漏えい

その他
（市道埋
設管）

12:40

他工事業者（都
市ガス工事業
者）による供給
管損傷に伴う漏
えい

都市ガス工事業者による市道掘削工事中、当社埋設管（支管：埋設深さ1ｍ）を引っかけ破損、漏えいさせた。
当日 12時45分キャップ止め 14時15分工事完了ガス止め気密検査開始 15時30分 気密検査後ガス開栓、点火テスト終了。
一次原因は、掘っている時点での埋設配管の確認不足の為、配管損傷したことによるもの。
二次原因は、事前に埋設管図面を渡していたが図面の確認不足及び現場での埋設管の確認不足により配管損傷したことによる
もの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故報告書の提
出を指示した。
対策として販売事業者は、他工事業者に図面及び現場での確認
を徹底するように指導する。

28 2024/7/7
長野県松

本市
C2級 漏えい 飲食店 12:11

配管（埋設管）
の腐食による漏
えい

・2024年7月7日（日）12時11分に消費者（焼き肉店の店長）からガス臭いと販売事業者へ通報、担当者が出動
・現地到着後、ガス消費機器の使用停止、原因調査開始
・LPガス消費側の埋設配管腐食による漏えいを確認、復旧作業を実施・復旧作業完了後、ガス供給を再開
予備用配管として厨房床面から30mm立ち上がり、キャップ止めと防蝕テープ巻きを行っていたPLV配管の床面間際のネジ部が腐
食によりピンホール発生。
原因は、毎日の洗浄水による床洗浄の際、床面亀裂部より洗浄水が侵入し、腐食を起こしたものと推定する。

配管（塩化ﾋﾞﾆﾙ
被覆鋼管（継手
部（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEBあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（複
数種類）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事故発生後、直ちに県の地域振興局へ第一報を入れること
・事故未然防止のため、燃焼機器に未接続の配管を定期的に確
認すること。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・床面を掘り起こし、部品交換、床面を改めて埋め立てる。
・腐食事故を未然に防ぐため、燃焼機器に未接続の配管を定期
的に確認する。

29 2024/7/7
岐阜県揖
斐郡大野

町
C2級 漏えい 一般住宅 11:05

他工事業者（水
道工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

水道管漏水修繕工事のため、水道工事業者が重機により邪魔となった木を抜こうとした際、木の根が近くに埋設されたガス供給
配管に接触して負荷が掛かったことによりエルボ部が破損し液化石油ガスが漏えいした。
集合供給により、約40戸の戸建住宅に供給しているガス管のうち1本の事故。
原因は、他工事業者が供給管損傷させたことによるもの。

供給管（その他
（継手部（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器不明
・マイコン不明
・ヒューズガス栓不明
・自動ガス遮断装置不
明
・CO警報器不明
・集中監視システム不明
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器不
明

販売事業者は、以下の対策を実施。
・事故後、直ちにガス事業者へ連絡。
到着後、損傷箇所の修復処置。漏えい検査実施、異常がないこと
を確認。
他消費者への供給も支障なし。
・工事作業者への厳重注意を実施。
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30 2024/7/9
神奈川県
川崎市

C2級 漏えい 共同住宅 21:23
供給管（埋設
管）の腐食によ
る漏えい

2024年7月9日（火）
21時23分 保安機関（集中監視管理先）に「圧力低下遮断」の情報が入り、復帰操作を依頼したが復帰しなかった。
21時44分 保安機関から販売事業者の事業所へ対応依頼の連絡実施した。
22時20分 事業所の職員が現場到着。 ガス切れの状態であったため、50kg1本を納入し、供給設備周りの漏えいが無い事を確
認し、点火試験を行い対応完了とした。
2024年7月10日（水）
15時10分 事業所の職員が現場到着。通常の配送サイクルと今回のガス消費量が合わなかった原因の調査を実施した。調査の
結果、供給管埋設部からの漏えいと判明したが、建物下に埋設されている配管で、掘り起こして漏えい箇所を断定することは困難
であった。漏えい停止のため、各戸に説明しプロパンガスの供給を停止した。漏えい量は、100kg（50ｍ3）と推定される。
一次原因は、築41年が経過しており、経年による配管の腐食・劣化による漏えいと推定される。
二次原因は、築41年が経過しているものの、配管の交換や地上配管への引き直し等の対応をしていなかったことによるもの。

供給管（白管（本
管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県は以下の措置を実施。
・供給管埋設部からの漏えいのため、地中にプロパンガスが滞留
していないか供給管埋設部及び周辺でガス検知器を用いて、ガ
スが検知されないことを確認するよう口頭指導した。
・販売事業者に対し、事故防止のため白管の埋設状況を確認し、
適切な管理と露出配管への交換を促進するよう指導した。
対策として販売事業者は、既設埋設部と縁切りし、地上にて新た
に配管を敷設した。

31 2024/7/9
長野県長

野市
C2級 漏えい 一般住宅 14:20

消費者（防草
シート設置工
事）による供給
管損傷に伴う漏
えい

・2024年7月9日（火）、遠隔監視装置にて流量式微小漏えい受信、現場着 14時50分頃。漏えい検知メーターB表示確認。ガス臭
確認できず。ガス検知器にて漏えい箇所調査するも漏えい箇所特定できず。
・7月10日（水）、供給ガス停止の上、再調査。埋設部ガス検知器により反応あり、防草シートを剥がし、ペグを抜いたところPE埋設
管に穴を確認。
・7月10日、11日配管修繕工事を実施。完了後に漏えい試験にて漏れの無いことを確認し供給再開した。
・漏えい以外の２次災害は発生していない。
一次原因は、消費者が防草シートを張るとき地面にロープ用ペグ（長さ18センチ）を打った際に埋設管を傷つけたことによるもの。
二次原因は、消費者に埋設ガス管の位置を知らせていなかったことによるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（そ
の他）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事故状況の情報収集
・埋設ガス管への損傷を防止する措置を講じるよう口頭指導
対策として販売事業者は、埋設ガス管について消費者に周知、ガ
ス経路が分かる様標示杭設置（7月11日（木））
※ 排水桝等の位置関係上、今以上深く敷設することができない。

32 2024/7/14
群馬県高

崎市
C2級 漏えい 一般住宅 17:30

消費者（防草
シート設置工
事）による配管
損傷に伴う漏え
い

2024年7月14日（日） PM5時30分頃
消費者より本社へ、流量遮断によるガス止め表示で復帰作業をしても復帰しないと連絡があり、営業所から消費者へ連絡し、ガス
栓・ボンベバルブの閉栓・火気厳禁・外部コンセント等の電気製品等の使用禁止を促し出動した。
同日PM6時15分頃
現場到着し、ガスメーターにて流量遮断であることを確認。 給湯ラインのガス管に防草シート固定用の杭が打たれていた。
現場確認結果→現場平面図は別紙参照 防草シート固定杭の長さ：25㎝ AFP埋設深度：施工時20㎝ AFP埋設部処理：サヤ管
付き
同日PM6時30分頃
日没の時間が近いためガスを使用出来るように給湯ラインの配管を仮設の配管へやり替え作業。 施工後、漏えい検査・ガス機
器の使用点検実施。 消費者へ説明・周知し、当日は完了。
2024年7月18日（木）
仮設配管から本設配管へやり替え作業。 施工完了後、漏えい検査・ガス機器の使用点検。 再度消費者へ説明・周知して完了。
一次原因は、消費者が防草シートを固定するため、誤って埋設配管へ防草シート固定用の杭を打ったことによりガス漏えいは発
生し、ガスメーターの安全装置が作動したと推定される。
二次原因は、入居開栓時、消費者へ埋設管の説明、周知文書の説明等を実施し、保安点検時にも埋設管周知文と周知文書を配
布していたが保安点検の立ち合いが妻だったため、防草シートの施工をしていた夫への周知が不十分だったことによるもの。

配管（配管用フ
レキ管（不明（埋
設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事業者への聞き取り。
・監督部への報告。
販売事業者は、以下の対策を実施。
埋設深度を30㎝にして杭等の障害にならないように施工した。
再発防止対策として、入居開栓時・保安点検時に立ち合い者だけ
でなく家族や、リフォーム等をする際にはその業者へ呼びかけを
してもらう様に周知・説明する。

33 2024/7/14
滋賀県野

洲市
C2級 漏えい

その他
（解体中）

13:36

他工事業者（解
体工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

家屋解体工事業者が埋設管が有ることに気付かずに解体工事を行い重機でガス管を引っ掛けて本管との接続配管を損傷させガ
スが漏えいしたまま埋めてしまった。2日後の2024年7月14日（日）に燐家の消費者からガス臭がするとの連絡があった。
原因は、ガス管の有無を確認せず解体工事を行ったことによるもの。

供給管（不明（不
明（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（ガ
ス漏れ連動）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、他工事業者の方に工事前に連絡して
頂くよう周知し団地内を巡回して工事の気配が無いかの状況把握
に努める。

34 2024/7/24
千葉県館

山市
C2級 漏えい

宿泊施設
（旅館・ホ
テル等）

16:23

他工事業者（設
備工事業者）に
よる配管損傷に
伴う漏えい

集中監視でメータ遮断（C遮断）の通報があり、現場に訪問したところ他工事業者起因により埋設部分のLPガス消費配管が切断さ
れたことによりガスが漏えい
一次原因は、新たに電気のFケーブルを埋設にて延長することとなり、設備工事業者がコンクリートを掘削する際に、誤まってガス
配管を損傷したことによるもの。
二次原因は、工事業者が、外構工事を行う際のガス配管埋設部分の確認不足（当社に対して工事の連絡が無かったことによる）
によるもの。

配管（配管用フ
レキ管（本管（埋
設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故報告書の提
出を指示した。
対策として販売事業者は、他工事を行う際の連絡をいただくよう
周知を継続的に行う。（現在も定期的に継続）
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35 2024/8/1
岐阜県高

山市
C2級 漏えい 一般住宅 13:20

他工事業者（水
道工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年8月1日（木）13時20分頃、水道メータ取付工事のため、当該共同住宅の犬走部コンクリートの斫り作業を行っていた作業員
が、電動ハンマードリルにて誤ってLPG低圧配管を損傷させたことにより約0.1㎥（0.2㎏）の液化石油ガスが漏えいした。
漏えい時間は約15分間。
原因は、電動ハンマードリルのコンクリート斫り用ブルポイントで、低圧配管を損傷（穴あき）させたことによるもの。
なお、損傷した配管は、被覆鋼管（50A）及びエルボである。

供給管（その他
（本管（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐
震）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器なし

県は事故発生直後の現地調査（措置なし）を実施。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・当該作業員は事故発生後直ちに、販売事業者従業員と当該共
同住宅の所有者である不動産事業者に連絡を入れた。
・配管の損傷部に斫り用ブルポイントを差し込み、その周囲を軍
手で覆い漏えいを最小限に抑える措置を行った。それとともに、
同僚の現場作業員にガス漏れの周知を行った。
・連絡を受けた販売事業者は、現場直近を移動中の従業員にバ
ルブ閉鎖を指示し、13時35分にバルブを閉鎖した。その後、仮復
旧のため共同住宅各戸に個別で容器を接続する作業を開始し
た。
・住民への周知は、連絡を受けた不動産事業者が各戸に通知文
を配るとともに、仮復旧終了後に販売事業者からも周知された。
・8月5日（月）、修復作業終了し通常供給が再開された。
破損部分のみ露出配管に変更された。

36 2024/8/2
岐阜県揖
斐郡大野

町
C2級 漏えい 一般住宅 10:15

他工事業者（浄
化槽設置工事
業者）による供
給管損傷に伴う
漏えい

浄化槽設置のため、浄化槽工事業者が小型ショベルカーにより敷地内を掘削中に、ガス供給管を折損させ液化石油ガスが漏え
いした。一つの供給設備（50㎏×18本）により10戸の戸建住宅に供給しているガス管のうち1本の事故。
原因は、他工事業者が供給管損傷させたことによるもの。

供給管（その他
（本管（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器不明
・マイコンあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置不
明
・CO警報器不明
・集中監視システム不明
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器不
明

販売事業者は、以下の対策を実施。
・事故後、直ちにガス事業者へ連絡。到着後、折損箇所をプラグ
止め処置。漏えい検査実施、異常がないことを確認。
・今後は、事故宅は個別供給に変更予定。工事作業者への厳重
注意を実施。

37 2024/8/8
愛媛県宇
和島市

C2級 漏えい
その他

（公民館）
9:00

屋内施設の埋
設配管からの漏
えい

メーターの使用時間オーバー遮断による連絡をうけ、販売事業者従業員が出動。
現場での原因調査にて、屋内施設（調理室）の埋設配管からの漏れを確認。
露出部配管をガス漏れ検知器等を用い調査を行ったが漏えい箇所を特定できず、漏えい部は埋設部と判断。
噴出・漏えいの詳細については、既存の埋設配管から切り離し、地上配管としたため不明。
原因は調査中。

供給管（不明（不
明（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓不明
・自動ガス遮断装置不
明
・CO警報器不明
・集中監視システム不明
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事情聴取。
対策として販売事業者は、原因は特定できてないが、一時的な措
置として、既存の埋設配管から切り離し、地上配管にてガス仮設
供給をすることとした。

38 2024/8/20
長野県長

野市
C2級 漏えい 一般住宅 10:00

都市ガス施工業
者による供給管
損傷に伴う漏え
い

2024年8月20日（火）10時00分頃 都市ガス事業者から配管工事の委託を受けた設備業者から、重機による掘削作業中に埋設ガ
ス配管（深さ90cm程度）を損傷した旨の電話連絡を受ける。
10時45分頃 現場着状況確認。圧着機にてガス漏えいが止まっていることを確認する。設備業者と打合せ
11時00分頃 設備業者（特定液化石油ガス設備工事事業の届出あり）による修理開始（作業員は液化石油ガス設備士の免状所
持）。
11時50分頃 作業復旧完了。販売事業者において気密試験を実施及び消費者宅のガス器具点火試験実施（問題なし）。対応完
了
・当該の供給設備は24戸の消費先に集中供給（損傷箇所から末端までの供給先は1戸のみ）
・損傷箇所周辺に埋設管の表示の設置はない。
・5月中旬頃、事前に都市ガス事業者から埋設管に関する照会があり、埋設配管図面（平面図）の写しを手渡しにて提供している。
その際ガス管の正確な埋設位置、埋設深度を確認できる図面が無いため十分に注意して工事にあたるよう依頼した。
一次原因は、他工事業者による掘削工事中に、重機により埋設管を損傷したことによるもの。
二次原因は、他工事業者の不注意によるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故状況の情報
収集。
対策として販売事業者は、営業所内での情報共有、注意喚起を
行った。

39 2024/8/20
山口県山

口市
C2級 漏えい

その他
（集合住

宅）
10:57

他工事業者（設
備工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

8月20日（火）10時57分、配送会社より販売事業者へ、設備業者が浄化槽工事作業中にガス埋設配管を損傷したとの連絡が入
る。販売事業者が設備業者へ連絡し、容器バルブの閉止を依頼するも容器庫内の為、閉止できなかった。
11時25分、販売事業者が現場に到着し、現状を確認（供給側ガス埋設配管（ポリエチレン管 20A、埋設深さ1．1m）の損傷、埋設
標示、警戒標識なし）。容器バルブを閉止し、供給先3軒へ事故の状況と供給停止の旨を説明した。
13時30分、ガス配管修繕工事・気密試験を行う。
14時39分、修繕工事完了後、供給先へ工事完了を連絡し、供給を再開した。
なお、当該工事を施工するにあたり、販売事業者への事前連絡はなかった。
一次原因は、設備業者が掘削作業中に重機を埋設管（ポリエチレン管）に接触させ、損傷させたことによるもの。
二次原因は、販売事業者に事前連絡がなく、当該工事が施工されたたことによるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故情報の報告を
求めた。また、類似事故の再発防止対策（周知方法等）を指示し
た。
対策として販売事業者は消費者、管理会社等へ他工事の際に
は、確認・立会いの連絡が入るよう周知した。今後埋設配管を行
う際には、ガス配管の埋設標示、警戒標識を行っていく。
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No. 年月日 発生場所 事故分類
現象

被害状況
建物用途 発生時間
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法違反の有無

事故概要
機種 メーカー 型式

安全器具等
設置状況

行政指導等
再発防止策

40 2024/8/26
千葉県八

街市
C2級 漏えい 共同住宅 9:00

他工事業者（下
水供給管工事
業者）による供
給管損傷に伴う
漏えい

（時系列）
2024年8月26日（月）9:40 他工事業者により下水道工事中にユンボにてガス配管を傷つけてしまったとの連絡が販売事業者コー
ルセンターに入る
他工事業者担当者がビニールテープを巻き付けて応急処置
9時43分  販売事業者より出動
9時55分 現場到着、破損状況を確認しＬＬＦＡテープ（漏えい修理用テープ）にて応急処置、漏えい検査で異常なしを確認
14時00分 販売事業者が手配したガス工事業者にて漏えい箇所のPE管入れ替え工事
15時24分 気密検査・漏えい検査にて異常が無いことを確認し本復旧とする
15時30分 他工事業者により埋め戻し作業終了し現場撤収
一次原因は、掘削工事により配管を損傷させたことによるもの。
二次原因は、施工業者の認識不足及びオーナーへの他工事に対する周知不足によるもの。

供給管（不明（本
管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンなし
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故届書の提出
の指示。
対策として販売事業者は、各販売所に事例の情報共有を行い、
訪問時に声掛け強化を促す。

41 2024/8/26
長野県上

田市
C2級 漏えい 共同住宅 9:35

他工事業者（シ
ロアリ駆除業
者）による供給
管損傷に伴う漏
えい

2024年8月26日（月）8時40分：シロアリ駆除業者と販売事業者で工事箇所の確認を実施
9時35分：アパートの床下（ベタ基礎の下の地面）に薬剤を散布するため、室内の床に穴をあける作業をしていたところ床下に埋設
されているLPG配管（供給側）を損傷しガス漏れが発生した。
9時35分：ガスの漏れに気付いた業者から販売事業者の営業所に連絡があり。
10時01分：到着した販売事業者がガスの元弁を閉め、ガス漏れは収まった。
17時30分：復旧作業終了し、ガス供給再開。
一次原因は、埋設されていた供給管にドリルで穴を開けガスが漏えいしたことによるもの。
二次原因は、業者から事前の相談があり、工事の際、現場で打合せを実施したが、供給管の埋設後に販売事業者が複数回切り
替わったことにより、現販売事業者は埋設管の位置を示す図面を所持しておらず、埋設管の位置を正確に把握できない状況に
あったことによるもの。（販売事業者は室内に埋設管があるとの認識がなかった）
また、埋設された供給管の近傍に、液化石油ガス又はLPガスの表示が無かったため、業者が慎重を期することができず、供給管
の損傷に至った。

供給管（不明（不
明（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐
震）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事故届の提出を指示。
・埋設された供給管の近傍に、液化石油ガス又はLPガスと明瞭に
表示するよう指示。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・従前に埋設された供給管について、その近傍に液化石油ガス又
はLPガスと明瞭に表示し、周知を徹底する。
・埋設管が存在する可能性のある工事については、可能な限り図
面と照らし合わせながら工事を行う。不可能な場合は、必ず常時
工事に立会い、異常が発生した際に直ちに対処する。

42 2024/9/6
茨城県小
美玉市

C2級 漏えい 一般住宅 13:00

他工事業者（水
道管設備工事
業者）による供
給管損傷に伴う
漏えい

新築現場にて、水道管設備事業者が敷地内埋設配管を重機により損傷させた。同日、配管改修工事を行い修繕を完了した。
一次原因は、重機による損傷によるもの。
二次原因は、水道管設備工事事業者の不注意によるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、改修工事は即日完了した。水道事業
者と配管経路の確認と今後の工事時の立ち合い予定を調整し
た。

43 2024/9/6
静岡県静

岡市
C2級 漏えい 一般住宅 11:10

都市ガス施工業
者による配管損
傷に伴う漏えい

2024年9月6日（金）11時00分頃、施工業者が都市ガス切替の事前工事を開始。
11時11分頃、施工業者から元請けの都市ガス販売業者へ埋設管を損傷しガスが漏えいしたとの連絡が入る。都市ガス販売業者
は確認のため現場へ出動した。
11時15分頃、都市ガス販売業者が現場に到着、施工業者により容器のバルブが閉止され、ガス流出防止がされているのを確認
した。
11時22分、都市ガス販売業者から販売事業者へ埋設管を損傷したとの連絡が入る。販売事業者は確認のため現場へ出動した。
11時50分頃、販売事業者が現場に到着し、配管損傷部分と容器が閉止され、ガス流出防止がされていることを確認した。
事故原因は、施工業者が埋設管の経路を把握せずに、舗装面の切断作業をしたことで誤って埋設管を損傷させたことである。
なお、損傷した配管は、貯蔵設備の移設した際に縁切りした埋設管を、一部残して使用していたもので、復旧の影響は少なく、15
時50分に完全復旧した。
一次原因は、施工業者が舗装面の切断作業をしたことで埋設管を損傷させたことによるもの。
二次原因は、施工業者が埋設管の経路を把握していなかったことによるもの。

配管（白管（本管
（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐
震）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県は以下の措置を実施。
・現場に出向し、事故調査を実施した。
・販売事業者及び施工業者に対して、工事を行う際は配管経路を
共有するよう指導した。
以下の対策を実施。
・施工業者は工事を行う際、事前に販売事業者に配管経路の確
認する。
・販売事業者は工事業者に対し、配管経路を提示する。

44 2024/9/12
岐阜県中
津川市

C2級 漏えい 学校等 18:00
配管（埋設管）
の腐食による漏
えい

2024年9月12日（木）18時頃、当該中学校の職員がガス臭を確認。直ちに販売事業所に連絡し、当該中学校に来てもらう。周囲を
確認してもらうが、その日は原因究明には至らず。
翌日自記圧計にて検査を実施。3系統ある内の1系統（職員室へ繋がる配管）に微量のガス漏れを確認。
9月20日（金）、市職員と当時の配管施工業者と販売事業者で再度検査を実施。
地上へ繋がる配管に腐食があり、そこからのガス漏れを確認、元栓を閉める措置をとった。
一次原因は、地上に繋がる配管（地中）に経年劣化による腐食があり、そこからガス漏れが発生したことによるもの。
二次原因は、配管が砂で埋まっていた為、目視点検のみでは確認できなかったことによるもの。 配管（不明（継手

部（埋設部）））
不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して維持管理に努める
よう指示した。
対策として販売事業者は、元栓を閉め、工事業者へ修理依頼をし
た。
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45 2024/10/4
福岡県行

橋市
C2級 漏えい 共同住宅 11:20

供給管（埋設
管）の腐食によ
る漏えい

2024年10月4日（金）11時20分、容器交換の為配送業務担当者が当該集合住宅（11戸）を訪問、容器交換時等供給設備点検に
て、供給設備に設置している漏れ検メーターにB表示を確認した。災害防止措置のため、入居中の消費者5戸のガス使用状況及
び不在を確認後にガス容器バルブ及び元バルブを閉止。
11時50分、漏えい箇所特定の為、漏えい検査を実施。自記圧力計による検査によりガス供給配管側より漏えいを確認。消費側配
管は漏えい無し。漏えい検査5分間/開始圧力3.61Kpa→終了圧力1.99Kpa＝低下圧力1.56Kpa。
漏えい箇所確定の為、露出部配管を検知器、検知液にて検査を実施したが異常無し。
漏えい箇所が埋設部、隠蔽部と思われ、当日での修理が不可と判断し、供給側配管の仮設供給工事を実施。
19時30分、入居中5戸の仮設供給工事完了。
漏えい箇所が埋設又は隠蔽部のため、目視での確認が出来ず原因は断定出来ないが、竣工年月が2011年3月にて13年7ヶ月と
経過しており、ガス供給開始から建物、容器置場、ガス供給配管周辺での他工事による工事もなく、地盤沈下、電気設備等もない
ため、経年劣化による腐食劣化と思われる。
特に無し。
補足：埋設部ガス配管：プラスチック被覆鋼管使用

供給管（白管（本
管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器不明
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故の詳細報告を
指示。
対策として販売事業者は、漏れ検メーターへ集中監視システムを
設置し、ガス供給設備についても警告情報など速やかに感知でき
る体制を構築する。

46 2024/10/17
茨城県鹿

嶋市
C2級 漏えい 共同住宅 9:30

他工事業者（水
道工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年10月17日（木）9時30分 水道工事業者が埋設配管を引っ掛けてしまったと販売事業者コールセンターに連絡が入る。
9時33分 コールセンターより販売事業所に出動依頼。
9時37分 出動。
9時49分 現場到着。損傷箇所をLLFAテープにて応急処置。
10時40分 ガス工事業者現場到着
12時48分 ガス配管損傷部メカ継手にて改善
12時52分 気密検査を実施し漏れのないことを確認
13時50分 供給先の漏えい試験を実施。安全を確認し、入居者に説明後、供給再開
一次原因は、水道工事業者がコンクリートを切断中に埋設配管を損傷したことによるもの。
二次原因は、施工業者の認識不足及びオーナーへの他工事に対する周知不足によるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、各販売所に情報共有を行い、訪問時
の声掛け強化を促す。

47 2024/10/18
岡山県津

山市
C2級 漏えい 共同住宅 11:10

他工事業者（下
水道工事業者）
による供給管損
傷に伴う漏えい

土木業者より販売事業者支店に2024年10月18日（金）11時10分に受電。下水道工事で集合住宅の通路を掘削中にガス管に当
たってガス漏れをしている。緊急対応で11時20分に現場に到着。供給配管の本管を破損させている為、ボンベ6本ともすべて閉
止。当社への掘削の作業は事前連絡はありませんでした。
・埋設深度は約15cm
・埋設位置の表示なし、連絡先は貯蔵庫の警戒標及び各ガスメーターのシールに表示
原因は、土木業者の掘削作業により、集合住宅の通路の埋設部の供給配管の本管が損傷したことによるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐
震）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

販売事業者は、以下の対策を実施。
・物件の所有者・管理会社へ他工事事故対策についての周知・啓
発。
・埋設部の経路を標識等で分かるように表示。

48 2024/10/22
岡山県岡

山市
C2級 漏えい 共同住宅 14:10

他工事業者（下
水道工事業者）
による供給管損
傷に伴う漏えい

一般消費者宅（集合住宅）先において、下水道工事業者による工事中に、コンクリートカッターで宅地内の掘削作業を行った際に、
埋設されていたガス配管（プラスチック被覆鋼管、供給設備側）を損傷させ、ガスが漏えいした。
ただちに容器バルブ閉止した。そのため、配管内に残留していたガスの漏えい以外の火災、爆発及び人的被害はなかった。応急
処置でメカニカル継手を使用しガス漏れが無い事を確認した為、現在供給中。
一次原因は、下水道工事業者が埋設されたLPガス配管をグラインダーで損傷させたことによるもの。
二次原因は、下水道工事業者又はユーザーから当社へ、工事の立会い連絡等の事前連絡が無かったことによるもの。

供給管（塩化ﾋﾞﾆ
ﾙ被覆鋼管（不
明（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（そ
の他）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して情報収集。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・既存LPガスユーザーへも軽微な工事の場合でも連絡いただけ
る様に周知徹底を強化するとともに埋設管表示ピンを設置する。
・破損箇所の埋設深度が10㎝程になっている為、基準深度へ配
管修繕を行う。

49 2024/11/7
長崎県長

崎市
C2級 漏えい 一般住宅 14:15

他工事業者（外
構工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年11月7日（木）14時15分頃、住宅会社社員から「戸建て住宅の外構工事の掘削作業中に重機にてガス管を損傷させガスが
漏れている」と販売事業者へ通報有り。二次災害防止の ため、販売事業者から当該通報者に対し、まずはガス管の損傷部分を
布等で覆うよう応急処置を依頼するとともに、販売事業者社員が現場へ急行した。
20分弱で現地に到着し供給管（埋設配管：PLS-15A）の損傷を確認。当該住宅はバルクによる集団供給先の一つであったが、
オール電化でガスの供給はなかった。当該損傷配管を撤去したうえ プラグ止めを施工した。埋設箇所付近に埋設管の存在を示
す表示等はなかった。
一次原因は、外構工事の施工業者が、埋設管の存在を認識しないまま掘削作業に入ったため、使用していた重機が埋設管に接
触し損傷したことによるもの。
二次原因は、外構工事業者から販売事業者に対し、事前に工事実施の連絡がなかったため、販売事業者の立会い及びガス配管
経路の説明がなされなかったことによるもの。また、現地にも埋設管の表示類がなかったことから、外構工事事業者がガス管の埋
設位置を把握できなかった。

供給管（ポリエチ
レン被覆鋼管
（本管（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対し、工事予定について
住宅会社や工事業者との事前の情報共有を徹底するなど、再発
防止に努めるよう指示した。
対策として、販売事業者から住宅会社や工事関係者に対し、集団
供給エリアなど埋設管が存在する場所での工事予定がある場合
は施工前に必ず販売事業者へ連絡し、着工前にガス管埋設位置
を照会するよう注意喚起を実施。また、販売事業者においても、
埋設管の存在を示す標示ピン等にて位置表示を行うように努め
る。
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No. 年月日 発生場所 事故分類
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建物用途 発生時間
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法違反の有無

事故概要
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安全器具等
設置状況

行政指導等
再発防止策

50 2024/11/14
愛媛県鬼

北町
C2級 漏えい 一般住宅 11:00

他工事業者（水
道工事業者）に
よる配管損傷に
伴う漏えい

・水道管工事のため、工事業者の作業員が地面（コンクリート）の掘削作業を行っていたところ、LPガス消費設備の埋設配管を
誤って切断し、ガスが漏えいした。
・工事業者は配管の切断、ガス漏えいを覚知しなかったが、マイコンメータがガス流量超過（Ｃ表示）を検知し、ガス供給を停止し
ていた。
・マイコンメータの遠隔監視を行っていた販売事業者が異常を覚知し、現場へ臨場し、漏えいが停止していることを確認するととも
に、供給系統の縁切りの措置を講じた。
・出火・爆発等の被害なし。
原因は、他工事業者（水道工事業者）による埋設配管の切断によるもの。また、水道工事業者による土地所有者等への埋設物の
事前確認（聞き取り調査等）不足もあり。（設計及び施工段階において、当該箇所の地下埋設物への認識が薄く、確認を実施しな
かったとのこと。）

配管（不明（不明
（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器不明
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓不明
・自動ガス遮断装置不
明
・CO警報器不明
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報不明
・業務用換気警報器不
明

県は以下の措置を実施。
・販売所・水道工事業者からの事情聴取。
・水道工事業者に対しては、ガス事業者への照会等を含めた埋設
配管の事前確認の実施を徹底するよう指導した。
・販売所に対しては、工事業者から埋設配管に関する照会があっ
た際には、適切に情報提供を行うよう指導したほか、速やかな事
故報告の徹底を強く指導した。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・水道工事業者においては、今後の掘削工事等の施工前に、ガス
管の有無、位置等の確認を徹底するとのことである。
・12月13日（金）に、切断配管の修理と安全確認を終了。（分岐し
て離れへ向かう配管の切断部分の配管を交換）。

51 2024/11/18
福井県福

井市
C2級 漏えい 学校等 7:00

供給管埋設部
からの漏えい

通報システムを設置しメーター異常を管理。2024年4月30日（火）、保安点検実施
11月5日（火）、圧力低下遮断の通報有り。当社担当が現場確認に訪問。メーター異常表示がなかったため、異常なしと判断。後
日聞き取り調査時、同敷地内にメーターが9ヶ所有り、違うメーターを確認していたことが判明。
11月18日（月）、ボンベ配送。
11月15日（金）の自動検針で指針が進んでいたため、配送員がボンベ交換に訪問。圧力低下遮断表示がでていたため、復帰ボタ
ンにて解除を試みたが復帰確認中遮断になるため、販売事業者に連絡が入り、担当者が訪問。
自記圧力計にて検査したところガス漏れを確認、使用を停止し調査。埋設部2ヶ所からガス漏れを確認。
露出配管に変更工事の段取りを行う。
11月28日（木）、露出配管変更工事完了。
通報が来た際に違うメーターを確認したこと、また使用者がほぼ使用しないことが、ボンベ配送まで発見が遅れた原因。
一次原因は、ガス検知器にて確認したところ、埋設部2ヶ所からガス漏れの反応がでたため接続部の緩みと推定される。
二次原因は、埋設部付近で行われた舗装工事の際の振動も影響したと推定される。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県は以下の措置を実施。
・販売業者に対して、露出管での供給ができないか検討するよう
指示した。
・県内販売事業者に対して、埋設管の腐食劣化がないか改めて
確認するよう周知した。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・同敷地内9ヶ所のメーターに当社登録名及び当社消費者コードを
記入し、訪問した際、登録名と消費者コードで2重チェックを行う。
・だれが訪問してもわかるよう、当社消費者マーキング用の地図
に見取り図を貼り付けし、訪問の際は事前確認を行う。
・本件については、県から対策に係る検討指示の結果、11月28日
に埋設配管をやめて露出配管へ変更した。

52 2024/11/18
熊本県菊

池市
C2級 漏えい 共同住宅 13:00

他工事業者（設
備工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

集合住宅新築工事に伴う給排水引込工事にて、隣接する既存集合住宅の敷地内掘削中にガス埋設管（PE管）を重機にて損傷、
ガス漏えいが発生した。販売事業者（保安機関）による現地対応にて、中間ガス栓を閉止し漏えいを停止させ、新規配管材料にて
漏えい箇所の配管入替を行った。
一次原因は、他工事業者（設備業者）が埋設管を誤って損傷させたことによるもの。
なお、事前に現場監督・設備業者・外構業者と工事内容・日程・埋設管の位置関係について打合せを行っていたが、設備業者が
無断で着手して埋設管を損傷させた。
二次原因は、他業者のガス管損傷における危険性の認識の低さによるもの。 供給管（PE管

（本管（埋設部））
不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事故届の提出指示
・原因究明、事後対策の検討指示
・関係団体への周知
対策として販売事業者は、事前打ち合わせにおける、ガス管損傷
による危険性の周知。

53 2024/12/5
福井県越

前市
C2級 漏えい 一般住宅 9:27

配管（埋設管）
の腐食による漏
えい

検針での月次点検時にメーターのBR表示を発見し、自記圧力計で測定したところ、微少漏えいを確認。消費側の埋設配管をすべ
て露出配管にする工事を即日行い、その後、電気式圧力計で測定したところ、漏れがないことを確認した。
原因は、1989年に建築した時と同時にガスの埋設配管が敷設せれたため、腐食劣化によるガス漏えいによるもの。

配管（白管（本管
（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・販売業者に対して、配管の取替と露出管での供給ができないか
検討するよう指示した。
・県内販売事業者に対して、埋設管の腐食劣化がないか改めて
確認するよう周知した。
対策として販売事業者は、消費側配管が埋設配管（配管材料が
白管での配管）の消費者に対して埋設管漏えいに関する注意喚
起ならびに配管改修を推奨するお知らせを配布する。保安担当者
および配送担当者は、埋設配管がある消費者に対して対面での
説明を今一度徹底し、埋設配管を少しでも減らしていく努力を従
業員一同行う。

54 2024/12/6
埼玉県川

越市
C2級 漏えい 一般住宅 10:00

他工事業者（水
道工事業者）に
よる配管損傷に
伴う漏えい

2024年12月6日（金）、水道設備業者が現場で水道工事をしていた時、コンクリートを切断する作業中にガス管を誤って切断した。
9時40分頃、水道設備業者がLPガス管を破損し、ガスメーターが遮断した。ガスメーター遮断時の指針と復帰後の指針の差から、
漏れたガスの量は5L未満と推測される。
水道設備業者は、作業中にガス管の破損に気づき、10時42分に販売事業者に連絡した。
10時56分、販売事業者が現場に到着し、ガス管の補修作業を実施した。
ガス管の補修作業は13時15分に完了し、ガス供給が再開された。
当日中にガス管の交換作業が完了し、ガス供給が再開された。
一次原因は、水道設備業者の認識不足によるものであり、水道設備業者から販売事業者に工事の連絡があれば、漏えい事故を
防ぐことができたと考えられる。
二次原因は、現在、消費者に配付している周知文書には「ガス以外の工事によるガス管損傷の事故が起きています。ガス以外の
工事を行う場合には必ずLPガス販売事業者にご連絡ください。」との記載があるが、口頭で読み上げた後に周知文書を配布して
おり、容器配送時や集金時など定期周知以外での訪問の際には、外構工事などをする場合は販売事業者へ連絡をするなどの周
知を特に実施していなかったことによるもの。
そのため、消費者から水道設備業者に対して、「ガス設備に注意するよう」に促してもらえるような十分な周知が出来ていなかった
と考えられる。

配管（塩化ﾋﾞﾆﾙ
被覆鋼管（本管
（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

販売事業者は、以下の対策を実施。
・現在、消費者に配付している周知文書には「ガス以外の工事に
よるガス管損傷の事故が起きています。ガス以外の工事を行う場
合には必ずLPガス販売事業者にご連絡ください。」との記載があ
るが、定期
周知（最長2年に1回）の間隔では消費者への周知は不十分であ
るため、容器配送時や集金時など、機会があるごとに消費者に注
意を促すこととした。
・関係官庁への事故発生時の報告につきましては、担当者不在で
あってもスムーズに速報が出せるような運用方法を策定する。
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55 2024/12/7
千葉県香
取郡多古

町
C2級 漏えい

その他
（グランピ
ング施

設）

9:00

消費者（人工芝
シート設置工
事）による供給
管損傷に伴う漏
えい

コールセンターへ地中の配管を傷つけてしまいガス臭いと連絡があり、シリンダーバルブ閉止を依頼した。
現場到着後、メーターのC遮断を確認し、損傷した配管系統を取り外しプラグ止めを実施し、気密漏えい検査を行い異常がないこ
とを確認した。
一次原因は、人工芝シートを敷くためにU字型固定ピンを打ち込み、埋設配管を損傷させたことによるもの。
二次原因は、消費者の認識不足及び消費者に対する配管経路の周知不足によるもの。

配管（金属フレキ
管（本管（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEBあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故報告書の提
出を指示した。
対策として販売事業者は、各販売所に事例の情報共有を行い、
訪問時に消費者への声掛け強化を促す。

56 2024/12/10
長野県長

野市
C2級 漏えい 一般住宅 15:00

他工事業者（下
水工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年12月10日（火） 9時00分頃～14時00分頃の間で（正確な時間は不明）、建築業者が下水管掘削工事中に誤って㈱セリタの
供給設備である埋設PEガス配管を重機で破損し、ガスが漏えい。 建築業者は他ガス業者へ連絡し、他ガス業者は自社配管と間
違えて配管の損傷復旧工事を施工。他ガス業者による復旧工事後、配管が販売事業者の供給設備であることが判明。
15時00分頃 他ガス業者は、販売事業者営業所へ復旧工事を施工した旨連絡。販売事業者が現場に到着し、施工箇所に不備が
ないことを確認。 供給全世帯（15世帯）に気密試験を実施し、供給設備に異常がないことを確認。
17時00分頃 ガスの供給を再開。（参考）・当該供給設備は、15戸の戸建住宅に集中供給（損傷箇所から末端までの供給先は無
し）・損傷箇所周辺には埋設管（埋設深度1.2m）の表示杭の設置はあったが実際の埋設箇所より30㎝程東側へずれていた。
一次原因は、重機による埋設PEガス管の損傷によるもの。。
二次原因は、施工業者から販売事業者に対して工事をする旨の事前連絡が無かったために、供給停止や、立会等の対策が取れ
なかった建築業者による不注意ガス管埋設表示杭の位置がズレていたことによるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者への聞取り調査を実施。他
工事による事故が連続して発生していることから、対策を検討し
事故報告書に記載するよう依頼。
対策として販売事業者は、賃貸物件に関しては入居者、オーナー
あるいは管理会社に、持家に関しては世帯主に対して、注意喚起
が行えるよう自社HP上にて掘削工事等行う際は自社へ連絡する
旨と連絡先を掲載し、現地立会い若しくはガス配管図面の提示が
できることを周知できる体制をとっていく。

57 2024/12/10
福井県越

前市
C2級 漏えい 一般住宅 13:26

原因不明の漏
えい

消費者からの連絡でガスメーター表示Cの合計流量遮断の連絡を受ける。ガス漏えいを確認。会社事務所でのガス使用のため、
ガスが使えなくても困ることはなく、改修工事の許可がすぐにもらえず、ガス供給をすべて遮断し、消費者の回答待ちをする。その
後、消費者からの連絡で電化になるとの報告を受け、2024年12月11日（水）供給設備の撤去を行う。
原因は、埋設配管材料がポリエチレン管を使用しているため、確証は得られていないが、何らかの外的要因が加わった可能性が
推定される。

配管（PE管（本
管（埋設部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県は以下の措置を実施。
・販売業者に対して、露出管での供給ができないか検討するよう
指示した。
・県内販売事業者に対して、埋設管の腐食劣化がないか改めて
確認するよう周知した。
対策として販売事業者は、消費側配管が埋設配管（配管材料が
白管での配管）の消費者に対して埋設管漏えいに関する注意喚
起ならびに配管改修を推奨するお知らせを配布する。保安担当者
および配送担当者は、埋設配管がある消費者に対して対面での
説明を今一度徹底し、埋設配管を少しでも減らしていく努力を従
業員一同行う。

58 2024/12/16
富山県富

山市
C2級 漏えい

その他
（住宅団

地）
11:40

他工事業者（水
道工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年12月16日（月）11時40分、当該住宅団地の水道工事に際し、他工事業者が重機で道路を掘削したところ、集団供給用の液
化石油ガス埋設供給管が折損し、ガスが漏えいした。他工事業者からの連絡を受け、保安 機関の職員が現地に急行し、ガス供
給元の容器元弁を閉止し、ガスの供給を停止した。
16時45分、販売事業者が仮設工事を実施し、気密試験・漏えい試験実施後、ガス供給を再開した。
一次原因は、他工事業者が販売事業者へ事前連絡なく単独で掘削工事を実施し、配管を折損したことが直接的な原因と推定さ
れる。
二次原因は、工事前に他工事業者と販売業者の間で協議が行われていたが、事故当日は事前連絡、工事立会はなかったことに
よるもの。

供給管（PE管
（継手部（埋設
部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して高圧ガス保安法第
63条に基づく事故届を提出することを指示した。
対策として販売業者から供給管が埋設されている旨再度周知す
るとともに、掘削工事等を行う際には工事の都度事前連絡をする
よう、案内を実施する。

59 2024/12/20
長崎県諫

早市
C2級 漏えい 一般住宅 10:55

他工事業者（下
水工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年12月20火（金）10時55分頃、管工事会社社員から「住宅前の道路にて下水管工事の掘削作業中にガス管を損傷させガス
が漏れている」と販売事業者へ通報有り。当該ガス管は4戸への集中供給（50㎏×3本 当該宅以外は全て閉栓中）に係る埋設の
供給管であったため、販売事業者から当該通報者に対し、まずはガス管の損傷部分を布等で覆うよう応急処置を依頼するととも
に、販売事業者社員が現場へ急行した。約20分後に到着後、埋設配管（PE 25A 埋設深度約70cm）の損傷を確認し供給側のガス
栓を閉止するとともにテープにて応急措置部の補強を行った。その後、同日15時00分より一部配管替えによる修繕工事を開始し
15時50分頃に復旧完了した。
（※埋設箇所付近には埋設管の存在を示す表示等はなかった。）
一次原因は、下水道工事の施工業者が、埋設管の存在を認識しないまま掘削作業に入ったため、使用していた掘削用機器が埋
設管に接触し損傷したことによるもの。
二次原因は、下水道工事業者から販売事業者に対し、事前に工事実施の連絡がなかったため、販売事業者の立会い及びガス配
管経路の説明がなされず、また、現地にも埋設管の表示類がなかったことから工事事業者がガス管の埋設位置を把握できなかっ
たことによるもの。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対し工事予定の工事業
者との事前の情報共有や、埋設位置への表示を進める等、再発
防止に努めるよう指示した。
対策として販売事業者から工事関係者に対し、集団供給エリアな
ど埋設管が存在する場所での工事予定がある場合は施工前に必
ず販売事業者へ連絡し、着工前にガス管埋設位置を照会するよ
う注意喚起を実施。また、販売事業者においても、埋設管の存在
を示す標示ピン等にて位置表示を行うように努める。
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No. 年月日 発生場所 事故分類
現象

被害状況
建物用途 発生時間

事故原因
法違反の有無

事故概要
機種 メーカー 型式

安全器具等
設置状況

行政指導等
再発防止策

60 2024/12/20
鳥取県鳥

取市
C2級 漏えい 共同住宅 22:13

供給管（埋設
管）の腐食によ
る漏えい

LPガス集合装置出口埋設配管立ち上がり部の継手の腐食によるガス漏れ事故。 アパート消費者がガス臭に気付き、別の販売
事業者Ａへ連絡。販売事業者Ａ社員が点検したところ、当該アパートに設置しているボンベ収納庫付近からのガス漏れを確認後、
ガス供給業者である販売事業者Ｂに連絡を入れる。
緊急時対応担当者が出動し点検した結果、上記記載の箇所からのガス漏れを確認、即座にガス供給を停止する。 当日は深夜と
いうこともあり修繕作業は行わず、翌日に作業を実施し作業終了後漏れのないことを確認したのちガス供給を再開する。
原因は、配管の腐食によるもの。
※配管の錆つきは確認していたが、容器交換時等供給設備点検（2024.11.22）、定期供給設備点検（2023.5.15）時にガス漏れの
ないことを確認しており、この間から事故発生時までガスメーターのガス漏れ検知の表示はなし。
特になし

供給管（ポリエチ
レン被覆鋼管
（本管（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐
震）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県は以下の措置を実施。
・情報収集及び産業保安監督部への報告。
・事業者に対し、事故発生時の報告について、改めて速やかに行
うよう指導した。
対策として販売事業者は、漏れ確認後ガス供給を停止し、翌日漏
れ箇所の修繕作業を実施。

61 2024/12/21
千葉県八

街市
C2級 漏えい 一般住宅 12:25

他工事業者（解
体工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年12月21日（土）解体業者より地面掘削中に集団供給している埋設ガス配管を傷つけたと販売事業者に連絡が入り緊急出
動。
12時50分現場到着し埋設されたＰＥ管より漏えいしていることを確認。一時対応でＰＥ管を折損し、漏えい無しを確認。
17時25分破損分を改善し、キャップ止めにて補修。漏えい検知液で漏えいしていないことを確認して現場を撤収した。
一次原因は、解体業者が地面掘削中に埋設ガス配管を引っ掛けたことによるもの。
二次原因は、解体業者の情報共有の不足によるもの。
なお、12月16日（月）に事前に道路側で埋設ガス管をキャップ止めし解体業者に説明したが、説明した下請け業者がで事故を起こ
した元受業者に対して情報共有をしていなかった。

供給管（PE管
（本管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
事故届書の提出を指示。
キャップ止め後に被災箇所で気密・漏えい試験を行っていなかっ
たので実施を指示。
対策は販売事業者で検討中。

62 2024/12/21
岡山県岡

山市
C2級 漏えい 一般住宅 12:05

他工事業者（リ
フォーム工事業
者）による供給
管損傷に伴う漏
えい

一般消費者宅（個人住宅）先において、リフォーム業者による下水工事中に、屋外コンクリート部のハツリ作業を行った際に、埋設
されていたガス配管（白配管10A）の立ち下がり部分が損傷し、ガスが漏えいする。
リフォーム工事業者の従業員が販売事業者に12時05分に通報。ボンベは、ハツリ作業中にガスが漏れる音と匂いがした為、すぐ
にリフォーム工事業者によって閉止される。販売事業者従業員が緊急出動し、12時25分に現場に到着。販売業者へのハツリ作業
の事前連絡はなし。
応急処置で埋設部の配管仮設工事にてガスフレキを使用。ガス漏れが無い事を確認した為、現在供給中。
一次原因は、コンクリート中の埋設配管は白管の為、すでに腐食している状況であり、リフォーム工事業者がコンクリートのハツリ
作業を行った振動によって、腐食していたガス配管が破損したことによるもの。
なお、直接ガス配管にハツリ機械は、接触していない。
二次原因は、リフォーム工事業者又はユーザーから販売業者へ、工事の立会い連絡等の事前連絡が無かったことによるもの。

供給管（不明（不
明（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（そ
の他）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して情報収集。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・既存LPガスユーザーに対し、軽微な工事の場合でも販売業者へ
連絡するように周知徹底を強化するとともに埋設管表示ピンを設
置する。
・白管埋設の改善を進める。
・破損箇所の埋設深度が20㎝程になっている為、より深く配管修
繕を行う。

63 2024/12/24
千葉県船

橋市
C2級 漏えい 学校等 16:44

他工事業者（水
道工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

水道業者より小学校理科室にて水道工事の際に埋設ガス配管を傷つけたとの連絡が販売事業者へ入り緊急出動。
2024年12月24日（火）17時15分現地到着し埋設されたガス配管より漏えいを確認（中間ガス栓でガス栓「閉」状態だったため、ガ
ス配管損傷部からは残ガスのみ漏えい）
18時15分ガス配管引き直し工事を開始し、20時00分に措置完了。
事故の原因は、水道配管引き直しに伴い、斫り工事を行った際に埋設ガス配管を誤って損傷させてしまった事による事故となりま
す。
一次原因は、水道配管引き直しに伴い、斫り工事を行った際に埋設ガス配管を誤って損傷させてしまった事によるもの。（損傷部
よりガス漏えい）
二次原因は、工事業者の認識不足によるもの。

供給管（白管（本
管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（ガ
ス漏れ連動）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に事故報告書の提出を指
示した。
対策として販売事業者は、市役所の関係課及び学校職員に対
し、ガス以外の工事であっても施設内で工事を行う際、当社にも
共有いただき、工事内容を事前に把握し事故防止を図る。
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３.バルク供給に係る事故の概要（充てん設備及び供給設備に係る）

No. 年月日 発生場所 事故分類
現象

被害状況
建物用途 発生時間

事故原因
法違反の有無

事故概要 機種 メーカー 型式
安全器具等
設置状況

行政指導等
再発防止策

1 2024/2/2
福井県敦

賀市
C2級 漏えい 共同住宅 15:40

他工事業者（解
体工事業者）に
よるバルク損傷
に伴う漏えい

宿舎を解体していた解体業者より、宿舎敷地内にあったバルク貯槽を吊り上げる際にバルク貯槽に穴をあけてしまいガスが漏れて
いると連絡あり。消費者および解体業者からガス事業者に対し、解体工事を行う旨の事前連絡はなかった。宿舎は2017年9月から
入居者がおらず、バルク貯槽も閉栓して使用していなかった。貯槽内にガスは残っていた。ガス事業者は通報を受け現場に出動し、
応急処置として粘土・タオル・ゴムベルト等を使い穴を塞いで漏えいを止めた。
その後、安全の為に消防立会いの下バルク貯槽をガス事業者の充填所に移動させ、設置状況等について消防の確認を受けた。当
該バルクについては後日廃棄を予定。
一次原因は、他工事業者が宿舎の解体作業中に、重機にてバルク貯槽を挟んで上げる際にバルクを損傷させたことによるもの。
二次原因は、消費者および他工事業者からガス事業者に対し、解体工事を行う旨の事前連絡がなかったことによるもの。 バルク貯槽 不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して、工事事業者や消
費者が工事を施工する際は販売事業者に事前に連絡を取る体制
を整えることを周知した。
対策として販売事業者は、バルク貯槽は基本プロパン業者の所
有物であり、建物の管理者の方に何かされるときには必ず連絡も
らえるよう周知を徹底する。今回の件を踏まえ2024年4・5月にて、
2年に1回のバルク点検を取付先全て回ります。その際に周知文
章を作成し、今後同じ事が起こらないよう通知する様になっており
ます。

2 2024/3/29
岐阜県中
津川市

C2級 漏えい
その他

（葬儀場）
19:10

バルク貯槽の高
圧検査用バル
ブ開放による漏
えい

葬祭職員が帰宅しようとした際、敷地内でガス臭がしたためバルク貯槽の設置場所を確認したところ、フェンス内にあるバルク貯槽
からの配管に漏れ音及び、ガス臭を確認し通報したもの。
バルク貯槽から空調設備への配管に設置されている、本来常時「閉」の高圧検査用バルブが解放されておりそこからの漏れを確
認。バルブを閉め、石鹸水及びガス検知器による漏えい確認をし、漏れが止まったことを確認した。
原因は不明。前日、施設外壁塗装のため組んでいた足場を工事業者が撤去するため、フェンス内に入って作業をしていたが因果関
係は不明。
2024年3月20日（水）に充填した際の点検では異常なしであった。
原因は不明。

供給管（白管（本
管（不明））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEBあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置（耐震）あ
り
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、フェンス内に、作業等別機関の者が
入った際には、JA職員で毎回点検を実施する。普段使用しない開
閉バルブは、バルブのヘッドを外しておくことも検討する。

3 2024/4/15
鹿児島県
鹿児島市

C2級 漏えい 共同住宅 16:20

他工事業者（外
構工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年4月15日（月）16時20分頃、工事業者が外構工事中にコンクリート切断作業を行っていたところ、埋設されていたガス管も一緒
に切断してしまいガスが漏えい。現場担当者がバルク下部の供給元バルブを閉止、その後販売事業者へ連絡を行った。連絡を受け
販売事業者の担当者が16：50現地到着、ガス漏えいが止まっていることを確認、全てのバルブを閉止しガス供給を停止。
復旧作業は同日に終了し，供給を再開した。
一次原因は、建物へ入り込む供給管を切断したためガスが漏えいしたことによるもの。
二次原因は、工事会社等から販売事業者に工事に係る連絡がなく，配管位置の確認打合せや販売事業者担当の立ち合いが行わ
れなかったことによるもの。 供給管（被覆鋼

管（本管（埋設
部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して必要に応じてオー
ナー・管理業者等と各種工事に係る情報共有をはかるよう指導。
対策として販売事業者は、他工事業者及びオーナー・管理会社含
め、他工事を行う際は事前連絡をいただき打合せや立ち合いの
必要性を周知徹底する。

4 2024/5/23
青森県青

森市
C2級 漏えい 一般住宅 15:00

他工事業者（建
築工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

配管破損：2024年5月23日（木）15時頃 小規模導管供給地域61地点の内の1区画空地において、宅地掘削を行っていた工事業者
が重機により埋設供給管を破損させたが、工事業者はLPガスの漏えいに気づかずに帰宅した。
供給停止：5月24日（金）8時15分 ガス販売事業者がガス漏えいを覚知。バルク元栓を閉止し、現場の調査を行い、工事業者からの
聞取りの結果、原因が判明した。
配管修繕：5月24日11時頃 供給管の修繕が完了した。
・推定漏えい量：350～400kg
・供給管の埋設深さ：60cm
・埋設位置を示す表示：無し
一次原因は、ハウスメーカーの下請業者（左官）が掘削作業中、低圧PE供給管を重機にて破損させ、LPガスを漏えいさせたことによ
るもの。
二次原因は、ハウスメーカーと工事業者間で埋設管に関する情報共有がなされなかったことによるもの。
なお、販売事業者に事前連絡はなかった。

供給管（PE管
（本管（埋設
部））

不明 不明

・ガス放出防止器不明
・マイコンS不明
・ヒューズガス栓不明
・自動ガス遮断装置不明
・CO警報器不明
・集中監視システム不明
・ガス漏れ警報器不明
・業務用換気警報器不明

対策として販売事業者は、埋設管表示の再確認及び小規模導管
供給地域の巡回数を増加させる。
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5 2024/6/24
三重県桑

名市
C2級 漏えい

その他店
舗

14:30

他工事業者（解
体工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

事故の内容
建物の解体工事を実施時に、解体業者がGHPの燃料として利用していたLPガスバルク貯槽（980kg）を撤去しようとし、重機でバルク
貯槽出管を損傷しガスが漏えいした。
事故の経過
2024年6月24日（月） 14時30分ごろ、解体業者が作業中にバルク貯槽出管を損傷しガスが漏えい。解体業者社長から当社担当者
へ、ガス漏れ通報が入る。当社担当者は、ガス漏れ受付を行い、 現場へ出動。
6月24日（月） 15時10分ごろ 当社担当者が現地へ到着。バルク貯槽出管の損傷を確認。一時手当を行い、ガス漏えいを止め、修
理業者を手配。
6月24日（月） 17時00分ごろ修理業者により、損傷箇所の修理を完了。
6月25日（火） 14時00分ごろ現地バルク貯槽のガスを回収し、窒素置換を実施。その後、撤去を完了。
一次原因は、事前に当社担当者は解体業者社長と打合せを行い、バルク貯槽の撤去は東邦液化ガスが行うこと、バルク貯槽撤去
後に周辺の設備撤去を解体業者が行うことを確認していた。しかし、解体業者が打合せ内容を遵守せずに、当社が行う予定のバル
ク貯槽撤去前に周辺の設備撤去作業を開始した。その時に解体業者はバルク貯槽にガスがないものと誤認し、重機によりバルク貯
槽の撤去を行おうとした際にバルク貯槽出管を損傷したことによるもの。
なお、当社担当者は、バルク貯槽にガスが残っていたため、バルク貯槽本体へ「ガス危険」との表示を行っていた。
二次原因は、販売事業者はバルク貯槽の撤去時に現地でガスを抜かず,バルク貯槽を専用業者に持ち込んでガスを抜くこととしてい
る。今回も、当社担当者はガスが入ったままの状態を維持し、バルク貯槽を撤去した後にバルク貯槽周辺の設備撤去を行うよう、解
体業者社長と打ち合わせた。しかし、解体業者は、「4月22日（月）にガスメーターを撤去して消費者へのガスを止めた」との当社担当
者の発言を、バルク貯槽及びその周辺にガスは存在していないものと誤解し、撤去作業を実施したことによるもの。

供給管（白管（継
手部（不明））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、解体作業が行われる現場では、解体
作業の着手前にバルク貯槽を撤去することを再度徹底する。ま
た、複数業者が関わる工事の場合には、協議記録を取り関係者
間で共有する。さらに、関係する業者の全工事人に情報が徹底さ
れるよう業者に周知する（業者の工事前打ち合わせ時に当社担
当者が参加するなど、可能な範囲で周知状況のチェックを行う）。

6 2024/6/28
茨城県北
茨城市

C2級 漏えい
その他
（団地内
空地）

18:37

消費者（草刈り
機））による供給
管損傷に伴う漏
えい

事故発生場所には平成11年造成の小規模導管の団地（18区画）がありポリエチレン管（以下「PE管」という。）を埋設し、供給してい
る。2024年6月24日（月）、団地内空地の草刈りを行っていた地権者（89歳男性）がガス杭及び露出していたPE管末端部（90ｍｍ）に
気が付かず草刈り機の回転刃にて切傷。同月28日（金）18時37分頃、近隣住民より空地からガスのにおいがすると販売事業者に連
絡あり。18時50分頃、一次出動員が現場に到着。ガス漏えいを確認。テープ巻きによる仮処置完了。19時15分頃、二次出動員が現
場に到着。切傷部を切断し、新たにキャップ施工処置を施し埋設。20時15分頃、現場対応完了。
一次原因は、草刈り機の回転刃がPE管末端部に接触した上で発生した切傷部からの漏えいによるもの。
二次原因は、ガス杭表示はあったが草木により足元の確認がし難い状況であったと考えられる。また地表が長年の風雨に晒された
ことによりPE管末端部が露出していたことで物理的な切傷を受けたことによるもの。

供給管（PE管
（継手部（埋設
部））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

対策として販売事業者は、埋設配管のある空地で末端部露出が
認められた場合、速やかに埋設する。

7 2024/7/7
岐阜県揖
斐郡大野

町
C2級 漏えい 一般住宅 11:05

他工事業者（水
道工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

水道管漏水修繕工事のため、水道工事業者が重機により邪魔となった木を抜こうとした際、木の根が近くに埋設されたガス供給配
管に接触して負荷が掛かったことによりエルボ部が破損し液化石油ガスが漏えいした。
集合供給により、約40戸の戸建住宅に供給しているガス管のうち1本の事故。
原因は、他工事業者が供給管損傷させたことによるもの。

供給管（その他
（継手部（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器不明
・マイコン不明
・ヒューズガス栓不明
・自動ガス遮断装置不明
・CO警報器不明
・集中監視システム不明
・ガス漏れ警報あり
・業務用換気警報器不明

販売事業者は、以下の対策を実施。
・事故後、直ちにガス事業者へ連絡。
到着後、損傷箇所の修復処置。漏えい検査実施、異常がないこと
を確認。
他消費者への供給も支障なし。
・工事作業者への厳重注意を実施。

8 2024/7/17
北海道札

幌市
C2級 漏えい 共同住宅 8:00

充てん設備の
液側中間ホース
が充てん作業
中に破断したこ
とによる漏えい

・2024年7月17日（水）7時40分頃、バルクローリーから充塡ホースを延長し、マンションへLPガスを供給するバルク貯槽に対し充てん
作業を開始した。
・同日午前8時、充てん作業継続中に充塡ホースの液側中間ホース絞め部分が破断し、当該箇所からガスが漏えいしたため、充て
ん作業者が緊急遮断弁操作及び各元弁を閉止したもの。
・人的及び物的損害なし。
一次原因は、充てん設備の液側中間ホースが充てん作業中に破断しガスが漏えいしたことによるもの。
二次原因は、液側中間ホース（鋼線編組式）の鋼線自体が切れたことで、内部のガス圧力によりホースが破断したことによるもの。

充てん設備 不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐震）あ
り
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

道の行った措置としては、販売事業者に対して充てん事業者と連
絡を密にして、同種事故発生防止の徹底に努めるよう指導した。
対策として販売事業者は、充てん作業前に中間ホース等の点検
を行い、異状がある場合は作業を中止して、ホースの交換を実施
する。
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9 2024/8/5
鹿児島県
日置市

C2級 漏えい 一般住宅 20:30

バルク貯槽底部
の結露及び経
年劣化による漏
えい

2024年8月5日（月）20時30分頃、付近住民からバルク貯槽付近でガス臭がする旨の通報を受けた消防から販売事業者に連絡があ
り、当直担当者が現場に緊急出動。
20時40分頃、当直担当者が現場に到着しガス臭を確認。点検の結果、バルク貯槽底部にあるピンホールより漏えいしていることを
確認。
21時20分頃～応援社員とガス漏れ処理作業を実施。バルク貯槽は漏れ止め処置後、充填所に移送し残ガスを回収。配送時点検に
てバルク貯槽の外観点検で問題があった為、LPG容器供給への切替の段取りをしていた。
連日の猛暑によるバルク貯槽内のガス圧力上昇も影響し、バルク貯槽底部腐食部からピンホールが起きたものと考えられる。
バルク貯槽底部の結露及び経年劣化による腐食。
バルク貯槽底部の状態確認不足、錆止めや塗装補修が十分に行われていなかった

バルク貯槽 不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事故概要を整理し、事故報告書等を作成、提出するよう指示。
・再発防止策の検討について指示。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・充填時に外観点検を確実に行い、貯槽に腐食劣化による補修な
ど必要な場合は必ず維持管理の為の作業を徹底させる。
実施した維持管理作業の内容を配送伝票に記載させ、所属長
（業務主任者）への報告を行う。
・特に貯槽底部など目視にて確認しずらい部位も、定期的なガス
漏れ確認を鏡・検知器等を用いて必ず確認し、点検内容を配送伝
票に記載して所属長へ報告、情報共有を徹底する。
・所属長は所員から上がって来た情報を精査し、問題があると考
えられる貯槽は順次LPG容器供給への切替を指示し供給設備の
環境を改善し、今回のような漏えい事故を未然に防ぐ。

10 2024/8/26
千葉県八

街市
C2級 漏えい 共同住宅 9:00

他工事業者（下
水供給管工事
業者）による供
給管損傷に伴う
漏えい

（時系列）
2024年8月26日（月）9:40 他工事業者により下水道工事中にユンボにてガス配管を傷つけてしまったとの連絡が販売事業者コール
センターに入る
他工事業者担当者がビニールテープを巻き付けて応急処置
9時43分  販売事業者より出動
9時55分 現場到着、破損状況を確認しＬＬＦＡテープ（漏えい修理用テープ）にて応急処置、漏えい検査で異常なしを確認
14時00分 販売事業者が手配したガス工事業者にて漏えい箇所のPE管入れ替え工事
15時24分 気密検査・漏えい検査にて異常が無いことを確認し本復旧とする
15時30分 他工事業者により埋め戻し作業終了し現場撤収
一次原因は、掘削工事により配管を損傷させたことによるもの。
二次原因は、施工業者の認識不足及びオーナーへの他工事に対する周知不足によるもの。

供給管（不明（本
管（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンなし
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故届書の提出
の指示。
対策として販売事業者は、各販売所に事例の情報共有を行い、
訪問時に声掛け強化を促す。

11 2024/8/26
長野県上

田市
C2級 漏えい 共同住宅 9:35

他工事業者（シ
ロアリ駆除業
者）による供給
管損傷に伴う漏
えい

2024年8月26日（月）8時40分：シロアリ駆除業者と販売事業者で工事箇所の確認を実施
9時35分：アパートの床下（ベタ基礎の下の地面）に薬剤を散布するため、室内の床に穴をあける作業をしていたところ床下に埋設さ
れているLPG配管（供給側）を損傷しガス漏れが発生した。
9時35分：ガスの漏れに気付いた業者から販売事業者の営業所に連絡があり。
10時01分：到着した販売事業者がガスの元弁を閉め、ガス漏れは収まった。
17時30分：復旧作業終了し、ガス供給再開。
一次原因は、埋設されていた供給管にドリルで穴を開けガスが漏えいしたことによるもの。
二次原因は、業者から事前の相談があり、工事の際、現場で打合せを実施したが、供給管の埋設後に販売事業者が複数回切り替
わったことにより、現販売事業者は埋設管の位置を示す図面を所持しておらず、埋設管の位置を正確に把握できない状況にあった
ことによるもの。（販売事業者は室内に埋設管があるとの認識がなかった）
また、埋設された供給管の近傍に、液化石油ガス又はLPガスの表示が無かったため、業者が慎重を期することができず、供給管の
損傷に至った。

供給管（不明（不
明（埋設部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンSあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐震）あ
り
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

県は販売事業者に対し、以下の措置を実施。
・事故届の提出を指示。
・埋設された供給管の近傍に、液化石油ガス又はLPガスと明瞭に
表示するよう指示。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・従前に埋設された供給管について、その近傍に液化石油ガス又
はLPガスと明瞭に表示し、周知を徹底する。
・埋設管が存在する可能性のある工事については、可能な限り図
面と照らし合わせながら工事を行う。不可能な場合は、必ず常時
工事に立会い、異常が発生した際に直ちに対処する。

12 2024/8/28
千葉県銚

子市
C2級 漏えい 病院等 14:30

気化圧力調整
弁の閉塞圧力
が上昇に伴う安
全弁作動による
漏えい

バルク貯槽の点検時に気化装置安全弁からのガスの漏えいを確認した。
当該ラインの上流バルブを閉にすることで漏えいは停止した。
一次原因は、気化装置の部品である気化圧力調整弁の閉塞圧力が上昇し、安全弁が作動する圧力に達したことによるもの。
二次原因は、気化圧力調整弁において、配管スケールと思われる異物が弁部に噛み込んだため、不具合に至ったと推定される。

供給管（その他
（不明（不明））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEBあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置（耐震）あ
り
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故報告書の提
出を指示した。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・当該部品を交換し対応済。
・当病院の担当者へ気化圧力調整弁を定期的に交換するよう依
頼した。

13 2024/9/2
千葉県銚

子市
C2級 漏えい 病院等 13:30

バルク貯槽の液
相ラインのフレ
キシブルホース
からの漏えい

バルク貯槽の点検時に貯槽の液相ラインのフレキシブルホースからガスの漏えいを確認した。
仮補修により漏えい停止を確認した。
原因は今後、当該部分を交換後に調査予定。

供給管（本管（不
明（露出部））

不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEBあり
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置（耐震）あ
り
・CO警報器なし
・集中監視システムあり
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対して事故報告書の提
出を指示した。
対策として販売事業者は、仮補修による対応済。
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No. 年月日 発生場所 事故分類
現象

被害状況
建物用途 発生時間

事故原因
法違反の有無

事故概要 機種 メーカー 型式
安全器具等
設置状況

行政指導等
再発防止策

14 2024/9/18
福井県福

井市
C2級 漏えい 共同住宅 10:50

バルク貯槽充填
中の充填ホース
からの漏えい

バルク貯槽に充填中に充填ホースからガスが漏えいした。即時バルクローリーの中間バルブ及びバルク貯槽のバルブを閉め漏え
いを止めた。
原因は、充填ホース先端に亀裂が入り漏えいしたもので、ホースの劣化が原因と推定される。

バルク貯槽 不明 不明

・ガス放出防止器不明
・マイコン不明
・ヒューズガス栓不明
・自動ガス遮断装置不明
・CO警報器不明
・集中監視システム不明
・ガス漏れ警報器不明
・業務用換気警報器不明

県の行った措置としては、販売事業者に対して当該充てん設備の
保安検査結果（2024年7月に受検）にて、ホース部分に問題がな
いことを確認。その上で、ホースの交換を依頼した。
対策として販売事業者は、当該ホースを新品交換した。今後は5
年ごとに中間バルブから充填口までの間のホースを交換すること
とした。

15 2024/10/29
香川県善
通寺市

C2級 漏えい
宿泊施設
（旅館・ホ
テル等）

12:34

液面計の固定
ボルトを外す際
に誤って台座の
ボルトを外した
ことによる漏え
い

2024年10月29日（火）午前中に当該施設のバルク貯槽入替を業者により実施。12時34分頃、液面監視用のLPWAを設置工事をして
いたが、誤って液面計の台座のボルトを外してしまい、そこからLPガスが噴出。噴出を止めることが出来ないため、消防へ通報し二
次災害防止のための対応をとった。ホテル従業員・利用者の避難連絡、消防よる近隣住民への自宅待機要請、交通整理のため消
防から警察に連絡し、施設前の道路の交通整理を実施、ホテル敷地内の立ち入りも規制された。
約2時間後の14時35分ごろにバルク貯槽からのLPガス噴出が無くなった（気化しなくなった）ことによりバルク液面計台座の取り付け
を実施してLPガス噴出停止。ガス検知器により漏えい確認を実施し、15時50分頃にホテルへの供給を再開。
一次原因は、液面計の固定ボルトを外す際に誤って台座のボルトを外したことによってLPガスが漏えいしたことによるもの。
二次原因は、工事経験がないものが工事を実施したことによる人員体制に起因するミス。 バルク貯槽 不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンEBあり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（耐震）あ
り
・CO警報器不明
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器なし
・業務用換気警報器なし

県は以下の措置を実施。
2024年10月29日（火）消防も状況を確認し、保安監督部保安課へ
報告。
また翌30日販売事業者営業所に詳細を確認し、事故発生報告書
（急報）を提出した。
併せて販売事業者営業所所長に対して、電話にて再発防止策を
検討するよう指導した。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・今後、初めて工事を実施する場合は必ず経験者が付き添うこと
とする。
・バルク貯槽にLPWA設置工事は当面の間、業者による設置を基
本とし、社員が実施する場合は2名体制で実施（1名は経験者）。
・社内マニュアルを作成し、マニュアルに添って作業を行う。

16 2024/11/7
長崎県長

崎市
C2級 漏えい 一般住宅 14:15

他工事業者（外
構工事業者）に
よる供給管損傷
に伴う漏えい

2024年11月7日（木）14時15分頃、住宅会社社員から「戸建て住宅の外構工事の掘削作業中に重機にてガス管を損傷させガスが漏
れている」と販売事業者へ通報有り。二次災害防止の ため、販売事業者から当該通報者に対し、まずはガス管の損傷部分を布等
で覆うよう応急処置を依頼するとともに、販売事業者社員が現場へ急行した。
20分弱で現地に到着し供給管（埋設配管：PLS-15A）の損傷を確認。当該住宅はバルクによる集団供給先の一つであったが、オー
ル電化でガスの供給はなかった。当該損傷配管を撤去したうえ プラグ止めを施工した。埋設箇所付近に埋設管の存在を示す表示
等はなかった。
一次原因は、外構工事の施工業者が、埋設管の存在を認識しないまま掘削作業に入ったため、使用していた重機が埋設管に接触
し損傷したことによるもの。
二次原因は、外構工事業者から販売事業者に対し、事前に工事実施の連絡がなかったため、販売事業者の立会い及びガス配管経
路の説明がなされなかったことによるもの。また、現地にも埋設管の表示類がなかったことから、外構工事事業者がガス管の埋設位
置を把握できなかった。

供給管（ポリエチ
レン被覆鋼管
（本管（埋設
部）））

不明 不明

・ガス放出防止器なし
・マイコンなし
・ヒューズガス栓なし
・自動ガス遮断装置なし
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報なし
・業務用換気警報器なし

県の行った措置としては、販売事業者に対し、工事予定について
住宅会社や工事業者との事前の情報共有を徹底するなど、再発
防止に努めるよう指示した。
対策として、販売事業者から住宅会社や工事関係者に対し、集団
供給エリアなど埋設管が存在する場所での工事予定がある場合
は施工前に必ず販売事業者へ連絡し、着工前にガス管埋設位置
を照会するよう注意喚起を実施。また、販売事業者においても、
埋設管の存在を示す標示ピン等にて位置表示を行うように努め
る。

17 2024/11/23
島根県江

津市
C2級 漏えい

宿泊施設
（旅館・ホ
テル等）

9:30

バルク貯槽プロ
テクタ内蒸発器
の経年劣化によ
る漏えい

2024年11月23日（土）09時頃、消防あてに市内のホテルでガス臭がするとの通報があった。消防職員が現場に出動しガス検知器に
て漏えい確認をしたところ、ホテルに設置のバルク貯槽付近でガス検知アラームの発報を確認した。
10時00分頃、消防より連絡を受けた販売事業者従業員が現場確認をすると、バルク貯槽プロテクタ内蒸発器付近よりガスが漏えい
していた。蒸発器付近の漏れのため、液取り出し弁を閉じて漏えいを止めた。液取り出し弁を閉じたことにより液相からの供給は停
止させたが、気相からの供給は継続させている。
メーカーに確認したところ、漏えい箇所は蒸発器内サーモバルブの部品と推測され、漏えい原因としてはパッキン類（Oリング）の経
年劣化によるものと推測されるとのことであった。
11月24日（日）午前中、メーカー担当者により漏えい推測箇所であるOリングの交換が行われ、漏えいがないことを確認したため、液
相からの供給も再開した。
一次原因は、バルク貯槽プロテクタ内蒸発器のサーモバルブ付近のパッキン類（Oリング）の経年劣化に伴う摩耗および硬化による
もの。
二次原因は、2015年のバルク設置以降、メーカーによる点検を実施していなかったことによるもの。
なお、メーカー推奨点検期間は、消耗品については3年1回。

バルク貯槽 不明 不明

・ガス放出防止器あり
・マイコンその他あり
・ヒューズガス栓あり
・自動ガス遮断装置（ガス漏
れ連動）あり
・CO警報器なし
・集中監視システムなし
・ガス漏れ警報器あり
・業務用換気警報器なし

・県の行った措置としては事業者に対して事故情報の報告及び迅
速な報告を求めた。また、消防本部より聞き取りを実施した。
対策として販売事業者は、メーカーによる点検をおこなうことで、
不具合が起こらないように務める。
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Ⅴ．充てん容器又は残ガス容器の喪失・盗難 

 1．件数（表－21、表－22） 

 

 

  2024 年は充てん容器又は残ガス容器の喪失・盗難は計 101 件発生した。事故種別に

みると、喪失が 23 件、盗難が 78 件であった。 

年

月

1月 0 1 1 0

2月 0 0 0 0

3月 0 0 1 0

4月 0 1 0 5

5月 1 1 1 1

6月 6 2 0 0

7月 0 2 0 1

8月 0 1 5 0

9月 0 4 1 14

10月 0 1 0 0

11月 0 0 0 0

12月 0 0 1 2

合計 7 13 10 23

※発生推定日が複数存在する場合は最も遅い日付を発生日とした

年

月

1月 13 8 8 7

2月 13 10 5 9

3月 14 8 9 7

4月 6 6 7 9

5月 11 10 10 4

6月 12 6 8 6

7月 8 8 3 9

8月 9 4 2 4

9月 4 5 4 4

10月 8 7 2 9

11月 7 5 7 5

12月 13 7 11 5

合計 118 84 76 78

※発生推定日が複数存在する場合は最も遅い日付を発生日とした

2024

表－21 充てん容器等の喪失の月別発生件数

2024

表－22 充てん容器等の盗難の月別発生件数

2021

2021

2022

2022

2023

2023
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２．充てん容器又は残ガス容器の喪失・盗難の概要

年月日 発生時間 事故種別 事故分類 発生場所 事故概要 販売方式

2024/1/2 15:15 盗難 C2級
静岡県賀茂郡
東伊⾖町

2024年１⽉2⽇15時15分頃、販売事業者社員が供給先へ配送の為現場前を通った際にボンベの喪失を確認。
1⽉5⽇、販売事業者が交番に被害を報告。
1⽉12⽇、販売事業者が現場検証個後被害届提出。
以下の事項を⼝頭指導した。
・容器には転倒防⽌⽤の鉄鎖のほか、必要に応じて盗難防⽌⽤の南京錠をかける等の措置を講じること。
・特に空家等での盗難事故が県内でも相次いでいることから、同様の物件については、⾒回りを強化するなど対策を講じること。
再発、盗難防⽌策として、別荘等普段留守にしているお宅付近に伺った際には設備の確認を実施し、管理の徹底を図る。

体積販売

2024/1/11 12:00 盗難 C2級 茨城県坂東市

2022年11⽉16⽇、消費者が⼊院のためガスメーター閉栓。2024年1⽉11⽇12時頃、設備確認訪問時に20㎏容器2本が設置されていないことに気付く。配送セン
ターへ撤去移動履歴を照会したが履歴がなかったため盗難と判断。同⽇、盗難被害届提出。
対策として販売事業者は、ガスメーター閉栓先においては使⽤再開予定の有無に関係なく速やかに容器の撤去を⾏うこととした。

体積販売

2024/1/11 11:12 盗難 C2級 ⻑野県松本市

2024年1⽉11⽇定期検針時、20㎏ボンベ1本の所在不明が発覚した。地区の町会⻑に問い合わせたが、不明であった。町会に確認してみるとのこと。
2024年1⽉19⽇町会⻑から町会で事情を知る者はいなかった旨連絡を受ける。
2024年1⽉30⽇県に相談。
⾃治体は、事故届書を提出するよう指⽰した。 体積販売

2024/1/19 17:00 盗難 C2級 茨城県⽔⼾市

バルク貯槽を1基設置(閉栓中)しており、2年に1回の点検に訪問した際、バルク貯槽1基、調整器1台がないことに気づく。同敷地内で樹⽊伐採・⽊製囲いの撤去
⼯事の確認ができたため、⼟地建物所有者へ連絡をとり、バルク貯槽を撤去しなかったか確認を⾏った。⼟地建物所有者側から撤去していないとの回答を受け
盗難と判断した。
対策として販売事業者は、閉栓時にバルク貯槽を設置したままにする場合は、所有者等に対し今後の使⽤予定を必ず確認する。未定の場合は解約・バルク貯槽
撤去の提案交渉を⾏い、バルク貯槽未使⽤の状態で⻑期間放置することのないよう徹底する。

体積販売

2024/1/23 9:00 盗難 C2級
静岡県賀茂郡
東伊⾖町

2022年6⽉28⽇、ボンベ設置。
2024年1⽉17⽇、検針時異常なし(ボンベ有り)。
2024年1⽉23⽇、家主よりボンベ窃盗の連絡有り、家電等窃盗の為家主が警察に連絡。
以下の事項を⼝頭指導した。
・容器には転倒防⽌⽤の鉄鎖のほか、必要に応じて盗難防⽌⽤の南京錠をかける等の措置を講じること。
・特に空家等での盗難事故が県内でも相次いでいることから、同様の物件については、⾒回りを強化するなど対策を講じること。
対策として販売事業者は、定期的に巡回を強化。当該消費地点にしばらく来ない為ボンベ引上げ済み。

体積販売
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年月日 発生時間 事故種別 事故分類 発生場所 事故概要 販売方式

2024/1/25 9:00 盗難 C2級
⼭形県北村⼭
郡⼤⽯⽥町

2024年1⽉25⽇(⽊)09時頃、配送担当者が容器交換に公⺠館を訪問したところ、常設されている20㎏容器2本のうち、1本が⾼圧ホース(ゴム部)を切断され紛失し
ていることが判明した。⾼圧ホースが切断されていることから盗難事故として警察⽴会にて、盗難届を同⽇付けで提出済みである。
⾃治体の⾏った措置としては、容器及びプロテクター部分にチェーンを巻くなど、盗難が容易に⾏われないようにする措置を講ずるよう指導。また、盗難され
た容器が発⾒された際には、県に連絡するよう指導。
対策として販売事業者は、公⺠館等、普段、⼈がいないような施設については、巡視点検や検針並びに容器配送時に、不審⾞両や不審者がいないか注意喚起を
⾏う。

体積販売

2024/1/31 9:15 盗難 C2級 茨城県⽔⼾市

1⽉30⽇、消費者のガス供給停⽌作業のため訪問したところ20㎏容器2本がないことに気付く。当該消費者は製造業を営んでいる(給湯⽤として使⽤)が現在操業
しておらず、近隣住⺠及び建物所有者に確認したが状況が分からなかったため盗難と判断。
対策として販売事業者は、20㎏容器の盗難発⽣率が⾼いことから50㎏容器の設置を推奨する。夜間無⼈になる施設や道路沿いの⺠家については盗難の発⽣率が
⾼いことから容器を通⾏⼈から⾒えにくい場所に設置する、容器収納庫に収納する等の対策を講じる。また、⻑期閉栓している消費者については容器を回収し
⻑期間放置することのないよう徹底する。

体積販売

2024/2/2 10:00 盗難 C2級
北海道道留萌
市

2024年2⽉2⽇(⾦)10時頃、事故発⽣場所充てん容器付近に屋根から落雪があったため、ガス漏れがないか等について消費者から安全確認要請を受けた販売事業
者が現地を確認したところ、当該消費者への液化⽯油ガス供給のために設置していた充てん容器20㎏2本のうち、予備供給⽤の1本が紛失していることを発⾒し
た。直ちに漏えいの有無等を確認したところ、容器置場周辺でのガス漏れはなく、⼈的被害もないことを確認した。消費者側の安全管理責任者に詳細を説明
し、事務所内、供給設備付近を捜索したが発⾒に⾄っていない。当該容器の固定器具(ベルト)と供給⽤⾼圧ホースが外され、容器のみがなくなっていたことか
ら、紛失の原因を盗難と推測し、本社及び警察へ通報した。当該容器の配送及び交換委託先に配送状況等を確認したところ、2022年11⽉16⽇に容器交換した
際、2本取付けられている状態を確認している旨聞き取り。また、2023年6⽉の供給設備定期点検時に当該容器の現存を確認していたが、以降本件事故発覚時ま
で、当該容器の設置状態の確認ができていなかった。
⾃治体は以下の措置を⾏った。
・2024年2⽉8⽇(⽊)10時00分、販売事業者から通報及び事故届書を受理し、事故状況を聞き取った。
・2024年2⽉8⽇(⽊)13時30分、事故発⽣現場の現地調査(通報者及び消費者⽴会)を⾏い、現況を確認し、漏えい等の⼆次被害の恐れがないことを確認した。
 また、今後、本件と同様の盗難事故発⽣防⽌のための対策を検討・実施する旨指⽰し、また、事故発⽣時には速やかに報告する旨指導した。
・2024年2⽉8⽇(⽊)16時40分、事故速報提出。
・2024年3⽉4⽇(⽉)10時30分、当該容器は未発⾒である旨、販売事業者に電話確認。
販売事業者は以下の対策を実施。
・販売事業者において設置状況の確認を強化するとともに、配送委託先にも定期的な確認を依頼した。
・今後、予備供給⽤の充てん容器は再設置せず、1本の容器で供給する旨、消費者に説明し了解を得るとともに、容器設置状況の定期的な確認を依頼した。
・充てん容器収納庫や警報装置等、盗難防⽌に効果のある設備について、消費者と相談し、設置を検討中。

体積販売

2024/2/3 11:00 盗難 C2級 宮城県⼤崎市

2024年2⽉3⽇11時頃、LPガスの2⽉分の検針のために、当該被害のあった消費者(企業)の事業所を訪問したところ、ガスボンベ(20㎏×2本)が無くなっていたも
の。盗難の時期については不明。当該消費者は、ほとんどLPガスを使⽤していないため、検針時に盗難が発⽣していたことが発覚した。容器の所有者が、所轄
の警察に被害届を提出している。
事故の状況、事故に対する措置内容の聴取、再発防⽌策の確認。
販売事業者として、消費者がLPガスを使⽤しない状況が継続する場合は、承諾を得た上で容器を回収することとする。

体積販売
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2024/2/14 10:30 盗難 C2級 ⻘森県弘前市

2023年3⽉14⽇(⽕)に消費者が⻑期使⽤しないため閉栓していたが、容器の耐圧期限の為、2024年2⽉8⽇(⽊)に業務委託している配送会社に撤去依頼をした。
2024年2⽉14⽇(⽔)10時30分頃、業務委託配送会社の職員が容器撤去に訪れたところ、設置していた供給側の20㎏容器1本がなくなっていることを確認した。同
⽇、配送会社より容器紛失の報告を受け、販売事業者職員が消費者宅に⾏き、容器の紛失を確認した。消費者宅が不在のこともあり盗難の事実を消費者に確認
した後、2024年2⽉15⽇(⽊)に警察へ第⼀報、盗難届を提出し、同⽇、現場検証が⾏われた。
⾃治体は、販売事業者に対し、再発防⽌を徹底するよう指導した。
販売事業者は、⻑期閉栓の際は容器を速やかに撤去し、盗難、事故防⽌に努める。

体積販売

2024/2/14 13:00 盗難 C2級
静岡県賀茂郡
東伊⾖町

2024年2⽉14⽇の検針時に盗難発覚。
以下の事項を⼝頭指導した。
・容器には転倒防⽌⽤の鉄鎖のほか、必要に応じて盗難防⽌⽤の南京錠をかける等の措置を講じること。
・特に空家等での盗難事故が県内でも相次いでいることから、同様の物件については、⾒回りを強化するなど対策を講じること。
対策として販売事業者は、巡回を強化する。ボンベチェーンに鍵を掛ける。

体積販売

2024/2/14 不明 盗難 C2級 宮崎県都城市

⼾建て⼀般住宅に設置されているLPガス容器(20㎏)1本を喪失したもの。2024年2⽉14⽇に検針のため当該住宅を訪問したところ、既に更地になっており、LP
ガス容器も喪失していることが判明した。前回検針は2023年12⽉11⽇で、その際はLPガス容器があることが確認されていた。現地聞き取りの結果、当該住宅は
競売にかけられており、落札事業者により12⽉末に解体されたことが分かった。また、解体時点でLPガス容器はなかったと解体業者から証⾔があったとのこ
と。この検針⽇から解体⽇までの間に容器が喪失したと考えられる。
販売事業者に対し、空き家であることが分かっている設置先からは速やかに容器を引き上げるなど、可能な限りの盗難防⽌対策を実施することや、ガス容器の
定期的な確認を⾏うよう指導した。
2024年2⽉16⽇、警察へ被害を提出済み。

体積販売

2024/2/14 14:30 盗難 C2級
北海道道函館
市

2024年2⽉14⽇(⽔)14時30分頃、対象物件へ定期検針に伺ったところ、設置されている20㎏容器2本のうち1本が外されて無くなっていた。同⽇14時40分頃警察
に通報し、15時15分頃警察が現場に到着。その後、現場⽴会を実施した。17時頃に販売事業者にて、8㎏容器を設置し設備の修繕を⾏った。前回の定期検針時
(2024年1⽉12⽇(⾦))に異常は無かったため、前回の定期検針⽇以降、2⽉14⽇(⽔)までの間に盗難にあったと思われる。
⾃治体は、販売事業者に対し事故情報の報告を求めた。
販売事業者は、以下の対策を実施。
・灯油配送時及び集⾦等で消費者のところに伺った際には、LPガス容器等にも異常がないか⽬視確認する。
・消費者が⼊院等で⻑期不在になる場合には、容器を⼀時的に撤去する。
・消費者にも販売事業者から注意喚起をして、些細なことでも何か気になることがあれば、気軽に販売事業者に連絡をしてもらう。

体積販売

2024/2/19 11:00 盗難 C2級
佐賀県伊万⾥
市

・2024年2⽉16⽇、事故発⽣場所(ゴルフ練習場)から容器の撤去依頼があったため、2024年2⽉19⽇11時00分頃、現地に向かったところ、20㎏容器1本が無く
なっていた。
・2024年2⽉8⽇に閉栓作業を⾏った際は20㎏容器2本が設置されていたため、2024年2⽉8⽇〜2⽉19⽇の間に20㎏容器1本が盗難に遭ったと推測。
※再度使⽤する可能性があるとして、閉栓作業の際、容器撤去せず。 体積販売
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2024/2/25 不明 盗難 C2級 岡⼭県真庭市

2024年2⽉22⽇、消費者(飲⾷店)に対し、LPガス⼩型容器(5㎏×1本、8㎏×1本)を貸し出し。2024年2⽉25⽇、飲⾷店横の倉庫に保管していた上記容器が無く
なっていることが発覚した。
対策として販売事業者は、容器保管場所の施錠を⾏う。

質量販売

2024/2/29 不明 盗難 C2級
兵庫県⾚穂郡
上郡町

売却による閉栓中の消費者の軒先ボンベ20㎏容器2本の内、1本が⾏⽅不明となっていることが判明した。現在の所有者はボンベは知らないとのこと。

体積販売

2024/3/1 9:33 盗難 C2級 千葉県⼋街市

2⽉10⽇の検針時、建物・供給設備の確認。(50㎏シリンダー2本あり)3⽉11⽇の検針時、検針担当者が50㎏シリンダー1本が無いことを覚知。社員2名にて現地
確認をし周辺捜索をするも⾒当たらず、管轄の警察に通報した。警察の担当者に状況を説明し、被害届依頼を実施した。その後、残りの50㎏容器を引きあげ
た。3⽉12⽇に盗難届が受理された。
⾃治体は、事業所に事故届の提出を指⽰。
対策として販売事業者は、閉栓・未⼊居現場のシリンダー引上げタイミングを迅速化する。社内で事例共有を⾏い、意識を統⼀化する。

体積販売

2024/3/4 15:30 盗難 C2級
静岡県東伊⾖
町

2024年3⽉4⽇15時30分頃、消費者よりボンベから⾼圧ホースが外れていた為接続したがガス器具が使えないと連絡を受け、販売事業者員が現地に伺ったところ
ボンベ1本紛失しているのを確認。
3⽉4⽇、消費者が警察の⽅を呼ばれたので販売事業者所⻑が⽴会。
3⽉4⽇、販売事業者が現場検証後被害届提出。
以下の事項を⼝頭指導した。
・容器には転倒防⽌⽤の鉄鎖のほか、必要に応じて盗難防⽌⽤の南京錠をかける等の措置を講じること。
・特に空家等での盗難事故が県内でも相次いでいることから、同様の物件については、⾒回りを強化するなど対策を講じること。
・再発、盗難防⽌策として、別荘等普段留守にしているお宅付近に伺った際には設備の確認を実施し、管理の徹底を図る。

体積販売

2024/3/11 17:00 盗難 C2級
⿅児島県曽於
市

・4⽉9⽇、消費者から販売事業者に対し、会社倉庫のLPガス容器がなくなっている旨の連絡。
・販売事業者が⾏った消費者への聞き取りによると、消費者が3⽉11⽇17時には容器があったこと、及び、3⽉12⽇08時には容器がなかったことを確認してお
り、その間に盗難があったと推定される。
・4⽉11⽇、警察に盗難被害の届出。現場検証実施済。
⾃治体は、盗難防⽌のためのボンベの施錠について指導。
対策として販売事業者は、倉庫が施錠されていなかったので、販売事業者から消費者に施錠保管を依頼。

質量販売
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2024/3/12 10:30 盗難 C2級 茨城県鉾⽥市

3⽉12⽇10時30分頃、販売事業者従業員が現場を⾞両で通りかかった際、容器が1本しかないように⾒えたため確認したところ、本来50㎏容器2本設置されてい
るところ1本しか設置されていなかった。同⽇11時20分頃、警察に盗難の通報。消費者が出張中のため後⽇現場検証となる。3⽉15⽇、消費者の⽴会いの下、現
場検証を実施。消費者が警察に盗難届を提出。
販売事業者は、警察の現場検証後、もう1本の50㎏容器を撤去、回収した。 体積販売

2024/3/18 9:50 盗難 C2級 岐⾩府関市

2024年3⽉18⽇09時50分頃、ガス検針のため訪問したところ、設置容器が盗難されていた。同⽇、⾃治会より警察に容器の盗難届を提出。なお、集会所である
ため⼈が常時滞在しておらず、正確な⽇時は不明。
対策として販売事業者は、ワイヤーロックを装着し、⾃治会の監視強化を依頼。

体積販売

2024/3/27 14:00 盗難 C2級 茨城県⼟浦市

3⽉27⽇14時頃、容器配送員から設置されている20㎏容器2本のうち1本が別の容器にすり替えられ盗難されているとの連絡が⼊る。2⽉21⽇の前回配送時には設
置を確認していたことから、容器盗難は2⽉21⽇から3⽉27⽇の間に⾏われたと推測される。
対策として販売事業者は、検針及び近隣⽴ち寄り時に状況を確認する。消費者に対し外出時にボンベの有無、設置状況の変化などを確認いただくよう依頼す
る。 体積販売

2024/3/30 11:15 盗難 C2級
⿅児島県志布
志市

・3⽉30⽇に⾃治振興会の組合⻑から販売事業者にボンベを引き上げたか否かについて確認の電話連絡があった。
・販売事業者はガスボンベの引き上げを⾏っていないため、盗難が判明。販売事業者の社員が現場確認を⾏った上で警察に通報。
・組合⻑への確認によると、⾃治振興会役員が3⽉12⽇までのガス使⽤及び3⽉20⽇⼣⽅にボンベが無かったことを確認しており、この間に盗難があったと推定
される。
・警察による現場検証は実施済(時間が経過しているため⾜跡、指紋の痕跡は取れていない)。
・⾃治体は、盗難防⽌のためのボンベの施錠について指導。
・対策として販売事業者は、事業者から振興組合⻑に対し、ボンベが盗難に遭わないように転倒防⽌のカギを取り付けるよう相談した。

質量販売

2024/4/8 15:15 喪失 C2級
神奈川県相模
原市

4⽉7⽇(⽇)に市内で開催されたイベントにおいて、消費者が屋台販売のため5㎏容器1本を使⽤し、イベント終了後にイベント事務局の指定する荷物置場へ容器
を⼀時的に置き、その後イベント事務局が荷物を別の保管場所へ移動した。4⽉8⽇(⽉)に消費者が荷物の撤収作業に訪れたところ容器が⾒当たらず、事務局に
確認したところ紛失したかもしれないとの回答により容器の喪失を覚知したもの。その後、イベント事務局により、荷物置場に設置してある監視カメラの確認
及び消費者の周辺で屋台を出店していた業者が誤って持ち帰っていないか照会を⾏ったが、発⾒には⾄らなかった。
⾃治体は、容器の捜索を継続するよう指⽰するとともに、盗難の可能性もあるため、警察への通報の要否について警察へ確認するよう指⽰を⾏った。
対策として販売事業者は、消費者はガスの購⼊元兼保安機関へ連絡し対応について指⽰を要請した。保安機関は状況聴取を⾏うとともに、消費者からイベント
事務局に対して容器の捜索を要請するよう依頼した。

質量販売
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2024/4/8 10:00 盗難 C2級 熊本県⼭⿅市

当該事業者の臨時職員A(既に懲戒解雇)が、2016年12⽉頃から当事業所の充填所から質量販売⽤の容器を持ち出し、⾃宅の消費設備にメーターを介さず接続及び
使⽤することによりガスを窃取していた。
検針員がA宅の使⽤量がほとんどないことに気づき、事業者が内部調査を実施したところ、本件が事実が判明した。被害に遭った容器は、主に地域のイベントや
移動販売等の貸出⽤に保有していたが、通常のシステム管理ではなく、⼿書きで管理していたが、⽇常の残数管理が徹底していなかったため判明が遅れた。A
は、ガス設備配管業務担当者であったため、容器を持ち出しても不審に思われなかったことが要因の⼀つと考えられる。
⾃治体は以下の措置を⾏った。
・事故報告の提出を指⽰。
・実施した対策の結果報告を指⽰。
・講習会等を通じ、販売事業者に対し容器管理の徹底を⾏うよう注意喚起を⾏う。（予定）
・⽴⼊検査を実施し、改善状況を確認する（予定）。
販売事業者は以下の対策を実施。
・容器の貸出数、回収数及び在庫数について、⽇常の管理を徹底し、常に総数を把握する。
・充てん後の容器はすべて鎖で連結し、併せて格⼦状の囲いを新たに設置することにより、容易に持ち去れないようにする。
・充填所周囲に監視カメラを設置し、外部からの侵⼊に備える。
・従業員に対するコンプライアンス教育の再教育を実施し、事案の未然防⽌に努める。

質量販売

2024/4/8 15:50 盗難 C2級
北海道道川上
郡弟⼦屈町

4⽉8⽇15時50分に、販売事業者がガスメーターの検針のため消費者宅(別荘)に赴いたところ、容器(20㎏容器1本)が無いことに気づいた。その後、消費者に確認
したところ、「3⽉30⽇に⾃宅に帰宅したが、異常はなかった」述べたことから、本件盗難被害が判明した。なお、4⽉8⽇に警察に被害届を提出済み。
⾃治体は、原因と対策について確認。
対策として販売事業者は、鉄製のボンベ庫を設置し、その中に容器を収納して鎖と南京錠で施錠したほか、ボンベ庫付近にセンサーライトを設置。容器を20㎏
から50㎏に変更することで、容易に持ち運べないようにした。

体積販売

2024/4/11 10:00 喪失 C2級 埼⽟県所沢市

過去に質量販売⽤LPガス⼩型容器の貸出をしたが、消費者が店舗を閉店する際に紛失していたことが判明したもの。
⾃治体は、紛失の報告が複数あったことから、2024年6⽉10⽇、同社に対し⽴⼊検査を実施し、今後は以下の対策をとることを確認した。
(1)これまでは容器貸し出しの期間を約1〜2週間とするなど⼤雑把な管理をしていたが、容器の貸し出し期間を厳密に1週間と定め、貸し出し中の消費者に係る
情報を貸出票に記⼊し、ファイルに保管する。1週間を超過したものは消費者に返却を催促する。
(2)容器の貸し出し時に、貸し出しに係る注意事項を記載した紙を消費者に提⽰し、サインを依頼する。
(3)⽉例会議において、質量販売の貸し出し・返却状況を従業員全体で確認する⼿順を加え、⽉⼀回は必ず容器の貸し出し状況の確認を⾏う。
今後は、貸出期間を2週間と定め、この期間を経過した際は返却を催促することとする。

質量販売

2024/4/16 9:40 盗難 C2級 ⻑野県上⽥市

2024年4⽉16⽇(⽕)に当該施設⽀配⼈から販売事業者へ、2本あるはずのLPガス容器が1本しか無いとの連絡があり。販売事業者職員が現場に向かい、LPガス容
器(20㎏)2本のうち1本が無くなっていることを確認した。周辺を捜索したが発⾒されなかったため、警察に通報し、警察にて現場検証が⾏われた。その後、警
察へ被害届を提出した。
⾃治体の⾏った措置としては、事故届書を提出するよう指⽰。 体積販売
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年月日 発生時間 事故種別 事故分類 発生場所 事故概要 販売方式

2024/4/17 13:00 盗難 C2級
静岡県賀茂郡
東伊⾖町

2024年4⽉17⽇の検針時に盗難発覚。
⾃治体は、特に空家等での盗難事故が県内でも相次いでいることから、同様の物件については、⾒回りを強化するなど対策を講じることを⼝頭指導した。
対策として販売事業者は、巡回を強化する。

体積販売

2024/4/18 10:00 喪失 C2級 埼⽟県所沢市

2012年にLPガス容器を消費者に貸し出したもの。今回、社内でボンベの所在確認を⾏ったところ、容器が返却されていないことが判明した。返却を依頼したと
ころ、消費者が紛失していた。
⾃治体は、紛失の報告が複数あったことから、2024年6⽉10⽇、同社に対し⽴⼊検査を実施し、今後は以下の対策をとることを確認した。
(1)これまでは容器貸し出しの期間を約1〜2週間とするなど⼤雑把な管理をしていたが、容器の貸し出し期間を厳密に1週間と定め、貸し出し中の消費者に係る
情報を貸出票に記⼊し、ファイルに保管する。1週間を超過したものは消費者に返却を催促する。
(2)容器の貸し出し時に、貸し出しに係る注意事項を記載した紙を消費者に提⽰し、サインを依頼する。
(3)⽉例会議において、質量販売の貸し出し・返却状況を従業員全体で確認する⼿順を加え、⽉⼀回は必ず容器の貸し出し状況の確認を⾏う。
対策として販売事業者は、今後は、貸出期間を2週間と定め、この期間を経過した際は返却を催促することとする。

質量販売

2024/4/21 9:00 盗難 C2級
埼⽟県⽐企郡
滑川町

2024年4⽉21⽇09時頃、当該地区の役員が集会所の清掃を実施した際、設置されていた20㎏のLPガス容器1本について、無くなっていることに気が付き、販売
事業者に通報した。
容器は、⼯具を使⽤して外された形跡があったため、LPガスが漏えいした可能性は低い。
⾃治体は、容器が盗難されないために、例として「2対策」で⽰す対策を講じるよう指導を⾏った。
対策として販売事業者は、可能な限り、LPガス容器を鎖等で緊縛し、施錠を⾏う等の対策を講じる。

体積販売

2024/4/22 14:30 喪失 C2級 広島県庄原市

A内の市営住宅に接続されていたLP残ガス容器1本が喪失。当該残ガス容器の所在を調査したところ、B市の市営住宅(現在空き家)に接続されている状態で発⾒
された。なお、B市の市営住宅に接続されていたLPガス充填容器は、LPガスが充填された状態でA市の市営住宅に接続されており、居住する⼀般消費者が使⽤
していることを確認。

体積販売

2024/4/25 11:00 盗難 C2級 秋⽥県⼤館市

消費者店舗事務所に設置されていた液化⽯油ガス20㎏容器、2本のうち1本が盗難被害に遭ったもの。
2024年4⽉25⽇(⽊)
10時29分、当該地域における同業他社から、現場に設置されていた20㎏容器2本のうち、1本がなくなっている旨の情報提供あり。
11時:00分頃、販売事業者従業員が現場に到着、状況を確認。消費者に確認したところ、容器がなくなっていたことに気づいていなかった。
11時30分頃、事業所において、容器の移動履歴の確認、貯蔵施設(容器置場)の調査を⾏ったが、2023年12⽉22⽇に設置後の⾏⽅が不明であり、盗難と判断。
12時20分頃、警察に被害状況を報告。
13時30分頃、警察と現場検証。被害届を提出。
14時36分、県へ報告。
⾃治体及び販売事業者は、県LPガス協会へ情報提供を⾏い、周辺地域の関係事業者へ注意喚起・情報提供の呼びかけを⾏った。

体積販売
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2024/4/25 17:00 盗難 C2級 東京都⽬⿊区

販売事業者がメータ検針で消費先(個⼈宅)を訪問した際に供給設備20㎏容器1本と単段調整器1台が無くなっていることに気が付き、20㎏容器1本の盗難が発覚し
た。発覚後、間もなく販売事業者から警察に連絡し、警察による現場確認が⾏われた。容器1本と、単段調整器1台の盗難について被害届を提出した。
⾃治体は、事故届の提出を指⽰。
対策として販売事業者は、使⽤量0㎥が3ヶ⽉続いた場合、消費者に連絡し、ガスを使⽤しないことを確認した際は早急にボンベ引揚げを依頼する。 体積販売

2024/4/26 15:00 喪失 C2級 埼⽟県所沢市

2021年に質量販売⽤LPガス⼩型容器の貸出をした消費者。⻑期間貸出していたため、返却の連絡をしたところ、LPガス容器1本が紛失していたもの。
⾃治体は、紛失の報告が複数あったことから、2024年6⽉10⽇、同社に対し⽴⼊検査を実施し、今後は以下の対策をとることを確認した。
(1)これまでは容器貸し出しの期間を約1〜2週間とするなど⼤雑把な管理をしていたが、容器の貸し出し期間を厳密に1週間と定め、貸し出し中の消費者に係る
情報を貸出票に記⼊し、ファイルに保管する。1週間を超過したものは消費者に返却を催促する。
(2)容器の貸し出し時に、貸し出しに係る注意事項を記載した紙を消費者に提⽰し、サインを依頼する。
(3)⽉例会議において、質量販売の貸し出し・返却状況を従業員全体で確認する⼿順を加え、⽉⼀回は必ず容器の貸し出し状況の確認を⾏う。
販売事業者は、今後は、貸出期間を2週間と定め、この期間を経過した際は返却を催促する。

質量販売

2024/4/26 11:00 盗難 C2級
⻑野県北佐久
郡軽井沢町

・ガス供給中の別荘にて、LPガス20㎏容器1本の盗難が発⽣した。
・2024年4⽉26⽇(⾦)10時40分頃に、別荘管理会社から販売事業者にLPガス20㎏容器1本が紛失しているとの連絡があった。
・11時00分頃、販売事業者が現地の調査を⾏い、容器の紛失を確認。確認時、メーターは遮断しておらず、調整器出⼝コックは閉まっていた。
⾃治体は、事故届書を提出するよう指⽰。 体積販売

2024/4/30 9:00 盗難 C2級 ⾹川県⾼松市

2023年1⽉11⽇に⼊居者が引っ越し空き家となり、今後の使⽤⾒込みがないと思われるため供給設備⼀式を撤去しようと訪問した際、20㎏ボンベを4本設置して
いたところその内の1本が盗難していた。盗難時期は、2023年1⽉11⽇から2024年の4⽉30⽇の間になると思われる。
⾃治体は、2024年4⽉30⽇、販売事業者ガスからの⼀報を受けて同社に様式第57号による報告をするよう指導した。また同⽇、産業保安監督部に販売事業者か
ら聞き取った状況を報告した。 体積販売

2024/5/7 13:00 喪失 C2級 埼⽟県所沢市

⻑年、定期的に質量販売⽤LPガス⼩型容器の貸出をしていた消費者の死亡の連絡をうけたため、家族に返却を依頼するため訪問したところ、貸し出しした2本の
うち1本が紛失していた。
⾃治体は、紛失の報告が複数あったことから、2024年6⽉10⽇、販売事業者に対し⽴⼊検査を実施し、今後は以下の対策をとることを確認した。
(1)これまでは容器貸し出しの期間を約1〜2週間とするなど⼤雑把な管理をしていたが、容器の貸し出し期間を厳密に1週間と定め、貸し出し中の消費者に係る
情報を貸出票に記⼊し、ファイルに保管する。1週間を超過したものは消費者に返却を催促する。
(2)容器の貸し出し時に、貸し出しに係る注意事項を記載した紙を消費者に提⽰し、サインを依頼する。
(3)⽉例会議において、質量販売の貸し出し・返却状況を従業員全体で確認する⼿順を加え、⽉⼀回は必ず容器の貸し出し状況の確認を⾏う。
販売事業者は、今後は、貸出期間を2週間と定め、この期間を経過した際は返却を催促することとする。

質量販売
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2024/5/9 13:00 盗難 C2級 北海道札幌市

2024年5⽉9⽇(⽊)、販売事業者社員が検針のため訪問した際、20㎏容器が1本外されていることを確認し、警察へ通報するとともに、容器所有者へ連絡した。
5⽉13⽇(⽉)、警察、販売事業者及び容器所有者の3者で現場検証を実施した。
対策として販売事業者は、供給先の建物所有者に対して、設置容器を定期的に確認する等、注意を払うよう依頼する。

体積販売

2024/5/15 11:00 盗難 C2級 静岡県伊東市

容器が設置されていた物件は、別荘地内の⼾建て住宅で別荘として利⽤されている。5⽉15⽇、容器交換に訪問したところ、予備側の2本のうち1本が紛失してい
ることが発覚。前回は2024年1⽉13⽇に予備側として設置した容器である。2024年4⽉11⽇に訪問したが、不交換処理をしており、異常はなかった。その後に盗
難にあったと推測される。
⾃治体は、特に空家等での盗難事故が県内でも相次いでいることから、同様の物件については、容器の施錠や、⾒回りを強化するなど対策を講じることを⼝頭
指導した。
対策として販売事業者は、容器収納庫の設置を検討。

体積販売

2024/5/20 13:15 盗難 C2級 岐⾩県関市

販売事業者社員が事故発⽣場所付近を通りかかった際に、借家に設置されていた容器が⾒当たらないことを発⾒した。社内で撤去、回収等事実関係を確認した
ところ盗難であることが発覚した。なお、最終確認は2024年4⽉30⽇に検針の際、確認している。
対策として販売事業者は、巡回頻度を増やし、⾒回りを強化。

体積販売

2024/5/22 9:10 盗難 C2級 ⼤阪府⼤阪市

5⽉22⽇、LPガス消費者からLPガス20㎏容器2本の内、1本が無くなっていると販売事業所に連絡があった。その後、販売事業者がLPガス消費先に確認したとこ
ろ、5⽉21⽇夜には同容器が2本あったことを聴取したため、盗難されたものと判断し、警察に連絡した。
⾃治体は、事故発⾒場所に職員を派遣し、調査を⾏った。
対策として販売事業者は、販売事業所が消費者の固定状況について緊急調査を実施。 体積販売

2024/6/3 13:20 盗難 C2級 三重県津市

ガス供給を停⽌中の消費者先に容器が設置されたままになっていないかの確認をするため、2024年6⽉17⽇(⽉)14時20分に該当物件を確認したところ、容器2本
のうち1本が盗難にあっているのを発⾒した。
対策として販売事業者は、ガス供給の停⽌後の速やかな容器撤去の徹底。短期間のガス供給の停⽌の要望であっても、速やかに容器を撤去するよう徹底。

体積販売

2024/6/5 10:24 盗難 C2級 茨城県⽯岡市

2024年6⽉5⽇、毎⽉のガス検針に消費者宅へ伺ったところLPガスボンベが無いことに気付く。容器所有者に問い合せたところ撤去はしていないとのことであっ
たため盗難と判断。消費者は⼀⼈暮らし⽼⼈であり、市社会福祉課に確認したところ2024年3⽉25⽇に死亡していたことが判明した。
対策として販売事業者は、検針時に状況を確認し、使⽤予定がなければ速やかに撤去し、⻑期間放置することのないようにする。

体積販売
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2024/6/5 11:30 盗難 C2級
⿅児島県霧島
市

・6⽉5⽇、販売事業者の社員が休⽌物件及び空家物件等の設備状況・利⽤状況を確認・調査中に、当該物件にボンベが置かれていない事(リストとの相違)を確
認。配送会社にボンベの引揚げ等の履歴について確認したが引揚げ等の履歴なし。
・販売事業者が現場の状況確認、近隣住⺠への聞き込み等を実施、盗難事案と判断し、翌⽇(6⽉6⽇)警察に盗難被害を届出。
・当該物件は、2020年7⽉2⽇から空家となっている賃貸物件。配送会社社員が2024年2⽉9⽇時点でボンベがあったことを確認している。
・⾃治体は、販売事業者に対し、販売契約が解除された際には遅滞なく供給設備を撤去するよう指導。
・販売事業者において、休⽌物件等の定期的な利⽤状況の確認や空き物件の速やかなボンベ回収徹底を実施。

体積販売

2024/6/11 12:00 盗難 C2級 広島県呉市

2024年6⽉11⽇、容器交換のため訪問したところ、設置容器2本のうち1本がないことが判明。前回検針時(2024年5⽉23⽇)は正常であったため、それ以降に盗難
にあったものと思われる。

体積販売

2024/6/14 15:30 盗難 C2級 兵庫県⻄脇市

2024年6⽉14⽇(⾦)15時30分頃、販売事業者配送員が容器配送に出向いたところ⽚側予備容器20㎏が無かった。Aさん宅敷地内の離れをBさんに貸されている。
配送担当者より連絡を受け、まずAさんとBさんに事情を確認するよう指⽰、双⽅に電話するも繋がらず、当⽇17時30分頃、Aさんより連絡があり事情を説明し
たが、現在家に住んで居ないのでわからないのでBさんに聞いて欲しいと返答があった。住⼈のBさんからの連絡が17⽇(⽉)にあり、⼼当たりが無いとのこと
だった。6⽇に検針が⾏われていたので検針員に尋ねたが異常はなかったとのこと。その後、交番に⾏くよう指⽰を⾏った。
⾃治体は、盗難が発⽣することを防ぐよう指⽰。
販売事業者は、交番に配送員を伺わせ、警察と配送担当者が現場で状況を説明し被害届を出した。

体積販売

2024/6/18 12:00 盗難 C2級
京都府船井郡
京丹波町

販売事業者が巡回中、20キロボンベ1本の盗難を確認。
⾃治体は、事故の詳細及び対策について報告を指⽰。
対策として販売事業者は、前回(2023年2⽉)も同じ消費先にて容器の盗難があり、前回の盗難以降、およそ使⽤量の少ない別荘のため、1ヶ⽉に1度の頻度で巡回
を⾏っていた。警察にも協⼒を要請し、別途巡回を依頼していた。引き続き1ヶ⽉に1度の巡回および販売事業者の近隣⽀店への巡回協⼒を要請し、再度警察に
協⼒を依頼し、巡回の強化を⾏う予定。またボンベチェーンを使⽤する。

体積販売

2024/7/2 13:30 盗難 C2級 茨城県⼟浦市

事故発⽣⽇時に容器配送員より設置されている20㎏容器2本のうち1本が別の容器にすり替えられ盗難されているとの連絡が⼊る。2024年5⽉8⽇の前回配送時に
は設置を確認していたことから、容器盗難は同⽇から7⽉2⽇の間に⾏われたと推測される。なお、今回すり替えに使⽤された容器は、同年3⽉27⽇に今回と同じ
場所で盗難にあった容器である。
対策として販売事業者は、20㎏容器プロテクターにチェーンを通し、アンカーボルトによる固定及び南京錠で施錠する措置を実施。また、検針時及び近隣⽴寄
り時には状況を確認する。

体積販売
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2024/7/3 18:30 盗難 C2級 三重県四⽇市

・7⽉3⽇(⽔)配送事業者が容器交換に伺ったところ当該容器がないことが発覚したので、直ちに販売事業者担当社員に連絡した。
・販売事業者当社員が現地に出向し状況確認のうえ本社に報告し、写真撮影及び警察への盗難届出の指⽰を受け対応した。
・販売事業者担当社員が警察と同⾏し現地件分に⽴ち会った。
販売事業者は以下の対策を実施。
・当該容器設置先消費者は施設⼊所により⻑期不在であったが、不定期に帰宅する機会があることから消費者の要請により閉栓せずLPガスを随時使⽤可能な状
態にしていた。今回の容器盗難時にも消費者は不在だったので、ご家族に連絡を⼊れ事情を説明し⼀時閉栓の上残る容器1本を引揚げた。
・社内ルールとして閉栓あるいは解約した場合は遅滞なく設置容器を引揚げることとしており空き家の容器盗難防⽌に努めてきたが、今後は⻑期不在消費者も
状況を精査し可能な限り閉栓のうえ容器引き上げを励⾏することとする。

体積販売

2024/7/4 16:00 盗難 C2級
⻑崎県佐世保
市

・2024年7⽉4⽇午後、解体業者から販売事業者に対し、家屋解体施⼯のため容器引き上げの要請あり。即座に販売事業者から配送センターに対し、引上げ作業
依頼(20㎏×3本)を⾏った。
・同⽇16時頃、配送センターから販売事業者に対し、容器は2本だったとの連絡あり。同⽇、販売事業者社員が現場を捜索したが残りの容器1本は⾒当たらな
かった。
・2024年7⽉5⽇、容器所有者と配送センターが交番に相談、警察との現場検証後、被害届を提出。
・⾃治体は、販売事業者に対し、容器の捜索実施と経緯についての報告書を提出するよう指⽰した。
・販売事業者は、ガス閉栓後、使⽤⾒込みがないと判明した時点で速やかに配送センターへ容器引上げを依頼すること及び、閉栓中はメーター付近の⽬⽴つ箇
所に指定の警戒連絡カードを貼付し販売事業者へ連絡が来るようにすることを対策として掲げている。

体積販売

2024/7/5 15:30 盗難 C2級
⼭梨県南巨摩
郡南部町

液化⽯油ガス販売事業者からガスの配送業務を受託している配送事業者が、LPガス使⽤場所の付近を通った際、設置されている20㎏容器2本のうち1本ガス容器
がなくなっていることに気付き、何者かによって持ち去られていることが発覚した。また、同⽇17時に警察に被害届を提出した。当該使⽤場所では、⽇常的に
ガスを使⽤していないため、数か⽉間ボンベの交換を⾏っておらず、検針もリモートで⾏っているため、盗難に遭った⽇時は不明である。
⾃治体は、情報収集、再発防⽌策検討指導及び事故報告書作成指導。
対策として販売事業者は、定期的に交換が⾏われないガス容器については、検針や容器交換とは別に巡視を⾏い、異常の早期発⾒に努める。使⽤量を鑑みて、
必要最低限のLPガス容器容量とする。

質量販売

2024/7/5 10:45 盗難 C2級 岐⾩県関市

2024年7⽉5⽇10時45分頃、販売事業者担当者が検針に出向したところ、容器1本が盗難されていることを確認したもの。なお、盗難された⽇時については不明
(前回検針⽇6⽉6⽇〜7⽉5⽇の間)なお、警察による現場検証後、消防に通報があったもの。2023年4⽉に同様の事故あり。転倒防⽌鉄鎖以外に、容器盗難対策⽤
の鉄鎖及び南京錠も同時に盗難された。
対策として販売事業者は、20㎏×2本のボンベを50㎏×2本に変更した。 体積販売

2024/7/10 8:00 盗難 C2級
⾹川県綾歌郡
綾川町

7⽉9⽇メーター交換のため職員が訪問したところ設置されているはずのボンベがなく、別居の消費者の家族に事情を伺ったが移動等⾏っていないことであった
ため、盗難と判断した。
⾃治体は、産業保安監督保安課に販売事業者から聞き取った状況を報告した。
対策として販売事業者は、使⽤実績がしばらくの期間ない消費者に、連絡を取って使⽤実態を確認することとする。 体積販売
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2024/7/16 15:00 盗難 C2級 佐賀県唐津市

7⽉16⽇に容器の所在確認(半年に1回)のため消費者先へ向かったところ、容器がなかった。契約者に確認したところ、契約者本⼈は昨年11⽉に亡くなってお
り、親族は容器に関しては承知していないとのこと。
※本設備は畑にある⼩屋で炊飯⽤として設置しており、使⽤量が少なく以前も半年間使⽤なしのことがあった。
※容器配送業務委託先及び販売店に当該容器はなかった。
⾃治体は、情報収集、事故報告書の提出依頼。
対策として販売事業者は、消費者が常駐しない供給先については、容器所在確認の頻度を増やす。

体積販売

2024/7/24 20:30 喪失 C2級
秋⽥県由利本
荘市

残ガス容器を配送⽤トラックに積載していたが、⽔害からの避難のためトラックを使⽤するにあたり、積載していた容器を⾞庫に存置したところ、河川が氾濫
し、⾞庫が壊れて流出したもの。
⾃治体は、容器は貯蔵施設で保管するよう指導を⾏った。また、⼀般社団法⼈秋⽥県ＬＰガス協会へ情報提供を⾏い、関係事業者へ注意喚起・情報提供の呼び
かけを⾏った。
対策として販売事業者は、容器は貯蔵施設で保管する。

2024/7/29 8:29 盗難 C2級 ⻘森県弘前市

2024年7⽉29⽇(⽉)08時29分頃、消費者からガスが出ないとの通報を受けた。同⽇の08時40分頃に当該販売事業者の社員が現場を確認したところ、設置してい
た供給側と予備側の20㎏容器計2本が紛失していた。消費者様が7⽉26⽇の⼣⽅まではガス機器に問題なく使⽤されていた。2024年7⽉29⽇(⽉)に販売事業者が
警察に盗難届を提出し、同⽇警察による現場検証が⾏われた。
対策として販売事業者は、盗難防⽌の為、持ち運びできない様、鍵を取り付ける。 体積販売

2024/7/30 14:00 盗難 C2級 広島県福⼭市

・2023年11⽉29⽇：当時のガス契約者から、転居によるガスの使⽤停⽌依頼を受け、担当者が現地へ訪問しガスメーターの閉栓及び容器バルブの閉⽌を実施。
・2024年7⽉30⽇：担当者が現地へ訪問した際に容器が⾒当たらなかったため、容器所有者(配送委託先)へ問合せをしたところ、先⽅では容器の回収はしていな
いとの回答を得る。
・2024年8⽉1⽇：当物件の管理会社へ容器の所在について確認をしたところ、何もわからないとの回答を得る。他に情報は得られず容器の盗難が発覚する。
⾃治体は、次の2点について指導。
・⻑期間使⽤していない容器の回収。
・容器の紛失を確知した時点で⾏政庁へ報告。
対策として販売事業者は、⻑期間空家となる容器設置先については、速やかに容器の回収をおこなうこととした。

体積販売

2024/8/4 不明 盗難 C2級
岡⼭県久⽶郡
美咲町

集会所で使⽤している容器が盗難にあったため、8⽉5⽇に警察へ通報した。
⾃治体は情報収集を⾏った。
販売事業者は、対策として、容器保管場所の施錠を検討することとした。

質量販売
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2024/8/12 11:00 盗難 C2級
福岡県⽥川郡
川崎町

2024年4⽉10⽇、⼀般消費者のガス代未納により、ガスを閉栓した。
2024年8⽉9⽇、賃貸住宅の⼤家から、当該⼀般消費者の無断退去の知らせを受け、配送委託先へ容器の引き揚げを依頼し、配送員が2024年8⽉12⽇容器回収時
に、20㎏容器2本のうち1本が無くなっている事が発覚した。
販売事業者は対策として、閉栓中であっても定期的に容器の設置確認を⾏うこととした。 体積販売

2024/8/15 11:24 盗難 C2級 埼⽟県吉⾒町

8⽉11⽇まで営業していた消費者が、休暇後、15⽇も連休とするために15⽇午前店舗へ貼り紙を⾏うために訪れたところ、LPガス容器1本がなくなっている事に
気が付き、販売事業者に連絡を⾏った。
販売事業者は、対策として防犯センサー/カメラ等の設置及び転倒防⽌への施錠を検討した。

体積販売

2024/8/26 11:00 盗難 C2級 佐賀県佐賀市

薬局跡にLPガス容器の確認に⾏った際、容器がなくなっていることが判明した。また、建物は解体され駐⾞場になっていた。
解体業者に解体時のLPガス容器の有無を確認したところ、LPガス容器はなかったとのことだった。
2023年6⽉15⽇にLPガス容器の使⽤量を確認するため現場に⾏った時には容器は存在したため、2023年6⽉15⽇から2023年11⽉16⽇の間に喪失したと考えられ
る。
⾃治体は、情報収集を⾏ったとともに、⾼圧ガス容器適正管理指針を⽰し、原則として1年以上経過して留置しないように指導した。
販売事業者は今後引き続き捜索することとしたとともに、半年間使⽤がない消費者に関しては、⻑期滞留容器リストを作成し容器を引き上げ、喪失・盗難防⽌
に努めることとした。また、2年以上ガス使⽤がない消費者先の容器を引き上げた(50本程度)。

体積販売

2024/9/5 10:00 盗難 C2級
福岡県鞍⼿郡
⼩⽵町

未⼊居の借家に設置していた20kgボンベを交換するため、配送業者が当該物件を訪問した際に、20㎏ボンベ1本が紛失していることが発覚した。
販売事業者は、対策として、空き家のボンベ管理の徹底をした。また、⻑期間(6か⽉以上)空室の物件に対して、物件のオーナー様の了解を進め撤去を進めるこ
ととした。

体積販売

2024/9/9 不明 盗難 C2級
奈良県北葛城
郡上牧町

販売事業者が近隣の客先を訪れた際に当該宅に容器が設置されていないことに気づき、盗難を覚知した。現場はリフォーム中でガスボンベを閉⽌した状態の⼀
般消費者宅であり、リフォーム前には容器等が存在していることを事業者は確認していたが、リフォーム業者に盗難⽇時について確認するも不明とのことだっ
た。
⾃治体は、販売事業者に対し、転倒防⽌チェーンに南京錠等の設置、監視カメラ⼜はダミーカメラの設置等の防犯対策を消費者側と相談して検討するよう指⽰
した。また、事業者対象の講習等でLPガス販売事業者へ容器盗難について注意喚起、盗難件数等を改めて周知予定とした。
販売事業者は、防犯対策については、リフォーム中に⾏うのは現実的ではないが、転倒防⽌チェーンに対する南京錠の設置および監視カメラまたはダミーカメ
ラの設置を検討することとした。

体積販売
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2024/9/13 8:00 盗難 C2級
北海道中川郡
池⽥町

2024年9⽉13⽇08時00分頃、容器交換のため現地へ⾏った配送会社の配送員が、配送先に設置されている20㎏容器1本が無くなっていることに気づき、販売事業
者に連絡した。販売事業者は関係者にヒアリング等を⾏ったものの分からず、盗難に遭ったと判断し、同⽇関係機関に報告を⾏ない警察に被害届を提出した。
⾃治体は、盗まれた容器が発⾒された場合は速やかに報告するよう指⽰した。
販売事業者は、LPガス協会⽀部事務局⻑に報告を⾏った。

体積販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級 岐⾩県恵那市

弊社の消費者と異なる消費者から弊社容器を所有している連絡を頂いた事案が発⽣。これを受けて弊社の全容器に対して、消費者における所在の確認を実施。
この結果、不明容器の存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の徹底、お客さま管理責任の明確化、その周知徹底を⾏うこととした。

質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級 三重県鈴⿅市

弊社の消費者と異なる消費者から弊社容器を所有している連絡を頂いた事案が発⽣。原因は弊社の消費者が他設備を転売する際に容器も付属物として転売した
ことによるもの。これを受けて弊社の全容器に対して、消費者先における所在の確認を実施。この結果、不明容器の存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の強化、お客さまへの管理等に関する周知徹底を⾏うこととした。

質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級 愛知県⼩牧市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有している旨連絡があり、⾃社の全容器に対して所在の確認を実施したところ、不明容器の存在が判明したも
の。
⾃治体は、販売事業者に対し、喪失容器の捜索及び捜索結果の報告(半年に1回)を指⽰した
販売事業者は、対策として、使⽤状況管理の徹底、⼀般消費者の管理責任の明確化とその周知徹底、⾃社捜索の実施を⾏うこととした。 質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級 愛知県⼩牧市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有している旨連絡があり、⾃社の全容器に対して所在の確認を実施したところ、不明容器の存在が判明したも
の。
⾃治体は、販売事業者に対し、喪失容器の捜索及び捜索結果の報告(半年に1回)を指⽰した
販売事業者は、対策として、使⽤状況管理の徹底、⼀般消費者の管理責任の明確化とその周知徹底、⾃社捜索の実施を⾏うこととした。 質量販売

124



年月日 発生時間 事故種別 事故分類 発生場所 事故概要 販売方式

2024/9/13 不明 喪失 C2級 愛知県⼩牧市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有している旨連絡があり、⾃社の全容器に対して所在の確認を実施したところ、不明容器の存在が判明したも
の。
⾃治体は、販売事業者に対し、喪失容器の捜索及び捜索結果の報告(半年に1回)を指⽰した
販売事業者は、対策として、使⽤状況管理の徹底、⼀般消費者の管理責任の明確化とその周知徹底、⾃社捜索の実施を⾏うこととした。 質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級
岐⾩県各務原
市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有しているとの連絡があり、⾃社の全容器に対して消費者先における所在の確認を実施したところ、不明容器の
存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の徹底、消費者管理責任の明確化とその周知の徹底を⾏うこととした。

質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級 岐⾩県岐⾩市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有しているとの連絡があり、⾃社の全容器に対して消費者先における所在の確認を実施したところ、不明容器の
存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の徹底、消費者管理責任の明確化とその周知の徹底を⾏うこととした。

質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級 三重県鈴⿅市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有しているとの連絡があり、⾃社の全容器に対して消費者先における所在の確認を実施したところ、不明容器の
存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の徹底、消費者管理責任の明確化とその周知の徹底を⾏うこととした。

質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級 三重県鈴⿅市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有しているとの連絡があり、⾃社の全容器に対して消費者先における所在の確認を実施したところ、不明容器の
存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の徹底、消費者管理責任の明確化とその周知の徹底を⾏うこととした。

質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級 三重県鈴⿅市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有しているとの連絡があり、⾃社の全容器に対して消費者先における所在の確認を実施したところ、不明容器の
存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の徹底、消費者管理責任の明確化とその周知の徹底を⾏うこととした。

質量販売
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2024/9/13 不明 喪失 C2級 三重県鈴⿅市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有しているとの連絡があり、⾃社の全容器に対して消費者先における所在の確認を実施したところ、不明容器の
存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の徹底、消費者管理責任の明確化とその周知の徹底を⾏うこととした。

質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級 三重県津市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有しているとの連絡があり、⾃社の全容器に対して消費者先における所在の確認を実施したところ、不明容器の
存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の徹底、消費者管理責任の明確化とその周知の徹底を⾏うこととした。

質量販売

2024/9/13 不明 喪失 C2級
三重県四⽇市
市

販売先と異なる⼀般消費者から、⾃社容器を所有しているとの連絡があり、⾃社の全容器に対して消費者先における所在の確認を実施したところ、不明容器の
存在が判明したもの。
販売事業者は、使⽤状況管理の徹底、消費者管理責任の明確化とその周知の徹底を⾏うこととした。

質量販売

2024/9/24 11:00 喪失 C2級 福岡県古賀市

空家調査で20㎏容器1本設置先の物件を訪問した際に容器の紛失を確認した。調査の結果、最後に確認した時から1年程経過しており、空家解体後に既に別の建
物が建築、解体業者がメーター、調整器、ボンベも廃棄したことが判明した。
⾃治体は、事故内容の聞き取りを実施し、再発防⽌策の検討を販売事業者に指⽰した。
販売事業者は、対策として、ガスメーターや配管、調整器等にメーターシール等所有者が分かるよう周知徹底をはかるとともに、空き家調査を定期的に⾏い解
体の恐れがある物件に関しては事前に連絡をとり無断撤去・処分が⾏われないように周知徹底をはかることとした。 体積販売

2024/9/30 13:30 盗難 C2級 茨城県⼟浦市

事故発⽣⽇時に容器配送員より、設置されている20㎏容器2本のうち1本が別の容器にすり替えられ盗難されているとの連絡が⼊った。2024年9⽉6⽇に当該容器
の交換を実施していたことから、容器盗難は同⽇から9⽉30⽇の間に⾏われたと推測される。なお、今回すり替えに使⽤された容器は、同年7⽉2⽇に今回と同じ
場所で盗難にあった容器だった。
販売事業者は20㎏容器プロテクターにチェーンを通し、配管⽀持部に南京錠で施錠する措置を実施した。また、消費者に対し⽇常的に状況を確認するよう依頼
するとともに、検針時及び近隣⽴寄り時には状況を確認する等、巡回確認を強化することとした。

体積販売
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2024/10/2 11:00 盗難 C2級 福岡県福岡市

空家調査で20㎏容器1本設置先の物件を訪問した際に容器の紛失を確認した。なお、空家が転出されてから13年経過しており、転出後の配送センターへの撤去依
頼の指⽰の有無の確認も不明であり、容器の所在が分からなくなったものである。
⾃治体は、販売事業者に対して容器の管理を徹底するよう指導した。
販売事業者は、対策として、前⽉と⽐較してのガス未使⽤先や転出の連絡があった場合、早急に内容を把握した上で、容器の撤去を徹底することとした。
また、空家調査を定期的に⾏い解体の恐れがある物件に関しては事前に連絡を取り、無断撤去・処分が⾏われないように周知を徹底することとした。

体積販売

2024/10/7 12:00 盗難 C2級
千葉県鎌ケ⾕
市

2024年10⽉7⽇に配送員が容器交換のため現地に訪問したところ。20㎏容器1本が無い事が判明した。2024年9⽉21⽇の検針訪問時には20㎏容器2本あることを
確認している事から、9⽉21⽇〜10⽉7⽇の間に盗難されたと推定される。消費者が、別荘として使⽤されている建物の為、ガス供給は⼀時⽌め(2015年2⽉23⽇
ガス⽌)状態であり定期的に建物の⼿⼊れには来ていたが、常に⼈がいる建物ではない為、盗難被害に遭ったものと推測される。
⾃治体は、事業所に事故届の提出を指⽰した。
販売事業者は、ガス⼀時⽌めの為容器を撤収した。

体積販売

2024/10/10 7:30 盗難 C2級
奈良県北葛城
郡王寺町

容器交換時に予備分の容器の盗難を覚知した。明確な盗難⽇時については不明とのこと。
⾃治体は以下の措置を⾏った。
・転倒防⽌チェーンに南京錠等の設置、監視カメラ⼜はダミーカメラの設置等の防犯対策を消費者側と相談して検討するよう指⽰した。
・事業者対象の講習等でLPガス販売事業者へ容器盗難について注意喚起、盗難件数等を改めて周知予定とした。
販売事業者は、防犯対策として、転倒防⽌チェーンに対する南京錠の設置および監視カメラまたはダミーカメラの設置を検討することとした。

体積販売

2024/10/10 15:00 盗難 C2級 奈良県宝来町

10⽉10⽇15時頃、消費者よりコールセンター宛にガスが出ない旨の連絡があり、容器の確認をお願いしたところ盗難を覚知した。明確な盗難⽇時については不
明とのこと。
⾃治体は以下の措置を⾏った。
・転倒防⽌チェーンに南京錠等の設置、監視カメラ⼜はダミーカメラの設置等の防犯対策を消費者側と相談して検討するよう指⽰した。
・事業者対象の講習等でLPガス販売事業者へ容器盗難について注意喚起、盗難件数等を改めて周知予定とした。
販売事業者は、防犯対策として、転倒防⽌チェーンに対する南京錠の設置および監視カメラまたはダミーカメラの設置を検討することとした。また、社内にお
いて、特に外勤者に容器盗難事象の共有を⾏うこととした。

体積販売

2024/10/11 8:30 盗難 C2級
⼭形県⻄村⼭
郡河北町

2024年10⽉11⽇(⾦)08時30分頃、販売事業者が毎⽉のメーター検針のため公⺠館へ向かったところ、常設されている20㎏容器2本が無くなっていた。なお容器
はチェーンで固定されていたが、鍵はついていなかった。
⾃治体は、容器にチェーンを巻くなど、盗難が容易に⾏われないような措置を講じるよう指導した。また、盗まれた容器が発⾒された際には、⾃治体に連絡す
るように指導した。
販売事業者は、ボンベチェーンの壁側のフックをリング状に変更しプロテクターを通したチェーンをフックの⽳に通しそこに鍵を付けてボンベチェーンを外せ
ないようにすることとした。

体積販売
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2024/10/15 10:00 盗難 C2級 ⽯川県野々市

・消費者退去により空家となっていた物件のガス閉⽌処理をし次⼊居に備え、設備は引き上げず設置していたところ、10⽉8⽇、他の販売事業者より、軒先容器
1本を充填してほしいと消費者から依頼を受けたが、所有者が当社のものであるためどういう状況であるか確認して欲しいとの依頼を受けた。
・翌⽇、軒先容器の状況確認をしたところ、設備引き上げ依頼がないまま物件は取り壊されており、軒先容器が2本とも無くなっていることが分かった。
・10⽉11⽇、他の販売事業者に充填依頼した消費者と直接連絡を取り、容器の返却を依頼したものの応じてもらえなかった。なお、もう1本のボンベについては
所在不明となっている。
⾃治体は、販売事業者に対し、閉栓物件のボンベの管理の徹底を指⽰した。特に⻑期に及ぶ場合には引き上げるよう指導を⾏った。
また、返却してもらえないボンベ1本は、必要に応じて警察にも相談しながら返却してもらうよう交渉し、残る1本についても遺失届を出すなど回収を⽬指して
対応するよう指導した。
販売事業者は、閉栓物件については容器を引き上げることとし、オーナーや不動産屋がわかっていれば事前に設備撤去依頼を出してもらうように周知した。
また、警察に相談し具体的な盗難に対するアドバイスをしてもらうこととした。

体積販売

2024/10/17 13:00 盗難 C2級 ⿃取県境港市

先⽉までLPガス容器もあり建屋も⼊居者のいる状態だったが、10⽉7⽇に訪問したところ、LPガス容器、8㎏調整器、(張⼒式⾼圧ホ−ス、低圧ホース)が無く
なっているのを確認した。当該宅は電話も使われていないため、毎⽉訪問しており、また当該消費者は2023年1⽉よりガス料⾦滞納のため閉栓中であった。
10⽉8⽇午後、警察に容器盗難の被害届を提出した。
10⽉17⽇午後、給湯器(販売所のリース品)の引取りに訪問した時に、近隣の⽅からLPガス容器の所在について連絡があり、同⼀敷地内のゴミや廃材等の中に隠
れた状態で発⾒した。容器を確認したところ、盗難を報告した容器であることを確認した。
⾃治体は、情報収集及び産業保安監督部への報告を⾏った
販売事業者は、閉栓した後、消費者から料⾦の⽀払いがない場合は容器を引き上げるようにすることとした。

体積販売

2024/10/17 9:00 盗難 C2級 福岡県福岡市

消費者に対して2022年9⽉26⽇〜11⽉10⽇に出荷した3本の容器について返却がなかったため、確認したところ、紛失したという回答があった。その後の調査に
より、うち2本については発⾒出来たとの連絡があったが、1本については引き続き調査するも所在が不明とのことだった。
⾃治体は、販売事業者及び消費者に対して容器の管理を徹底するよう指導した。
販売事業者は、対策として、毎⽉1回未返却のボンベの所在を販売先に確認してもらうようにすることとした。 質量販売

2024/10/30 14:00 盗難 C2級 ⼭形県酒⽥市

2024年10⽉30⽇に販売事業者が解体予定の家屋に設置されている容器の回収に訪問したところ、本来20㎏容器が2本設置されている供給先に容器が1本しかな
かった。接続されていた⾼圧ホースを確認すると、先端を切断された形跡があり、不動産業者や解体業者に確認したところ、作業時には既に容器が1本しかな
かったことや、現場の状況から、盗難されたものと推測した。
なお、容器2本について、2022年9⽉28⽇にガスを季節中断閉栓し、以降そのままの状態であった。その後、不動産会社が買い取り、既存家屋を解体することに
なり、販売事業者へ容器の回収依頼があった。
販売事業者は、対策として、ガス閉栓顧客のうち、容器が設置されている消費者先を確認し、使⽤予定がないものに関しては容器の回収を⾏うよう徹底するこ
ととした。
⾃治体は、ガスを閉栓している顧客のうち、設置中で使⽤予定がない容器に関しては回収を⾏うよう事業者に指導した。

体積販売
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2024/11/12 13:00 盗難 C2級 東京都葛飾区

13時00分、検針員が容器がない事に気付き、販売事業者事務担当に報告。前⽉10⽉10⽇の検針時は容器があったことを確認した。
13時30分、販売事業者職員が現場訪問し容器がないことを確認した。容器配送会社に容器を引き上げていないことを確認した。
13時43分、販売事業者職員から店⻑あてに、容器盗難の可能性について報告した。盗難された消費者では、昨⽇ガスが使えなかったとのことだった。また、ガ
スの使⽤量が毎⽉1㎥満たないため、いつからガスが使⽤できなかったか、消費者は把握していなかった。
⾃治体は、事故届書の提出を指⽰したとともに、原因調査、事故再発防⽌策の検討及び報告を指⽰した。
対策として、販売事業者は、供給設備を外部から視認されにくい場所へ変更することを先⽅と検討するとともに、出社時、勤務中、退社時など定期的に容器の
有無を確認してもらうよう先⽅へ周知することとした。

体積販売

2024/11/15 11:00 盗難 C2級 ⻑野県松本市

2024年11⽉15⽇に起きた市内の⽕災において、現場敷地内から供給設備とは別の容器が1本⾒つかった。容器記載情報により、他の販売事業者が今回とは別の
⼾建て住宅Aに供給していた4本のうちの1本と判明した。同⽇、他販売事業者が住宅Aへ容器の確認に⾏ったところ、別事業者の供給設備及び容器が設置されて
おり、他販売事業者の供給設備及びすべての容器がなかった。経緯については、住⼈が変わっており不明。なお、住宅Aについては、2020年12⽉4⽇に閉栓して
おり、その際、ボンベ4本は撤去せず、そのままにしてあった。閉栓後、供給設備及び容器が持ち出されたと考えられる。未発⾒3本の容器については調査を継
続している。
販売事業者は、2024年11⽉18⽇警察署へ被害届を提出した。
⾃治体は、販売事業者からの聞き取りを実施し、事故届の提出を指⽰した。

体積販売

2024/11/15 10:40 盗難 C2級
福島県耶⿇郡
猪苗代町

11⽉15⽇10時40分頃、別荘が冬期間未使⽤となることから、プロパンガス容器の閉栓及び引き上げ作業を実施するために、販売事業者が事故現場を訪れた。
閉栓時にガス容器(20㎏)を2本設置したが、1本紛失していることが判明した。
⾃治体は、今後、状況及び被害の確認、⽴⼊検査時の啓発活動を⾏う予定とした。
販売事業者は、対策として、⾒回りの強化、及び、季節閉栓後直ちに容器を引き上げることとした。 体積販売

2024/11/25 15:05 盗難 C2級 新潟県新潟市

作業所の事務所に供給していたが、使⽤者が退去し、供給を停⽌していた。新たな⼊居者はガス未使⽤(契約未締結)のため、供給⾒込みのない事業所に存置して
いた容器の撤去に配送担当者が出向いたところ、20㎏容器1本がなくなっていたもの。2024年11⽉27⽇(⽔)に警察に盗難届を提出し、その後、盗難の報告が
あった。
なお、当該供給設備は2019年7⽉31⽇に供給を停⽌(閉栓)しており、⻑期に渡り未供給状態のまま存置していた。
⾃治体は、再発防⽌のため、閉栓、未供給の容器を早期に引上げるよう指⽰した。
販売事業者は、対策として、供給の⾒込みのない設備の容器を撤去することとした。

体積販売

2024/11/27 10:00 盗難 C2級 ⼤阪府和泉市

配送員が空家のLPG容器20㎏×2本を引き上げようと現場に⾏ったが、2本のうち1本が⾼圧ホースごと無くなっていることに気付いた。なお、2023年2⽉6⽇に
容器交換を実施し、2023年3⽉6⽇に閉栓を⾏っていた。
販売事業者は、対策として、容器の盗難防⽌のため、転倒防⽌措置⽤の鎖への施錠、または、施錠が出来る容器収納庫の設置等を消費者に提案していくことと
した。 体積販売

129



年月日 発生時間 事故種別 事故分類 発生場所 事故概要 販売方式

2024/12/5 14:00 盗難 C2級 ⻑野県⻑野市

12⽉2⽇、解体業者から販売事業者へ解体予定の店舗のガスメータを撤去するよう依頼があった。記録によると容器が未撤去であったため、販売事業者は配送委
託先(容器所有者)へ容器の撤去を依頼した。
12⽉3⽇、配送事業者が容器撤去のため訪問したが、既に容器が無かった。販売事業者は、解体業者へ容器の所在を確認したが、容器の⾏⽅や紛失した⽇時は不
明であるとのこと。
販売事業者は、事故状況の情報収集、今後当該容器を発⾒した場合の報告を指⽰した。

体積販売

2024/12/5 10:15 盗難 C2級 北海道江別市

12⽉5⽇10時15分、配送委託先の配送員から、閉栓中の空家に設置されている2本の容器(20㎏×2)のうち1本がなくなっているとの連絡があった。
同⽇14時00分頃、販売事業者の社員が現地に赴き、容器がなくなっていることを確認し、同⽇、警察に盗難に遭った旨届け出た。
⾃治体は、契約解消時は、盗難防⽌のため確実に容器を回収するよう指導した。
販売事業者は、閉栓作業完了後は、販売事業者が遅滞なく容器の回収を⾏うこととした。 体積販売

2024/12/12 16:00 喪失 C2級 北海道札幌市

・⼀般消費者等とのLPガス販売契約が2024年3⽉に終了後も引き続き、空き家となった当該物件にLPガス容器を設置し続けていた。同物件に⼊居した新たな⼀
般消費者等が別のLPガス販売事業者と契約締結(2024年11⽉)したことから、当該販売事業者が新LPガス販売事業者へ「設置していたLPガス容器の返却」を連
絡したところ、「LPガス容器は未設置であった」旨を聴取し、LPガス容器(20㎏)2本の喪失を覚知したため、2024年12⽉13⽇、警察へ遺失届を提出した。
・なお、当該容器の最終確認⽇は2024年6⽉だった。
販売事業者は、喪失した容器の捜索を継続することとした。また、今後はLPガス供給をしていない物件においては速やかに容器を撤去する等、LPガス容器の管
理を徹底することとした。 体積販売

2024/12/12 11:18 盗難 C2級
北海道北広島
市

12⽉12⽇11時18分頃、販売事業者の社員がメーター交換のため消費者宅を訪れたところ、設置されているはずの2本の容器が1本しかないことに気が付いた。
関係先を調査した結果、当該容器の所在が不明であったことから盗難されたものと推定され、翌12⽉13⽇、警察に盗難に遭った旨届け出た。
⾃治体は、消費者と協⼒しながら、再発防⽌に取り組むよう指導した。
販売事業者は、供給先消費者により、こまめに容器のあることを確認してもらうこととした。なお、その他の盗難防⽌対策については検討中とした。 体積販売

2024/12/23 16:00 盗難 C2級 茨城県⼟浦市

事故発⽣⽇時に容器配送員より設置されている20㎏容器2本のうち1本が別の容器にすり替えられ盗難されているとの連絡が⼊った。2024年12⽉13⽇の配送時に
は設置を確認していたことから、容器盗難は同⽇から12⽉23⽇の間に⾏われたと推測される。なお、今回すり替えに使⽤された容器は、同年9⽉30⽇に別消費
先で盗難にあった容器だった。
販売事業者は、設置容器を⼤型化(20㎏→50㎏)することとした。また、消費者に定期的な確認をお願いするとともに、販売事業者において検針時及び近隣⽴寄
り時に状況を確認することとした。

体積販売
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年月日 発生時間 事故種別 事故分類 発生場所 事故概要 販売方式

2024/12/23 不明 喪失 C2級
島根県仁多郡
奥出雲町

質量販売にて貸し出したLPガス容器1本が喪失したもの。
2024年12⽉23⽇に質量販売で容器貸出先の担当者から、2024年10⽉24⽇に質量販売した貸し出し容器1本が紛失したとの連絡があった。再度探すよう依頼した
が、⾒つからないことから、容器の喪失事故として2024年12⽉27⽇に県へ架電し報告した。
紛失の容器はLPガス8㎏1本。なお、移動販売時に使⽤をしているものであるため紛失場所は不明。また、容器の残ガス量も不明である。
⾃治体は販売事業所に対し、事故情報の報告を求めた。
対策として販売事業者は、貸出先に対し、室内での容器保管と施錠をして管理を徹底することや容器を持ち出す際には責任者を設定して容器数量確認を徹底す
るよう依頼した。
また、今後の質量販売時には貸出先に対して、容器管理の周知を徹底することとした。

質量販売

2024/12/25 14:00 盗難 C2級
福岡県北九州
市

2024年12⽉25⽇14時頃、販売事業者社員が当該物件付近へ集⾦に⾏った際、ボンベ1本の盗難が発覚した。
周辺を捜索したが⾒当たらなかったため、同⽇の14時30分頃、警察へ通報した。
⾃治体は、事故届書を提出するよう指導した。
対策として販売事業者は、営業外の時期はボンベを引き揚げることとした。 体積販売
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